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受
験
シ
ー
ズ
ン
到
来
で
あ
る
。
今
の
時
代
、
18
歳

人
口
の
約
６
割
が
大
学
に
進
学
す
る
。
し
か
し
人
口

減
少
の
影
響
も
あ
り
、
全
国
の
私
立
大
学
の
約
６
割

が
定
員
割
れ
の
状
態
に
あ
る
。
多
く
の
大
学
・
学
部

は
オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
や
高
校
で
の
模
擬
授
業
な

ど
を
通
じ
て
、
学
生
獲
得
に
奔
走
す
る
。
こ
の
状
況

は
、
人
口
減
少
の
中
で
移
住
者
を
呼
び
込
も
う
と
対

策
を
講
じ
る
自
治
体
と
や
や
似
た
と
こ
ろ
が
あ
る
。

魅
力
あ
る
地
域
づ
く
り
で
移
住
者
を
増
や
す
自
治

体
が
あ
る
よ
う
に
、
独
自
の
戦
略
を
打
ち
出
し
て
、

意
欲
の
高
い
学
生
を
集
め
る
大
学
も
存
在
す
る
。
た

と
え
ば
、
国
際
教
養
大
学
（
秋
田
市
）
は
グ
ロ
ー
バ

ル
人
材
の
育
成
を
掲
げ
、
講
義
は
英
語
で
実
施
、
海

外
と
の
連
携
は
も
ち
ろ
ん
、
事
業
者
や
地
域
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
と
協
力
し
な
が
ら
社
会
課
題
解
決
に
取
り
組

む
な
ど
、
独
自
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
学
生
を
集
め
る
。

い
ま
や
大
学
の
役
割
は
、
専
門
領
域
の
研
究
・
教

育
に
と
ど
ま
ら
ず
、
多
様
な
人
々
や
組
織
と
の
交
流

や
連
携
を
通
じ
て
社
会
課
題
に
取
り
組
む
こ
と
へ
と

広
が
り
を
み
せ
る
。
地
域
課
題
の
解
決
に
む
け
て
、

大
学
生
と
地
域
住
民
で
取
り
組
む
実
習
・
研
修
も
増

え
て
き
た
。若
い
世
代
に
対
し
て
、「
何
を
学
べ
る
か
」

だ
け
で
な
く
、「
ど
う
学
べ
る
か
」「
ど
ん
な
機
会
が

提
供
で
き
る
か
」
を
提
示
す
る
こ
と
が
と
て
も
大
切

に
な
っ
て
い
る
。

学
生
の
意
識
も
変
化
し
て
い
る
と
感
じ
る
。
新
た

な
出
会
い
や
経
験
、
学
び
そ
の
も
の
を
純
粋
に
楽
し

む
学
生
が
増
え
て
お
り
、
留
学
を
志
す
学
生
の
ほ

か
、
社
会
課
題
の
解
決
に
む
け
て
休
学
し
、
長
期
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
や
地
域
お
こ
し
協
力
隊
と
し
て
活

動
す
る
若
者
も
増
え
て
い
る
。
優
秀
な
成
績
を
あ
げ

て
大
手
企
業
に
就
職
す
る
の
が
よ
い
と
い
う
外
部
の

価
値
判
断
を
う
の
み
に
せ
ず
、
自
分
が
何
を
や
り
た

い
の
か
を
模
索
し
、
自
己
実
現
に
向
け
て
進
む
道
を

考
え
る
学
生
は
頼
も
し
い
。

そ
の
一
方
で
、
自
分
が
何
を
し
た
い
の
か
分
か
ら

な
い
と
い
う
学
生
も
い
る
。
幸
福
度
調
査
な
ど
の
結

果
か
ら
、
日
本
の
若
者
は
欧
米
各
国
と
比
較
し
て
、

自
己
肯
定
感
が
低
い
傾
向
に
あ
る
と
い
う
指
摘
も

あ
る
。

経
済
成
長
至
上
主
義
で
、
頑
張
る
時
代
か
ら
、
一

人
ひ
と
り
の
多
様
性
を
尊
重
し
た
幸
福
実
現
を
め
ざ

す
社
会
へ
と
、世
の
中
の
価
値
観
も
変
わ
っ
て
き
た
。

多
様
な
出
会
い
や
学
び
の
機
会
を
通
じ
て
、
一
人

ひ
と
り
が
自
分
を
知
り
、
夢
や
希
望
に
向
け
て
挑
戦

で
き
る
環
境
を
ど
の
よ
う
に
用
意
で
き
る
か
。
人
口

減
少
時
代
に
あ
っ
て
、
若
者
を
集
め
よ
う
と
す
る
の

で
は
な
く
、
地
域
で
自
治
体
や
大
学
が
連
携
し
て
、

若
い
世
代
を
応
援
で
き
る
場
を
丁
寧
に
創
っ
て
い
く

こ
と
が
大
切
だ
と
感
じ
る
。

氷の世界へ誘われて（埼玉県小
お

鹿
が

野
の

町
まち

）

写真キャプション

秩父三大氷柱のひとつとして知ら
れる小鹿野町の「尾ノ内氷柱」が
見ごろを迎えている。両神山を源
流とした尾ノ内沢から、500m
のパイプを引いて放水し人工的に
作ったもので、周囲約 250m、
高さ60mにも及ぶ迫力あるスケ
ールに圧倒される。今年は、1月
25日から 2月 9日間の土日に、
ライトアップされた幻想的な氷柱
を楽しむことができる。

大
学
と
地
域
の
連
携
に
よ
る
若
者
応
援

東
洋
大
学
国
際
学
部
国
際
地
域
学
科
教
授

沼ぬ
ま

尾お

 

波な
み

子こ
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⑵

地
方
財
政
対
策
と
総
務
省

－

地
方
自
治
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
⑸
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生
労
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歳
入
は
、
税
収
が
前
年
度
比
12
・
７
％
（
８
兆
８
、

３
２
０
億
円
）
増
の
78
兆
４
、４
０
０
億
円
と
な
っ
た
。

税
目
別
で
は
、
所
得
税
が
30
・
1
％
（
５
兆
３
、
８
２

０
億
円
）
増
の
23
兆
２
、
８
７
０
億
円
、
法
人
税
が

12
・
9
％
（
２
兆
１
、
９
９
０
億
円
）
増
の
19
兆
２
４

５
０
億
円
、
消
費
税
が
4
・
6
％
（
１
兆
８
５
０
億
円
）

増
の
24
兆
９
、
０
８
０
億
円
、
新
規
国
債
発
行
額
は

19
・
２
％
（
６
兆
８
、
０
０
０
億
円
）
減
の
28
兆
６
、

４
９
０
億
円
。
歳
入
を
公
債
費
で
ど
の
位
賄
っ
て
い
る

か
を
示
す
公
債
費
依
存
度
は
６
・
７
ポ
イ
ン
ト
減
の

24
・
８
％
と
な
っ
た
。

歳
出
は
、政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出
が
０
・
７
％

（
４
、
６
８
９
億
円
）
増
の
68
兆
２
、
４
５
２
億
円
。

主
要
経
費
別
で
は
、
歳
出
の
過
半
を
占
め
る
社
会
保
障

関
係
費
が
１
・
５
％
（
５
、
５
８
５
億
円
）
増
の
38
兆

２
、
７
７
８
億
円
、
防
衛
関
係
費
は
前
年
度
比
９
・
５
％

（
７
、
５
１
９
億
円
）
増
の
８
兆
６
、
６
９
１
億
円
。

ま
た
、
公
共
事
業
関
係
費
は
６
兆
８
５
８
億
円
で
、
う

ち
国
土
強
靱
化
関
係
予
算
が
４
兆
７
０
６
億
円
を
占
め

る
。
文
教
・
科
学
振
興
費
は
５
兆
５
、
４
９
６
億
円
、

予
備
費
は
物
価
高
対
応
の
た
め
の
特
別
な
予
備
費
は
計

上
せ
ず
、
通
常
の
予
備
費
を
１
兆
円
、
地
方
交
付
税
交

付
金
は
19
兆
７
８
４
億
円
を
計
上
し
た
。
国
債
の
償
還

や
利
払
い
に
充
て
る
国
債
費
は
４
・
５
％
（
１
兆
２
、

０
８
９
億
円
）
増
の
28
兆
２
、１
７
９
億
円
と
な
っ
た
。

地
方
財
政
対
策
に
つ
い
て
は
、
一
般
財
源
総
額
は
交

付
団
体
ベ
ー
ス
で
１
・
７
％
（
１
兆
５
３
５
億
円
）
増

の
63
兆
７
、
７
１
４
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
歳
入
の
う

ち
地
方
税
は
、
６
・
４
％
（
２
兆
７
、
１
６
４
億
円
）

増
の
45
兆
４
、
４
９
３
億
円
、
地
方
譲
与
税
は
８
・
７
％

（
２
、
３
６
８
億
円
）
増
の
２
兆
９
、
６
６
１
億
円
、
地

方
交
付
税
は
１
・
６
％
（
２
、
９
０
４
億
円
）
増
の
18

兆
９
、
５
７
４
億
円
を
計
上
す
る
一
方
、
財
政
不
足
を

補
う
た
め
に
発
行
す
る
、
臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行
額

は
税
収
の
伸
び
と
地
方
交
付
税
の
増
加
で
平
成
13
年
度

の
制
度
創
設
以
来
、初
め
て
発
行
額
が
ゼ
ロ
と
な
っ
た
。

こ
ど
も
政
策
関
連
で
は
、「
こ
ど
も
未
来
戦
略
」
に

基
づ
く
、
子
ど
も
・
子
育
て
政
策
を
本
格
的
に
実
行
す

る
た
め
、
児
童
手
当
の
拡
充
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
、

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
、
仕
事
と
子
育
て
の
両
立
支
援

な
ど
誰
で
も
無
理
な
く
安
心
し
て
子
育
て
が
で
き
る
社

会
へ
の
転
換
等
へ
７
兆
３
、２
７
０
億
円
を
計
上
し
た
。

Ｄ
Ｘ
・
地
方
創
生
関
係
に
つ
い
て
は
、「
デ
ジ
タ
ル

田
園
都
市
国
家
構
想
」
の
実
現
に
よ
る
地
方
の
社
会
課

題
解
決
・
魅
力
向
上
の
取
組
を
加
速
化
・
深
化
す
る
観

点
か
ら
、
観
光
や
農
林
水
産
業
の
振
興
等
の
地
方
創
生

に
資
す
る
取
組
や
拠
点
施
設
の
整
備
な
ど
、
各
地
方
公

共
団
体
の
意
欲
的
な
取
組
を
支
援
す
る
た
め
の
デ
ジ
タ

ル
田
園
都
市
国
家
構
想
交
付
金
を
前
年
度
比
20
％
増
の

１
、
２
０
０
億
円
を
計
上
し
た
。

一
般
会
計
と
は
別
枠
の
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会

計
に
は
、
４
・
１
％
（
２
６
１
億
円
）
増
の
６
、
５
９

２
億
円
を
計
上
。
避
難
指
示
が
解
除
さ
れ
た
地
域
に
お

け
る
生
活
環
境
の
整
備
や
帰
還
困
難
区
域
の
特
定
復
興

再
生
拠
点
の
整
備
等
を
実
施
す
る
た
め
の
原
子
力
災
害

か
ら
の
復
興
・
再
生
に
３
、
３
５
５
億
円
を
計
上
し
た

ほ
か
、
住
宅
再
建
・
復
興
ま
ち
づ
く
り
に
６
７
５
億
円
、

産
業
・
生
業
の
再
生
に
３
６
１
億
円
、
創
造
的
復
興
に

２
２
４
億
円
、
さ
ら
に
は
「
心
の
復
興
」
等
の
被
災
者

支
援
に
１
９
９
億
円
を
計
上
し
た
。

政
府
は
、
予
算
案
を
通
常
国
会
に
提
出
、
早
期
成
立

を
め
ざ
す
。

政
府
は
令
和
６
年
12
月
27
日
、
令
和
７
年
度
予
算
案
を
閣
議
決
定
し
た
。
一
般
会
計
の
総
額
は
、

社
会
保
障
関
係
費
や
防
衛
費
の
増
加
に
よ
り
、
前
年
度
比
２
・
６
％
増
の
１
１
５
兆
５
、４
１
５
億
円

と
３
年
連
続
で
１
１
０
兆
円
を
超
え
過
去
最
高
を
更
新
し
た
。

歳
入
で
は
、
税
収
が
法
人
税
や
消
費
税
等
が
好
調
な
こ
と
か
ら
、
12
・
７
％
増
の
78
兆
４
、４
０
０
億

円
と
過
去
最
高
額
を
計
上
し
た
。
新
規
国
債
発
行
額
は
17
年
ぶ
り
に
30
兆
円
を
下
回
る
水
準
に
抑

え
た
。

歳
出
で
は
、
社
会
保
障
関
係
費
、
防
衛
費
に
加
え
、
こ
ど
も
政
策
、
デ
ジ
タ
ル
・
Ｇ
Ｘ
、
防
災
・

減
災
対
策
等
へ
の
充
実
に
向
け
た
施
策
に
重
点
配
分
し
た
。

地
方
財
政
へ
の
対
応
等
関
係
予
算
・
政
策
の
概
要

地
方
財
政
へ
の
対
応
等
関
係
予
算
・
政
策
の
概
要

◆ 

令
和
7
年
度
関
係
省
庁
予
算
特
集
号 

◆ 
2025年（令和 7年） 2月 3日　2第3308号
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令和７年度一般会計歳入歳出概算
（単位：億円）

区　　　　分 前年度予算額
（当初）（A）

令和７年度
概算額（B）

比較増△減額
（B－A） 増減率

％
歳　　　入
１．租 税 及 印 紙 収 入 696,080 784,400 88,320 12.7
２．そ の 他 収 入 75,147 84,525 9,378 12.5
３．公 債 金 354,490 286,490 △68,000 △19.2
　　⑴ 公 　 債 　 金 65,790 67,910 2,120 3.2
　　⑵ 特 例 公 債 金 288,700 218,580 △70,120 △24.3

合　　　　計 1,125,717 1,155,415 29,698 2.6

歳　　　出
１．一 般 歳 出 677,764 682,452 4,689 0.7
２．地方交付税交付金等 177,863 190,784 12,921 7.3
３．国 債 費 270,090 282,179 12,089 4.5

合　　　　計 1,125,717 1,155,415 29,698 2.6
（注１）計数整理の結果、異同を生ずることがある。
（注２）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

令和７年度一般会計歳出概算主要経費別内訳
（単位：億円）

事　　　　項 前年度予算額
（当初）（A）

令和７年度
概算額（B）

比較増△減額
（B－A） 増減率

％
社 会 保 障 関 係 費 377,193 382,778 5,585 1.5
文 教 及 び 科 学 振 興 費 54,716 55,496 780 1.4
　うち科学技術振興費 （14,092） （14,221） （129） （0.9）
国 債 費 270,090 282,179 12,089 4.5
恩 給 関 係 費 771 623 △ 149 △ 19.3
地 方 交 付 税 交 付 金 等 177,863 190,784 12,921 7.3
防 衛 関 係 費 79,172 86,691 7,519 9.5
公 共 事 業 関 係 費 60,828 60,858 30 0.0
経 済 協 力 費 5,041 5,050 9 0.2
中 小 企 業 対 策 費 1,693 1,695 1 0.1
エ ネ ル ギ ー 対 策 費 8,329 8,111 △ 218 △ 2.6
食 料 安 定 供 給 関 係 費 12,618 12,609 △ 9 △ 0.1
そ の 他 の 事 項 経 費 57,403 58,543 1,140 2.0
原油価格 ・ 物価高騰対策及び
賃上げ促進環境整備対応予備費 10,000 － △ 10,000 －

予 備 費 10,000 10,000 － －
合　　　　計 1,125,717 1,155,415 29,698 2.6

（注）前年度予算額は、７年度概算額との比較対照のため、組替えをしてある。　
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令和７年度東日本大震災復興特別会計予算概算決定総括表
（単位：億円）

区　　　　　　分 令和６年度
当初予算額

令和７年度
概算決定額

復　　　　興　　　　庁（１～７の合計） 4,707 4,864
１．被災者支援 218 199
　　　・被災者支援総合交付金 93 77
　　　・被災した児童生徒等への就学等支援 20 16
　　　・緊急スクールカウンセラー等活用事業 15 14
　　　・仮設住宅等 5 4
　　　・被災者生活再建支援金補助金 12 7
　　　・地域医療再生基金 21 35
　　　・その他 52 45
２．住宅再建・復興まちづくり 530 675
　　　・家賃低廉化・特別家賃低減事業 216 230
　　　・社会資本整備総合交付金 162 260
　　　・国営追悼・祈念施設整備事業 11 41
　　　・森林整備事業 40 39
　　　・災害復旧事業 84 96
　　　・その他 17 10
３．産業・生業（なりわい）の再生 331 361
　　　・災害関連融資 13 11
　　　・中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 9 11
　　　・水産業復興販売加速化支援事業 41 41
　　　・漁業 ・ 養殖業復興支援事業 - 44
　　　・福島県農林水産業復興創生事業 40 37
　　　・福島県営農再開支援事業 21 20
　　　・原子力災害による被災事業者の自立等支援事業 19 24
　　　・自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金 122 110
　　　・福島県における観光関連復興支援事業 5 5
　　　・ブルーツーリズム推進支援事業 3 3
　　　・その他 59 56
４．原子力災害からの復興・再生 3,338 3,355
　　　・福島再生加速化交付金※１ 601 599
　　　・福島生活環境整備・帰還再生加速事業 53 52
　　　・特定復興再生拠点整備事業 370 199
　　　・特定帰還居住区域整備事業 450 620
　　　・放射性物質対処型森林・林業再生総合対策事業 37 37
　　　・中間貯蔵関連事業 1,008 1,045
　　　・放射性物質汚染廃棄物処理事業等 407 413
　　　・除去土壌等適正管理・原状回復等事業 150 159
　　　・風評払拭・リスクコミュニケーション強化対策 20 20
　　　・その他 252 220
５．創造的復興 239 224
　　　・福島国際研究教育機構関連事業※２ 154 164
　　　・福島イノベーション・コースト構想関連事業 54 54

　　　・移住等の促進 福島再生加速化
交付金の内数

福島再生加速化
交付金の内数

　　　・福島県高付加価値産地展開支援事業 27 3
　　　・「新しい東北」普及展開等推進事業 3 2
　　　・「大阪・関西万博」関連事業※３ 4 3
６．東日本大震災の教訓継承事業 1 0
７．復興庁一般行政経費等 48 49
８．震災復興特別交付税 570 659
９．復興加速化・福島再生予備費 800 800
10．国債整理基金特会への繰入等 254 270

復　興　特　別　会　計　全　体 6,331 6,592
（注） 計数整理の結果、異同を生じることがある。また、金額は単位未満四捨五入によるため合計が一致しないものがある。
※１ 他事業との重複あり。
※２ 別途、共管省の一般会計予算にも運営費を計上（２億円）、全体で 165 億円（R7 年度）。
※３ ４．に含まれる「地域の魅力等発信基盤整備事業」の内数も含む。
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【
令
和
７
年
度
地
方
財
政
対
策
の
概
要
】

令
和
７
年
度
地
方
財
政
対
策
に
つ
い

て
、
一
般
財
源
総
額
は
交
付
団
体
ベ
ー
ス

で
、
63
兆
7
、
７
1
4
億
円
（
対
前
年
度

比
1
兆
5
3
5
億
円
、
1
・
７
%
増
）
が

確
保
さ
れ
た
。
歳
入
の
う
ち
、
地
方
税
は

45
兆
4
、
4
9
3
億
円
（
同
2
兆
7
、

1
6
4
億
円
、
6
・
4
%
増
）、
地
方
譲

与
税
は
2
兆
9
、
6
6
1
億
円
（
同
2
、

3
6
8
億
円
、
8
・
７
%
増
）
と
な
っ
た
。

地
方
交
付
税
の
総
額
は
、
18
兆
9
、

5
７
4
億
円
（
同
2
、
9
0
4
億
円
、

1
・
6
%
増
）
と
な
り
、
そ
の
内
訳
は
、

一
般
会
計
分
と
し
て
、
①
地
方
交
付
税
の

法
定
率
分
等
19
兆
5
、
2
2
2
億
円
、
②

一
般
会
計
に
お
け
る
加
算
措
置
（
既
往
法

定
分
）
9
2
9
億
円
、
③
国
税
減
額
補
正

精
算
等
▲
7
、
3
0
3
億
円
、
特
別
会
計

分
と
し
て
、
①
地
方
法
人
税
の
法
定
率
分

2
兆
1
、
７
７
3
億
円
、
②
交
付
税
特
別

会
計
借
入
金
償
還
▲
2
兆
8
、
0
0
0
億

円
、
③
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
支
払
利

子
▲
2
、
2
７
0
億
円
、
④
交
付
税
特
別

会
計
剰
余
金
の
活
用
4
0
0
億
円
、
⑤
地

方
公
共
団
体
金
融
機
構
の
公
庫
債
権
金
利

変
動
準
備
金
の
活
用
2
、
0
0
0
億
円
、

⑥
令
和
6
年
度
か
ら
の
繰
越
金
6
、

8
2
2
億
円
、
⑦
返
還
金
2
億
円

－

と

な
っ
て
い
る
。

臨
時
財
政
対
策
債
は
、制
度
創
設
以
来
、

初
め
て
新
規
発
行
額
ゼ
ロ
と
な
っ
た
（
同

▲
4
、
5
4
4
億
円
、
皆
減
）。

い
わ
ゆ
る
「
1
0
3
万
円
の
壁
」
に
係

る
令
和
７
年
度
の
地
方
交
付
税
の
減
収
影

響
（
2
、
0
0
0
億
円
）
を
含
め
て
も
、

上
記
の
と
お
り
地
方
財
源
が
確
保
さ
れ
た

と
こ
ろ
。

担
い
手
不
足
が
急
速
に
深
刻
化
す
る

中
、
自
治
体
Ｄ
Ｘ
・
地
域
社
会
Ｄ
Ｘ
の
取

組
を
加
速
す
る
た
め
、
新
た
に
「
デ
ジ
タ

ル
活
用
推
進
事
業
費
（
仮
称
）」（
1
、

0
0
0
億
円
）
を
創
設
、
情
報
シ
ス
テ
ム

や
情
報
通
信
機
器
等
の
整
備
に
活
用
で
き

る
デ
ジ
タ
ル
活
用
推
進
事
業
債
（
仮
称
）

の
発
行
を
可
能
と
す
る
。
ま
た
、
都
道
府

県
が
市
町
村
と
連
携
し
て
地
域
Ｄ
Ｘ
推
進

体
制
を
構
築
し
、
市
町
村
の
求
め
る
人
材

プ
ー
ル
機
能
を
確
保
で
き
る
よ
う
、
地
方

交
付
税
措
置
が
拡
充
さ
れ
た
。

地
方
独
自
の
防
災
・
減
災
対
策
と
し
て
、

「
緊
急
浚
渫
推
進
事
業
費
」
に
つ
い
て
、

対
象
事
業
を
拡
充
し
た
上
で
事
業
期
間
が

延
長
さ
れ
る
と
と
も
に
、「
緊
急
防
災
・

減
災
事
業
費
」
及
び
「
緊
急
自
然
災
害
防

止
対
策
事
業
費
」
に
つ
い
て
も
、
対
象
が

拡
充
さ
れ
た
。
ま
た
、
令
和
6
年
能
登
半

島
地
震
の
教
訓
を
踏
ま
え
、
地
方
団
体
の

水
道
事
業
等
の
防
災
対
策
を
強
化
す
る
た

め
、
地
方
財
政
措
置
が
拡
充
さ
れ
た
。

令
和
6
年
人
事
委
員
会
勧
告
に
伴
う
給

与
改
定
に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
、
所
要

額
が
計
上
さ
れ
、
7
、
７
0
0
億
円
程
度

が
確
保
さ
れ
る
と
と
も
に
、
令
和
7
年
度

の
給
与
改
定
に
備
え
、一
般
行
政
経
費（
単

独
）
に
「
給
与
改
善
費
（
仮
称
）」（
2
、

0
0
0
億
円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

物
価
高
へ
の
対
応
と
し
て
、
自
治
体
施

設
の
光
熱
費
や
、
サ
ー
ビ
ス
・
施
設
管
理

等
の
委
託
料
の
増
加
を
踏
ま
え
、
一
般
行

政
経
費
（
単
独
）
に
1
、
0
0
0
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。

こ
ど
も
・
子
育
て
政
策
の
強
化
に
係
る

地
方
財
源
の
確
保
と
し
て
、「
こ
ど
も
未

来
戦
略
」
に
掲
げ
る
「
こ
ど
も
・
子
育
て

支
援
加
速
化
プ
ラ
ン
」
に
お
け
る
令
和
7

年
度
の
地
方
負
担
の
増
（
2
、
4
1
0
億

円
程
度
）
に
つ
い
て
、
全
額
地
方
財
政
計

画
の
歳
出
に
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
新
し
い
地
方
経
済
・
生
活
環
境

創
生
事
業
費
（
仮
称
）・
地
域
社
会
再
生

事
業
費
と
し
て
、
地
方
団
体
が
、
自
主
性
・

主
体
性
を
最
大
限
発
揮
し
て
地
方
創
生
に

取
り
組
み
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
き
め

細
か
な
施
策
を
可
能
に
す
る
観
点
か
ら
、

「
地
方
創
生
推
進
費
」
が
引
き
続
き
1
兆

円
、
地
域
が
抱
え
る
課
題
の
デ
ジ
タ
ル
実

装
を
通
じ
た
解
決
に
取
り
組
む
た
め
、「
地

域
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進
費
」
が
2
、

0
0
0
億
円
、
地
域
社
会
の
維
持
・
再
生

に
向
け
た
幅
広
い
施
策
に
自
主
的
・
主
体

的
に
取
り
組
む
た
め
、「
地
域
社
会
再
生

事
業
費
」
が
引
き
続
き
4
、
2
0
0
億
円

計
上
さ
れ
た
。

【
令
和
７
年
度
地
方
債
計
画
】

令
和
７
年
度
地
方
債
計
画
に
つ
い
て

は
、
引
き
続
き
厳
し
い
地
方
財
政
の
状
況

の
下
で
、
地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る

た
め
の
措
置
を
講
じ
、
ま
た
、
地
方
公
共

団
体
が
緊
急
に
実
施
す
る
防
災
・
減
災
対

策
、
公
共
施
設
等
の
適
正
管
理
、
地
域
の

脱
炭
素
化
、
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援
、
デ

ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
、
地
域
の
活
性
化
へ

の
取
組
等
を
着
実
に
推
進
で
き
る
よ
う
、

所
要
の
地
方
債
資
金
の
確
保
を
図
る
こ
と

等
と
し
て
策
定
さ
れ
た
。

総
額
は
9
兆
8
8
5
億
円
と
な
り
、
対

説説解解
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前
年
度
比
1
、
2
9
9
億
円
、
1
・
4
%

減
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、
普
通
会

計
分
は
5
兆
9
、
6
0
2
億
円
（
同
3
、

5
0
1
億
円
、
5
・
5
%
減
）、
公
営
企

業
会
計
等
分
は
3
兆
1
、2
8
3
億
円（
同

2
、
2
0
2
億
円
、
7
・
6
%
増
）
と
な
っ

て
い
る
。

地
方
公
共
団
体
が
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
を

活
用
し
た
行
政
運
営
の
効
率
化
・
地
域
の

課
題
解
決
等
を
加
速
す
る
た
め
の
情
報
シ

ス
テ
ム
や
情
報
通
信
機
器
等
の
整
備
に
取

り
組
ん
で
い
け
る
よ
う
、
デ
ジ
タ
ル
活
用

推
進
事
業
を
創
設
、
9
0
0
億
円
が
計
上

さ
れ
た
。

ま
た
、
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
防
災
・
減

災
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
け
る
よ
う
、
緊

急
防
災
・
減
災
事
業
に
お
い
て
、
対
象
事

業
を
拡
充
（
緊
急
消
防
援
助
隊
の
無
人
走

行
放
水
ロ
ボ
ッ
ト
の
整
備
等
）
し
た
上
で

5
、
0
0
0
億
円
、
緊
急
自
然
災
害
防
止

対
策
事
業
と
し
て
4
、
0
0
0
億
円
、
緊

急
浚
渫
推
進
事
業
に
つ
い
て
は
、
対
象
事

業
を
拡
充
（
農
業
用
排
水
路
）
し
た
上
で
、

事
業
期
間
を
令
和
11
年
度
ま
で
延
長
す
る

こ
と
と
し
、
1
、
1
0
0
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。

公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業
に
つ

い
て
は
4
、
5
0
0
億
円
、
脱
炭
素
化
推

進
事
業
に
つ
い
て
は
9
0
0
億
円
が
計
上

さ
れ
た
。

さ
ら
に
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
こ

ど
も
・
子
育
て
支
援
機
能
強
化
の
た
め
の

施
設
整
備
・
改
修
、
施
設
の
環
境
改
善
を

速
や
か
に
実
施
で
き
る
よ
う
、
こ
ど
も
・

子
育
て
支
援
事
業
と
し
て
4
5
0
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。

加
え
て
、
人
口
減
少
や
施
設
の
老
朽
化

を
踏
ま
え
た
公
共
施
設
の
適
正
管
理
等
を

推
進
し
つ
つ
、
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展

に
資
す
る
事
業
を
計
画
的
に
実
施
で
き
る

よ
う
、
過
疎
対
策
事
業
と
し
て
5
、

9
0
0
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

な
お
、
公
的
資
金
に
つ
い
て
は
、
前
年

度
と
同
程
度
の
割
合
（
全
体
の
42
・

6
%
）
が
確
保
さ
れ
た
。

【
令
和
７
年
度
地
方
税
制
改
正
】

令
和
7
年
度
税
制
改
正
に
お
け
る
地
方

税
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
主
に

次
の
よ
う
な
措
置
を
実
施
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
。

い
わ
ゆ
る
「
1
0
3
万
円
の
壁
」
の
見

直
し
の
一
環
で
大
幅
な
減
収
が
心
配
さ
れ

た
個
人
住
民
税
に
つ
い
て
は
、「
地
域
社

会
の
会
費
」
的
な
性
格
を
踏
ま
え
、
所
得

税
の
諸
控
除
の
見
直
し
の
ほ
か
、
地
方
税

財
源
へ
の
影
響
や
税
務
手
続
の
簡
素
化
の

観
点
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
、
次
の
措
置

を
講
じ
る
こ
と
と
さ
れ
た
（
令
和
７
年
分

所
得
に
係
る
令
和
8
年
度
分
の
個
人
住
民

税
か
ら
適
用
）。

・�

給
与
所
得
控
除
の
最
低
保
障
額
を
65
万

円
（
現
行
55
万
円
）
に
引
上
げ

・�

特
定
扶
養
控
除
に
関
し
て
、
控
除
対
象

と
な
る
大
学
生
年
代
の
子
等
の
所
得
要

件
を
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
一
定
の
所

得
を
超
え
た
場
合
で
も
親
等
が
受
け
ら

れ
る
控
除
の
額
が
段
階
的
に
逓
減
す
る

仕
組
み
を
導
入
（
控
除
額
：
最
高
45
万

円
）

・�

扶
養
親
族
及
び
同
一
生
計
配
偶
者
の
合

計
所
得
金
額
に
係
る
要
件
に
つ
い
て
、

58
万
円
（
現
行
48
万
円
）
に
引
上
げ

令
和
6
年
度
で
終
期
を
迎
え
る
た
め
本

会
が
延
長
を
求
め
て
い
た
地
方
創
生
応
援

税
制
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
）
に
つ
い

て
は
、
適
用
期
間
を
3
年
延
長
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
。

自
動
車
関
係
諸
税
に
つ
い
て
は
、公
平
・

中
立
・
簡
素
な
課
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、

中
長
期
的
な
視
点
か
ら
、
車
体
課
税
・
燃

料
課
税
を
含
め
総
合
的
に
検
討
し
、
見
直

し
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
た
。

高
校
生
年
代
の
扶
養
控
除
及
び
ひ
と
り

親
控
除
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
児
童
手

当
を
は
じ
め
と
す
る
子
育
て
関
連
施
策
と

の
関
係
、
所
得
税
の
所
得
再
分
配
機
能
等

の
観
点
や
令
和
6
年
度
税
制
改
正
大
綱
で

示
し
た
考
え
方
を
踏
ま
え
つ
つ
、
令
和
8

年
度
以
降
の
税
制
改
正
に
お
い
て
、
各
種

控
除
の
あ
り
方
の
一
環
と
し
て
検
討
し
、

結
論
を
得
る
こ
と
と
さ
れ
た
。�

【
地
方
自
治
関
係
予
算
】

〇�

能
登
半
島
地
震
の
教
訓
を
踏
ま
え
た
国

民
・
住
民
の
安
全
・
安
心
の
確
保

通
信
・
放
送
イ
ン
フ
ラ
の
強
靱
化
と
し

て
5
4
8
・
0
億
円
が
計
上
さ
れ
、
内
訳

は
、
①
地
上
波
・
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
の
耐
災
害
性
強
化
19
・
0
億
円
、

②
地
上
基
幹
放
送
の
小
規
模
中
継
局
等
の

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
代
替
等
の
支
援
10
・
0

億
円
、
③
情
報
通
信
イ
ン
フ
ラ
整
備
加
速

化
パ
ッ
ケ
ー
ジ
39
・
9
億
円
、④
L
ア
ラ
ー

ト
に
よ
る
災
害
情
報
・
デ
ー
タ
の
確
実
な

伝
達
の
推
進
1
・
2
億
円

－

等
と
な
っ
て

い
る
。

ま
た
、
消
防
防
災
力
・
地
域
防
災
力
の

強
化
と
し
て
98
・
2
億
円
が
計
上
さ
れ
、

内
訳
は
、
①
能
登
半
島
地
震
を
踏
ま
え
た

消
防
防
災
体
制
の
強
化
53
・
7
億
円
、
②

消
防
団
や
自
主
防
災
組
織
等
の
充
実
強
化

7
・
8
億
円
、
③
常
備
消
防
等
の
充
実
強

化
15
・
4
億
円
、
④
自
治
体
の
災
害
対
応

能
力
・
国
民
保
護
体
制
の
強
化
4
・
8
億

円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

〇
地
域
経
済
・
社
会
の
活
性
化

地
域
D
X
の
推
進
と
し
て
2
0
8
・
6

億
円
が
計
上
さ
れ
、
内
訳
は
、
①
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
の
利
便
性
・
機
能
向
上
、
円
滑
な

取
得
・
更
新
環
境
整
備
2
0
3
・
5
億
円
、

②
自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
標
準
化
・
共
通

化
2
・
1
億
円
、
③
A
I
や
自
動
運
転
等

の
先
端
技
術
・
デ
ー
タ
等
を
用
い
た
地
域

社
会
D
X
推
進
パ
ッ
ケ
ー
ジ
2
・
3
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
地
域
活
性
化
・
地
域
で
活
躍
す

る
人
材
の
充
実
等
と
し
て
18
・
3
億
円
が

計
上
さ
れ
、
内
訳
は
、
①
地
域
お
こ
し
協

力
隊
等
の
充
実
2
・
6
億
円
、
②
ロ
ー
カ

ル
1
0
、
0
0
0
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
の
推

進
6
・
2
億
円
、
③
過
疎
対
策
の
推
進

8
・
0
億
円
、
④
関
係
人
口
等
の
創
出
・

拡
大
1
・
5
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
人
口
減
少
下
の
住
民
サ
ー
ビ

ス
の
確
保
と
し
て
10
・
1
億
円
が
計
上
さ

れ
、
内
訳
は
、
行
政
相
談
で
の
デ
ジ
タ
ル

活
用
や
自
治
体
連
携
等
に
よ
る
課
題
解
決

の
推
進
6
・
9
億
円
等
と
な
っ
て
い
る
。
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政　策

令和７年度地方財政対策の概要

１　通常収支分

⑴　地方財政計画の規模	 97兆　100億円程度	（⑥	93兆6,388億円、	 ＋３兆3,700億円程度、	＋　3.6%程度）
⑵　地方一般歳出	 81兆2,800億円程度	（⑥	78兆4,568億円、	 ＋２兆8,200億円程度、	＋　3.6%程度）
⑶　一般財源総額（交付団体ベース）	 63兆7,714億円	 （⑥	62兆7,180億円、	 ＋１兆　535億円、	 ＋　1.7%）
　　※不交付団体を含めた一般財源総額	 67兆5,414億円	 （⑥	65兆6,980億円、	 ＋１兆8,435億円、	 ＋　2.8%）
⑷　地方交付税の総額	 18兆9,574億円	 （⑥	18兆6,671億円、	 ＋　　2,904億円、	 ＋　1.6%）
⑸　地方税及び地方譲与税	 48兆4,154億円	 （⑥	45兆4,622億円、	 ＋２兆9,532億円、	 ＋　6.5%）
⑹　地方特例交付金等	 　　1,936億円	 （⑥　1兆1,320億円、	 △　　9,384億円、	 △	 82.9%）
⑺　臨時財政対策債	 　　　　　0円	 （⑥　 　4,544億円、	 △　　4,544億円、	 　　	皆減）
⑻　財源不足額	 １兆		 929億円	 （⑥　1兆8,132億円、	 △　　7,203億円、	 △	 39.7%）

Ⅰ　令和７年度の地方財政の姿

2　東日本大震災分

⑴　復旧・復興事業
①　震災復興特別交付税	 	 	 	871億円	 （⑥	　　		904億円、	 △　		33億円、	 △			3.7%）
②　規模	 	 2,700億円程度	（⑥	　　2,631億円、	 ＋　		70億円程度、	 ＋　2.6%程度）
⑵　全国防災事業

規模	 	 		218億円	 （⑥	　　		250億円、	 △　		32億円、	 △		12.8%）

○	社会保障関係費、人件費の増加や物価高が見込まれる中、地方団体が、様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に

提供できるよう、地方交付税等の一般財源総額について、令和６年度を上回る額を確保

○	地方財政の健全化に取り組み、臨時財政対策債については、平成13年度の制度創設以来、初めて発行額がゼロ

1　地方財源の確保

○一般財源（交付団体ベース）の総額	 63兆7,714億円	 （前年度比	＋１兆	 	535億円、	 ＋1.7%）

※　不交付団体を含めた一般財源総額	 67兆5,414億円	 （　 同 　 	＋１兆8,435億円、	 ＋2.8%）
　　〔一般財源比率（臨時財政対策債を除く一般財源総額が歳入総額に占める割合）	69.6％程度（⑥69.7%）〕

・ 地方税	 45兆4,493億円	 （前年度比	 ＋２兆7,164億円、	 ＋	 	6.4%）
・ 地方譲与税	 ２兆9,661億円	 （　		同	 ＋		　2,368億円、	 ＋	 	8.7%）
・ 地方交付税	 18兆9,574億円	 （　		同	 ＋		　2,904億円、	 ＋	 	1.6%）
・ 地方特例交付金等	 1,936億円	 （　		同	 △		　9,384億円、	 △	82.9%）
・ 臨時財政対策債	 ０円	 （　		同	 △		　4,544億円、	 　　皆減）

○	地方債	 ５兆9,602億円	 （前年度比	 △					3,501億円、	 △		5.5%）

・ 臨時財政対策債	 ０円	 （前年度比	△    4,544億円、	 　　皆減）
・ 臨時財政対策債以外	 5兆9,602億円	 （   同	 ＋	　	1,043億円、	 ＋	 	1.8%）
　　　通常債	 5兆2,002億円	 （   同	 ＋	　	1,043億円、	 ＋	 	2.0%）
　　　財源対策債	 7,600億円	 （   同	   　　	 ０億円、	     0.0%）

Ⅱ　通常収支分
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政　策

○	地方交付税（出口ベース）	 18兆9,574億円 （前年度比＋2,904億円、 ＋1.6%）

2　地方交付税の確保

【一般会計】	 18兆8,848億円（ａ）
⑴	地方交付税の法定率分	（所得税・法人税・酒税・消費税の法定率分）	 19兆5,222億円
⑵	一般会計における加算措置（既往法定分）	 929億円
⑶	国税減額補正精算等	 △7,303億円

【特別会計】	 727億円（ｂ）
⑴	地方法人税の法定率分		 ２兆1,773億円
⑵	交付税特別会計借入金償還	 △２兆8,000億円
　	　うち令和６年度までの繰延べ分の償還	 △２兆2,000億円
⑶	交付税特別会計借入金支払利子	 △2,270億円
⑷	交付税特別会計剰余金の活用	 400億円
⑸	地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用	 2,000億円
⑹	令和６年度からの繰越金	 6,822億円
⑺	返還金	 ２億円

【地方交付税】（ａ）＋（ｂ）	 18兆9,574億円

（参考）地方交付税の推移（兆円）
㉘ ㉙ ㉚ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

地方交付税 16.7 16.3 16.0 16.2 16.6 17.4 18.1 18.4 18.7 19.0

○	令和７年度における財源不足額	 １兆929億円（前年度比△7,203億円、△39.7%）

①	財源対策債の発行	 7,600億円
②	地方交付税の増額による補塡	 3,329億円
　・一般会計における加算措置（既往法定分）	 929億円
　・交付税特別会計剰余金の活用	 400億円
　・地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用	 2,000億円

3　地方財政の健全化

4　財源不足の補塡

（参考）臨時財政対策債の推移（兆円）
㉘ ㉙ ㉚ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

臨時財政対策債 3.8 4.0 4.0 3.3 3.1 5.5 1.8 1.0 0.5 0.0

○	　令和７年度においては、以下のとおり財源不足額を補塡

・財源不足の縮小	 ⑥	１兆8,132億円	 →　⑦	１兆　929億円	 （△　　7,203億円）

・臨時財政対策債	 ⑥	　　4,544億円	 →　⑦	　　　　０円	 （△　　4,544億円）

　　年度末残高見込み	 ⑥	45兆8,092億円	 →　⑦	42兆3,163億円	 （△３兆4,929億円）

・交付税特別会計借入金償還	 ⑥　　	5,000億円	 →　⑦	２兆8,000億円	 （＋２兆3,000億円）

※うち令和６年度までの繰延べ分の償還２兆2,000億円

　　年度末残高見込み	 ⑥	28兆1,123億円	 →　⑦	25兆3,123億円	 （△２兆8,000億円）

2025年（令和 7年） 2月 3日　8第3308号
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5　行政の効率化・地域の課題解決等のためのデジタル投資の推進等

○	担い手不足が急速に深刻化する中、自治体DX・地域社会DXの取組を加速するため、「デジタル活用推進事業費（仮称）」を
創設。地方財政法の特例を設け、情報システムや情報通信機器等の整備に活用できるデジタル活用推進事業債（仮称）の
発行を可能とする
○	都道府県が市町村と連携して地域DX推進体制を構築し、市町村の求める人材プール機能を確保できるよう、地方交付税措
置を拡充

6　人口減少を踏まえた、公共施設の集約化・複合化の推進

○	地方団体が、公共施設等総合管理計画等に基づいて実施する公共施設の集約化・複合化等に伴う施設の除却事業を、公共
施設等適正管理推進事業債（集約化・複合化事業）の対象に追加
○	特に取組が十分には進んでいない複数団体による広域的な公共施設の集約化・複合化を円滑に進めるため、特別交付税措
置を創設

7　安全・安心なくらしを実現するための地方独自の防災・減災対策

○	「緊急浚渫推進事業費」について、事業を拡充した上で、事業期間を延長（地方財政法を改正）
○	「緊急防災・減災事業費」について、消防・防災力の一層の強化を図るため、対象事業を拡充
○	「緊急自然災害防止対策事業費」について、積雪寒冷特別地域の道路における凍上災害の予防・拡大防止対策を対象に追加
○	令和６年能登半島地震の教訓を踏まえ、地方団体の水道事業等の防災対策を強化するため、地方財政措置を拡充

8　持続可能な地域社会の実現に向けた地方創生の取組

○	地方への人の流れの創出・拡大を加速するため、二地域居住・関係人口、大学等と連携した地域課題解決に係る特別交付
税措置を創設するとともに、「地域活性化起業人」「地域おこし協力隊」に係る特別交付税措置を拡充
○	行政サービス等の持続性を確保するため、過疎地に所在する郵便局に窓口事務を委託する市町村について、当該郵便局等
に対して行政サービス、住民生活支援サービスを委託する際の初期経費に係る特別交付税措置を創設
○	地域のニーズや時代の変化に対応した高校教育を推進するため、公立高校と産業界等が連携した人材育成の取組に対して
特別交付税措置を創設

9　地方公務員の給与改定等に要する地方財源の確保

○	令和６年人事委員会勧告に伴う給与改定に要する経費について、所要額を計上
・給与改定に要する経費（地方負担分）	 7,700億円程度
　うち会計年度任用職員分	 1,450億円程度
○	教職調整額の率の引上げに伴う令和7年度の地方負担（113億円）について、全額地方財政計画の歳出に所要額を計上し、
必要な財源を確保
○令和7年度の給与改定に備え、一般行政経費（単独）に「給与改善費（仮称）」（2,000億円）を計上

10　物価高への対応

○	自治体施設の光熱費や、サービス・施設管理等の委託料の増加を踏まえ、一般行政経費（単独）に1,000億円（前年度比＋
300億円）を計上
○	資材価格等の高騰による建設事業費の上昇を踏まえ、公立病院の新設・建替等事業（病院事業債）と津波浸水想定区域か
らの庁舎移転事業（緊急防災・減災事業債）における建築単価の上限を引上げ
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政　策

12　社会保障の充実及び人づくり革命等

○	社会保障・税一体改革による社会保障の充実分及び人づくり革命等に係る経費について所要額を計上

　	 ※下記金額は、国・地方所要額の合計
　・社会保障の充実分の事業費	 ２兆7,986億円（⑥２兆7,987億円）
　・社会保障	4	経費に係る公経済負担増分の事業費	 　　6,297億円（⑥	　		6,297億円）
　・人づくり革命に係る事業費	 1兆6,983億円（⑥1兆6,491億円）

13　公立病院の経営改善の取組の推進

○	計画的に経営改善に取り組む公立病院の資金繰りを支援するため病院事業債（経営改善推進事業）を創設

○	経営マネジメント力の向上を図るため、総務省と厚生労働省の共同事業として「医療経営人材養成研修」を創設

○	不採算地域やへき地における医療提供体制を確保するため、不採算地区病院等への特別交付税措置の基準額引上げを継続

するとともに、へき地医療を担う公的病院等に対する地方団体の助成経費に係る特別交付税措置を拡充

14　新しい地方経済・生活環境創生事業費（仮称）・地域社会再生事業費

○		地方団体が、自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取り組み、地域の実情に応じたきめ細かな施策を可能にする観

点から、「地方創生推進費」について、引き続き1兆円を計上

○	地方団体が、地域が抱える課題のデジタル実装を通じた解決に取り組むため、「地域デジタル社会推進費」について、2,000

億円を計上（マイナンバーカード利活用特別分500億円は終了）

○	地方団体が、地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体的に取り組むため、「地域社会再生事業費」について、

引き続き4,200億円を計上

15　経営・財務マネジメント強化事業の拡充

○	「地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業」（総務省と地方公共団体金融機構の共同事業）において、対象事業を

拡充し、新たに、地方公共団体間の広域連携（公共施設の集約化等、専門人材の確保、事務の共同実施）の取組を支援す

るための専門アドバイザーを派遣

16　公営競技納付金制度の延長

○	公営競技施行者に偏在する収益金の全国的な均てん化のための公営競技納付金制度について、令和７年度で現行制度の期

限が到来することから、現行制度と同内容で令和12年度まで延長（地方財政法を改正）

※公営競技納付金制度：	公営競技施行者で一定の黒字団体が、収益金の一部を地方公共団体金融機構に納付し、機構が地方
団体に対する貸付金の利下げに利用

11　こども・子育て政策の強化に係る地方財源の確保

○	「こども未来戦略」に掲げる「こども・子育て支援加速化プラン」における令和７年度の地方負担の増（2,410億円程度）に

ついて、全額地方財政計画の歳出に計上し、必要な財源を確保
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○　震災復興特別交付税の確保

○復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確実に確保

・震災復興特別交付税	 871億円（前年度比△33億円、△	3.7%）
・震災復興特別交付税により措置する財政需要
　①直轄・補助事業の地方負担分	 579億円（前年度比＋45億円、＋	8.4%）
　②地方単独事業分（中長期職員派遣、職員採用、単独災害復旧事業等）	 117億円（前年度比△5億円、△	4.1%）
　③地方税等の減収分	 175億円（前年度比△73億円、△29.4%）
※	令和７年度の所要額は、871億円であるが、予算額は年度調整分187億円を除いた684億円（令和６年度予算額：611億円）となる。
※震災復興特別交付税の平成23 ～令和７年度分の予算額の累計額（不用額を除く）は5兆8,295億円

Ⅲ　東日本大震災分
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区　　　　　　　分 令和７年度（見込） 令和６年度

歳 入 合 計 ① 970,100程度 936,388

地 方 税 ② 454,493 427,329

地 方 譲 与 税 ③ 29,661 27,293

地 方 特 例 交 付 金 等 ④ 1,936 11,320

地 方 交 付 税 ⑤ 189,574 186,671

地 方 債 ⑥ 59,602 63,103

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ⑦ 0 4,544

復 旧・復 興 事 業 一 般 財 源 充 当 分 ⑧ △	33 △	8

全 国 防 災 事 業 一 般 財 源 充 当 分 ⑨ △	217 △	169

主
な
地
方
財
政
関
係
指
標

一般財源総額　②＋③＋④＋⑤＋⑦＋⑧＋⑨ 675,414 656,980

一般財源比率　　②＋③＋④＋⑤＋⑧＋⑨
　　　　　　　　　　　　　① 69.6%程度 69.7%

地方債依存度　　　　　　　⑥　
　　　　　　　　　　　　　① 6.1%程度 6.7%

（単位：億円）

主な地方財政指標積算基礎（通常収支分）

（参考）
〇  地方の借入金残高（東日本大震災分を含む）  171 兆円程度 （令和7年度末見込） 
 ※ 178 兆円程度 （令和6年度末見込）
〇  交付税特別会計借入金残高  25.3兆円 （令和7年度末見込） 
 ※ 28.1兆円 （令和6年度末見込）

お電話の際には、車検証をお手元にご用意ください

●「車両共済（保険)制度」は、全国町村職員生活協同組合と損害保険ジャパン株式会社とが集団扱契約を締結し、実施しているものです。
●集団扱としてご契約いただけるのは、保険契約者および被保険者が損保ジャパンの定める条件を満たす場合のみとなります。
　このご案内は概要を説明したものです。詳細については、取扱代理店（千里）までお問い合わせください。

●お見積りのご請求・お申込み・お問い合わせなどは、下記までご連絡ください●

〈車両保険引受保険会社〉損害保険ジャパン株式会社

03-3519-73250120-731-087
（受付時間：祝日、年末年始を除く月～金　午前９時30分～午後５時）

FAXTEL

株式会社　千 里（取扱代理店）
〒100-0014  東京都千代田区永田町1-11-32  全国町村会館西館内
●ホームページアドレス　https://www.chisato-ag.co.jp/

車両共済（保険）のご案内車両共済（保険）のご案内
この車両共済（保険）は、町村生協の自動車共済で補償する対人賠償、対物賠償、限定
搭乗者傷害等に加え「ご自身のおクルマの補償（車両保険）」を追加する制度です。
お車が衝突した場合や台風 ・ いたずら ・ 盗難など偶然な事故で損害を被ったときに、
共済（保険）金をお支払いします。

SJ23-05507（2023.8.1作成）
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１．令和７年度地方財政収支見通しの概要（通常収支分）

項　　　　　　　　　目 令和７年度（見込） 令和６年度 増減率（見込）

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
入

地 方 税 454,493億円 427,329億円 6.4％

地 方 譲 与 税 29,661億円 27,293億円 8.7％

地 方 特 例 交 付 金 等 1,936億円 11,320億円 △	82.9％

地 方 交 付 税 189,574億円 186,671億円 1.6％

地 方 債 59,602億円 63,103億円 △	5.5％

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 0億円 4,544億円 皆減

復 旧・復 興 事 業 一 般 財 源 充 当 分 △	33億円 △	8億円 312.5％

全 国 防 災 事 業 一 般 財 源 充 当 分 △	217億円 △	169億円 28.4％

歳 入 合 計 約　　970,100億円 936,388億円 約　　　　		3.6％

「 一 般 財 源 」 675,414億円 656,980億円 2.8％

（ 交 付 団 体 ベ ー ス ） 637,714億円 627,180億円 1.7％

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

給 与 関 係 経 費 約　　209,800億円 202,292億円 約　　　　		3.7％

退 職 手 当 以 外 約　　198,600億円 191,527億円 約　　　　		3.7％

退 職 手 当 約　　		11,200億円 10,765億円 約　　　　		4.0％

一 般 行 政 経 費 約　　456,000億円 436,893億円 約　　　　		4.4％

補 助 分 約　　265,800億円 251,417億円 約　　　　		5.7％

単 独 分 約　　158,900億円 153,861億円 約　　　　		3.3％

うちデジタル活用推進事業費（仮称） 1,000億円 －億円 皆増

国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費 約　　		15,000億円 14,915億円 約　　　　		0.6％

新しい地方経済・生活環境創生事業費（仮称） 12,000億円 12,500億円 △	4.0％

う ち 地 方 創 生 推 進 費 10,000億円 10,000億円 0.0％

う ち 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 2,000億円 2,500億円 △	20.0％

地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200億円 4,200億円 0.0％

公 債 費 約　　107,300億円 108,961億円 約	　	　		△	 1.5％

維 持 補 修 費 約　　		15,500億円 15,344億円 約　　　　		1.0％

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 1,100億円 1,100億円 0.0％

投 資 的 経 費 約　　121,100億円 119,896億円 約　　　　		1.0％

直 轄 ・ 補 助 分 約　　		57,500億円 56,259億円 約　　　　		2.2％

単 独 分 約　　		63,600億円 63,637億円 約　　　　		0.0％

う ち 緊 急 防 災・減 災 事 業 費 5,000億円 5,000億円 0.0％

うち公共施設等適正管理推進事業費 5,000億円 4,800億円 4.2％

う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000億円 4,000億円 0.0％

う ち 脱 炭 素 化 推 進 事 業 費 1,000億円 1,000億円 0.0％

公 営 企 業 繰 出 金 約　　		22,800億円 23,202億円 約	　	　		△	 1.7％

う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約　　		12,400億円 13,059億円 約	　	　		△	 5.0％

水 準 超 経 費 37,700億円 29,800億円 26.5％

歳 出 合 計 約　　970,100億円 936,388億円 約　　　　		3.6％

（ 交 付 団 体 ベ ー ス ） 約　　932,400億円 906,588億円 約　　　　		2.8％

地 方 一 般 歳 出 約　　812,800億円 784,568億円 約　　　　		3.6％

※１　�本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
※２　�新しい地方経済・生活環境創生事業費（仮称）の令和６年度の額は、令和６年度地方財政計画の歳出に計上された「デジタル

田園都市国家構想事業費」（12,500億円）の額である。
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

２．令和７年度地方財政収支見通しの概要（東日本大震災分）

（１）	復旧・復興事業

項　　　　　　　　　目 令和７年度（見込） 令和６年度 増減率（見込）

歳
　
入

震 災 復 興 特 別 交 付 税 871億円 904億円 △	3.7％
国 庫 支 出 金 約　　　1,700億円 1,655億円 約　　　　	2.7％
地 方 債 11億円 2億円 450.0％
一 般 財 源 充 当 分 33億円 8億円 312.5％

計 約　　　2,700億円 2,631億円 約　　　　	2.6％

歳
　
出

直 轄 ・ 補 助 事 業 費 約　　　2,300億円 2,198億円 約　　　　	4.6％
地 方 単 独 事 業 費 293億円 370億円 △	20.8％

う ち 地 方 税 等 の 減 収 分 見 合 い 歳 出 175億円 248億円 △	29.4％
計 約　　　2,700億円 2,631億円 約　　　　	2.6％

※本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

（２）	全国防災事業

項　　　　　　　　　目 令和７年度（見込） 令和６年度 増減率（見込）

歳
　
　
入

地 方 税 0億円 80億円 皆減
一 般 財 源 充 当 分 217億円 169億円 28.4％
雑 収 入 1億円 1億円 0.0％

計 218億円 250億円 △	12.8％

歳
出

公 債 費 218億円 250億円 △	12.8％
計 218億円 250億円 △	12.8％

※本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

（参考）地方財政収支見通しの概要（通常収支分と東日本大震災分の合計）

項　　　　　　　　　目 令和７年度（見込） 令和６年度 増減率（見込）

歳
　
　
　
　
　
　
　
入

地 方 税 454,493 億円 427,409 億円 6.3	％

地 方 譲 与 税 29,661 億円 27,293 億円 8.7	％

地 方 特 例 交 付 金 等 1,936 億円 11,320 億円 △ 82.9	％

地 方 交 付 税 190,445 億円 187,575 億円 1.5	％

震 災 復 興 特 別 交 付 税 以 外 189,574 億円 186,671 億円 1.6	％

震 災 復 興 特 別 交 付 税 871 億円 904 億円 △	 3.7	％

地 方 債 59,613 億円 63,105 億円 △ 5.5	％

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 0 億円 4,544 億円 皆減

歳 入 合 計 約 973,000 億円 939,269 億円 約 3.6	％

「 一 般 財 源 」 676,535 億円 658,141 億円 2.8	％

歳
　
　
　
　
　
　
　
出

通

常

収

支

分

給 与 関 係 経 費 約 209,800 億円 202,292 億円 約 3.7	％

退 職 手 当 以 外 約 198,600 億円 191,527 億円 約 　 3.7	％

退 職 手 当 約 11,200 億円 10,765 億円 約 4.0	％

一 般 行 政 経 費 約 456,000 億円 436,893 億円 約 4.4	％

補 助 分 約 265,800 億円 251,417 億円 約 5.7	％

単 独 分 約 158,900 億円 153,861 億円 約 3.3	％

うちデジタル活用推進事業費（仮称） 1,000 億円 － 億円 皆増

国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費 約 15,000 億円 14,915 億円 約 0.6	％

新しい地方経済・生活環境創生事業費（仮称） 12,000 億円 12,500 億円 △ 4.0	％

う ち 地 方 創 生 推 進 費 10,000 億円 10,000 億円 0.0	％

う ち 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 2,000 億円 2,500 億円 △ 20.0	％

地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200 億円 4,200 億円 0.0	％

公 債 費 約 107,300 億円 108,961 億円 約 △ 1.5	％

維 持 補 修 費 約 15,500 億円 15,344 億円 約 1.0	％

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 1,100 億円 1,100 億円 0.0	％

投 資 的 経 費 約 121,100 億円 119,896 億円 約 1.0	％

直 轄 ・ 補 助 分 約 57,500 億円 56,259 億円 約 2.2	％

単 独 分 約 63,600 億円 63,637 億円 約 0.0	％

う ち 緊 急 防 災・減 災 事 業 費 5,000 億円 5,000 億円 0.0	％

うち公共施設等適正管理推進事業費 5,000 億円 4,800 億円 4.2	％

う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000 億円 4,000 億円 0.0	％

う ち 脱 炭 素 化 推 進 事 業 費 1,000 億円 1,000 億円 0.0	％

公 営 企 業 繰 出 金 約 22,800 億円 23,202 億円 約 △ 1.7	％

う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約 12,400 億円 13,059 億円 約 △ 5.0	％

水 準 超 経 費 37,700 億円 29,800 億円 26.5	％
東
日
本

大
震
災
分

復 旧 ・ 復 興 事 業 費 約 2,700 億円 2,631 億円 約 2.6	％

全 国 防 災 事 業 費 218 億円 250 億円 △ 12.8	％

歳 出 合 計 約 973,000 億円 939,269 億円 約 3.6	％

地 方 一 般 歳 出 約 815,400 億円 787,137 億円 約 3.6	％

※１　本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
※２　�新しい地方経済・生活環境創生事業費（仮称）の令和６年度の額は、令和６年度地方財政計画の歳出に計上された「デジタル

田園都市国家構想事業費」（12,500億円）の額である。
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令和 ７年度地方債計画については、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不足に対処するための措置を講じ、
また、地方公共団体が緊急に実施する防災・減災対策、公共施設等の適正管理、地域の脱炭素化、こども・子育て支援、デジ
タル技術の活用、地域の活性化への取組等を着実に推進できるよう、所要の地方債資金の確保を図ることとするとともに、東
日本大震災に関連する事業を円滑に推進できるよう、所要額についてその全額を公的資金で確保を図ることとして、通常収支
分、東日本大震災分のそれぞれについて策定している。

1　通常収支分
⑴　概況
総額は 9兆８８５億円となり、前年度に比べて１, ２99億円、１. ４％の減となっている。
このうち、普通会計分は ５兆9, ６０２億円で、前年度に比べて３, ５０１億円、５. ５％の減、公営企業会計等分は ３兆１, ２８３億円で、

前年度に比べて２, ２０２億円、７. ６％の増となっている。
⑵　デジタル活用推進事業の創設
地方公共団体が、デジタル技術を活用した行政運営の効率化・地域の課題解決等を加速するための情報システムや情報通
信機器等の整備に取り組んでいけるよう、デジタル活用推進事業を創設（地方財政法を改正）することとし、9００億円を計
上している。
⑶　緊急防災・減災事業の推進
地方公共団体が、喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう、緊急防災・減災事業において、対象事業を

拡充（緊急消防援助隊の無人走行放水ロボットの整備等）することとし、５, ０００億円を計上している。
⑷　緊急自然災害防止対策事業の推進
地方公共団体が、緊急に自然災害を防止するための社会基盤の整備に取り組んでいけるよう、４, ０００億円を計上している。

⑸　緊急浚渫推進事業の推進
令和 ７年度以降も、地方公共団体が、引き続き緊急に河川等の浚渫を実施できるよう、緊急浚渫推進事業を令和１１年度ま
で延長（地方財政法を改正）するとともに、対象事業を拡充（農業用排水路）することとし、１, １００億円を計上している。

⑹　公共施設等の適正管理の推進
地方公共団体が、公共施設等の適正管理に積極的に取り組んでいけるよう、公共施設等適正管理推進事業において、集約
化・複合化に係る事業の対象を拡充（集約化・複合化等に伴う施設の除却）することとし、４, ５００億円（前年度に比べて１８０
億円、４. ２％の増）を計上している。

⑺　脱炭素化推進事業の推進
地方公共団体が、地域脱炭素の基盤となる重点対策を率先して実施できるよう、9００億円を計上している。

⑻　こども・子育て支援事業の推進
地方公共団体が、地域の実情に応じてこども・子育て支援機能強化のための施設整備・改修、施設の環境改善を速やかに
実施できるよう、４５０億円計上している。

⑼　過疎対策事業の推進
人口減少や施設の老朽化を踏まえた公共施設の適正管理等を推進しつつ、過疎地域の持続的発展に資する事業を計画的に
実施できるよう、５, 9００億円（前年度に比べて２００億円、３. ５％の増）を計上している。
⑽　地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進
地方公営企業による住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進するため、防災対策や脱炭素化の取組及び事
業の実施状況等を踏まえ、所要額を計上している。

⑾　地方債資金の確保
公的資金については、前年度と同程度の割合（全体の４２. ６％）を確保している。また、民間等資金については、その円滑
な調達を図るため、共同発行市場公募債としてグリーンボンドを発行するなど、市場公募地方債の発行を引き続き推進する
こととしている。

⑿　財政融資資金の償還期間の延長
過疎対策事業のうち公共施設マネジメント特別分に限り、固定金利方式（１２年以内（うち据置 ３年以内））による貸付の
償還期間を、以下のとおり延長することとしている。
①�　義務教育諸学校及び高等学校施設については、２５年以内（うち据置 ５年以内）。
②�　診療施設のうち病院、診療所及び職員宿舎、下水道施設、簡易水道施設及び簡易水道施設であった水道施設、一般廃
棄物処理施設については、３０年以内（うち据置 ５年以内）。

2　東日本大震災分
⑴　概況
復旧・復興事業として総額１５億円を計上している。

⑵　地方債資金の確保
東日本大震災分については、その所要額について全額を公的資金で確保することとしている。

令和７年度地方債計画について

町 村 週 報（第三種郵便物認可）
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令和７年度地方債計画
（ 通  常  収  支  分 ）

（単位：億円、％）

項　　　　　　　　目 令和７年度
計画額（A）

令和６年度
計画額（B）

差　引
（A）－（B）�（C）

増減率
（C）/（B）×100

一 一 般 会 計 債
１ 公 共 事 業 等 15,890 15,794 96 0.6
２ 公 営 住 宅 建 設 事 業 1,100 1,082 18 1.7
３ 災 害 復 旧 事 業 1,127 1,119 8 0.7
４ 教 育・福 祉 施 設 等 整 備 事 業 5,723 4,813 910 18.9
⑴ 学 校 教 育 施 設 等 2,670 2,119 551 26.0
⑵ 社 会 福 祉 施 設 367 365 2 0.5
⑶ 一 般 廃 棄 物 処 理 1,603 1,254 349 27.8
⑷ 一 般 補 助 施 設 等 546 538 8 1.5
⑸ 施 設（ 一 般 財 源 化 分 ） 537 537 0 0.0

５ 一 般 単 独 事 業 26,625 26,845 △ 220 △ 0.8
⑴ 一 般 2,493 2,493 0 0.0
⑵ 地 域 活 性 化 690 690 0 0.0
⑶ 防 災 対 策 871 871 0 0.0
⑷ 地 方 道 路 等 3,221 3,221 0 0.0
⑸ 旧 合 併 特 例 2,500 3,800 △ 1,300 △ 34.2
⑹ 緊 急 防 災 ・ 減 災 5,000 5,000 0 0.0
⑺ 公 共 施 設 等 適 正 管 理 4,500 4,320 180 4.2
⑻ 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 4,000 4,000 0 0.0
⑼ 緊 急 浚 渫 推 進 1,100 1,100 0 0.0
⑽ 脱 炭 素 化 推 進 900 9００ 0 0.0
⑾ こ ど も ・子 育 て 支 援 450 ４５０ 0 0.0
⑿ デ ジ タ ル 活 用 推 進 900 - 900 皆増

６ 辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業 6,490 6,270 220 3.5
⑴ 辺 地 対 策 590 570 20 3.5
⑵ 過 疎 対 策 5,900 5,700 200 3.5

７ 公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業 345 345 0 0.0
８ 行 政 改 革 推 進 700 700 0 0.0
９ 調 整 100 100 0 0.0

計 58,100 57,068 1,032 1.8
二 公 営 企 業 債
１ 水 道 事 業 7,339 6,356 983 15.5
２ 工 業 用 水 道 事 業 420 392 28 7.1
３ 交 通 事 業 1,584 1,763 △ 179 △ 10.2
４ 電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業 260 241 19 7.9
５ 港 湾 整 備 事 業 618 577 41 7.1
６ 病 院 事 業・介 護 サ ー ビ ス 事 業 5,998 4,981 1,017 20.4
７ 市 場 事 業・と 畜 場 事 業 395 386 9 2.3
８ 地 域 開 発 事 業 1,346 1,290 56 4.3
９ 下 水 道 事 業 13,918 13,686 232 1.7
10 観 光 そ の 他 事 業 107 100 7 7.0

計 31,985 29,772 2,213 7.4
合　　　　　　　　　計 90,085 86,840 3,245 3.7

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）
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（単位：億円、％）

（備　考）
　国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とするもので
あって外書である。

その他同意等の見込まれる項目
1　 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策事業に係る地方負担額に対して発行する防災・減災・

国土強靱化緊急対策事業債
2　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債
3　 公営企業の資金不足額が発生又は拡大することとなる場合において発行する令和６年能登半島地震減収

対策企業債
4　財政再生団体が発行する再生振替特例債
５　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債
６　国の補正予算又は予備費に伴う補正予算債

項　　　　　　　　目 令和７年度
計画額（A）

令和６年度
計画額（B）

差　引
（A）－（B）（C）

増減率
（C）/（B）×100

三 臨 時 財 政 対 策 債 - 4,544 △ 4,544 皆減
四 退 職 手 当 債 800 800 0 0.0
五 国 の 予 算 等 貸 付 金 債 （ 176 ） （ 350 ） （ △ 174 ） （ △ 49.7 ）

総　　　　　　　　計
（ 176 ） （ 350 ） （ △ 174 ） （ △ 49.7 ）

90,885 92,184 △ 1,299 △ 1.4

内
訳

普 通 会 計 分 59,602 63,103 △ 3,501 △ 5.5
公 営 企 業 会 計 等 分 31,283 29,081 2,202 7.6

資　　金　　区　　分
公 的 資 金 38,761 39,408 △ 647 △ 1.6
財 政 融 資 資 金 22,688 23,252 △ 564 △ 2.4
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金 16,073 16,156 △ 83 △ 0.5
（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 176 ） （ 350 ） （ △ 174 ） （ △ 49.7 ）
民 間 等 資 金 52,124 52,776 △ 652 △ 1.2
市 場 公 募 32,600 33,100 △ 500 △ 1.5
銀 行 等 引 受 19,524 19,676 △ 152 △ 0.8

（第三種郵便物認可） 町 村 週 報 2023年（令和 5年） 0月00日　11第0000号
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復旧・復興事業

（備　考）
　国の予算等貸付金債の（　）書は、国の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって外書である。

その他同意等の見込まれる項目
1　 東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する一般補助施設

整備等事業債
2　 上記以外の東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する公

営企業債
3　上記以外の公営企業の事業区分において発行する震災減収対策企業債

（単位：億円、％）

項　　　　　　　　目 令和７年度
計画額（A）

令和６年度
計画額（B）

差　引
（A）－（B）��（C）

増減率
（C）/（B）×100

一　　般　　会　　計　　債
公 営 住 宅 建 設 事 業 10 1 9 900.0
災 害 復 旧 事 業 1 1 0 0.0
一 般 単 独 事 業 1 1 0 0.0

公　　営　　企　　業　　債
水 道 事 業 3 4 △ 1 △ 25.0

国　の　予　算　等　貸　付　金　債 （ 1 ）（ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

総　　　　　　　計
（ 1 ）（ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

15 7 8 114.3

内
訳

普 通 会 計 分 11 2 9 450.0
公 営 企 業 会 計 等 分 4 5 △ 1 △ 20.0

資
金
区
分

公 的 資 金
財 政 融 資 資 金 11 6 5 83.3
地 方公共団体金融機構資金 4 1 3 300.0
（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 1 ）（ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

令和７年度地方債計画
（ 東 日 本 大 震 災 分 ）

（第三種郵便物認可） 町 村 週 報 2023年（令和 5年） 0月00日　11第0000号
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村にお知らせ（平成18 年 9月27日付）してお
ります。 お問い合わせは、全国町村会広報部
（kouhou@zck.or.jp）までお願いいたします。

お問い合わせは
こちら

詳しくは
Webへ
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（参考 2 ）地方債資金の構成内訳（通常収支分と東日本大震災分の合計）

（参考 1 ）通常分・特別分の状況（通常収支分と東日本大震災分の合計）
（単位：億円、％）

区　　　　分 令和７年度
（A）

令和６年度
（B）

増減額
（A）－（B）�（C）

増減率
（C）/（B）×100

普 通 会 計 分 59,613 63,105 △ 3,492 △ 5.5

通 常 分 51.113 50,061 1,052 2.1

特 別 分 8,500 13,044 △ 4,544 △ 34.8

臨時財政対策債 - 4,544 △ 4,544 皆減

財 源 対 策 債 7,600 7,600 0 0.0

退 職 手 当 債 800 800 0 0.0

調 整 100 100 0 0.0

公 営 企 業 会 計 等 分 31,287 29,086 2,201 7.6

総 計 90,900 92,191 △ 1,291 △ 1.4

通 常 分 82,400 79,147 3,253 4.1

特 別 分 8,500 13,044 △ 4,544 △ 34.8

（注）1　公営企業会計等分はすべて通常分である。
　　 2　財源対策債については、公共事業等債等の内数である。

（単位：億円、％）

区　　　分
令和７年度計画　 令和６年度計画　 差　引

（A）－（B）
　（C）

増減率
（C）/（B）
×100（A） 構成比 （B） 構成比

公 的 資 金 38,776 42.7 39,415 42.8 △ 639 △ 1.6

財 政 融 資 資 金 22,699 25.0 23,258 25.2 △ 559 △ 2.4

地方公共団体金融機構資金 16,077 17.7 16,157 17.5 △ 80 △ 0.5

（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 177 ） - （ 351 ） - （ △ 174 ） （ △ 49.6 ）

民 間 等 資 金 52,124 57.3 52,776 57.2 △ 652 △ 1.2

市 場 公 募 32,600 35.9 33,100 35.9 △ 500 △ 1.5

銀 行 等 引 受 19,524 21.4 19,676 21.3 △ 152 △ 0.8

合　　　　　計 90,900 100.0 92,191 100.0 △ 1,291 △ 1.4

（注）１　�市場公募地方債については、借換債を含め６兆4,100億円（前年度比3,700億円、6.1％増）を予定している。
� ２　�国の予算等貸付金の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とするもので

あって合計には含めていない。
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令和６年度 関係省庁予算令和７年度地方税制改正について

１　物価上昇局面における税負担の調整及び就業調整への対応
個人住民税について、「地域社会の会費」的な性格を踏まえ、所得税の諸控除の見直しのほか、地方税財源への影響や税務

手続の簡素化の観点等を総合的に勘案し、次の措置を講ずる。
※ 令和７年分所得に係る令和８年度分の個人住民税から適用

◎　給与所得控除の見直し［所得税と同様］

○ 　給与所得控除の最低保障額について、65万円（現行55万円）に引上げ

◎　大学生年代の子等に関する特別控除の創設［所得税と同様］

○ 　特定扶養控除に関して、控除対象となる大学生年代の子等の所得要件を拡大するとともに、一定の所得を超えた場合で
も親等が受けられる控除の額が段階的に逓減する仕組みを導入（控除額：最高45万円）

◎　扶養親族等に係る所得要件の引上げ［所得税と同様］

○ 　扶養親族及び同一生計配偶者の合計所得金額に係る要件について、58万円（現行48万円）に引上げ

２ 　地方創生や活力ある地域経済の実現
◎　企業版ふるさと納税の延長（法人住民税・事業税）

○ 　内閣総理大臣が認定した地域再生計画に位置付けられた事業に対して企業が寄附を行った場合に法人住民税・事業税を
軽減する特例措置について、その軽減効果（法人税と合わせ損金算入措置を含め寄附額の最大約９割）を維持した上、適
用期限を３年延長
※ 制度の健全な発展に向けて、寄附活用事業に係る執行上のチェック機能の強化や活用状況の透明化等を行う。

◎　生産性向上や賃上げに資する中小企業の設備投資に係る特例措置の拡充・延長（固定資産税）
○ 　中小企業が先端設備等導入計画に基づき取得した一定の機械・装置等に係る課税標準の特例措置について、賃上げを後

押しするよう見直しを行った上、適用期限を２年に限り延長

３ 　安全安心な地域社会の実現
◎　鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創設（固定資産税）

○ 　鉄軌道事業者が豪雨対策のために取得した一定の償却資産（法面防護工、防護柵等）に係る固定資産税を軽減する特例
措置を創設

◎　港湾の浸水被害防止のための民有護岸等に係る特例措置の拡充・延長（固定資産税）
○ 　港湾の民有護岸等の耐震化の推進に係る課税標準の特例措置について、対象地域を全国に拡大するとともに、対象資産

に浸水被害防止に資する一定の施設（防潮堤、堤防等）を追加した上、適用期限を３年延長

◎　令和２年７月豪雨に係る特例措置の延長（固定資産税・都市計画税）
○ 　令和２年７月豪雨の被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置等について、常設規定の適用期間終了後も被災者支援を

継続するため、適用期限を２年延長

◎　災害ハザードエリアからの移転促進のための特例措置の延長（不動産取得税）
○ 　災害ハザードエリアからの移転によって取得した住宅・施設又はその用に供する土地に係る課税標準の特例措置につい

て、適用期限を２年延長

４ 　車体課税
◎　二輪車の車両区分の見直し（軽自動車税種別割）

○ 　総排気量125cc以下で最高出力を4.0kW（50cc相当）以下に制御したバイク（新基準原付バイク）に係る軽自動車税種
別割の税率を年額2,000円（50cc原付と同額）とする。
※ 現行の50cc原付バイクは、令和７年11月排ガス規制への適合が困難であること等により、今後の生産・販売の継続が困難となる。

◎　先進安全技術を搭載したトラック・バスに係る特例措置の延長（自動車税環境性能割）
○ 　歩行者検知機能付き衝突被害軽減ブレーキを搭載したトラック・バスに係る課税標準の特例措置について、適用期限を

２年延長

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）
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５ 　納税環境整備
◎　納税通知書等に係るeLTAX経由での送付

○ 　地方税関係通知のうち、固定資産税、都市計画税、自動車税種別割、軽自動車税種別割の納税通知書等について、納税
者の求めに応じて、地方団体が、eLTAX（地方税のオンライン手続のためのシステム）を経由して電子的に副本を送付
することを可能とする。

6 　検討事項等
◎　都市・地方の持続可能な発展のための地方税体系の構築

○ 　行政サービスの地域間格差が顕在化する中、拡大しつつある地方公共団体間の税収の偏在や財政力格差の状況について
原因・課題の分析を進め、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築に向けて取り組む。 

　 　特に、住所地課税の例外となっている道府県民税利子割については、インターネット銀行の伸長等の経済社会の構造変
化により、あるべき税収帰属との乖離が拡大していることから、金融機関等の事務負担に配慮するとともに、地方公共団
体の意見を踏まえつつ、税収帰属の適正化のための抜本的な方策を検討し、令和８年度税制改正において結論を得る。 

◎　扶養控除等の見直し
○ 　高校生年代の扶養控除及びひとり親控除の見直しについては、児童手当をはじめとする子育て関連施策との関係、所得

税の所得再分配機能等の観点や令和６年度税制改正大綱で示した考え方を踏まえつつ、令和８年度以降の税制改正におい
て、各種控除のあり方の一環として検討し、結論を得る。 

◎　自動車関係諸税の総合的な見直し
○ 　車体課税については、カーボンニュートラルの実現に積極的に貢献するものとすべく、国・地方の税収中立の下で、取

得時における負担軽減等課税のあり方を見直すとともに、自動車の重量及び環境性能に応じた保有時の公平・中立・簡素
な税負担のあり方等について、関係者の意見を聴取しつつ検討し、令和８年度税制改正において結論を得る。 

○ 　自動車関係諸税については、公平・中立・簡素な課税のあり方について、中長期的な視点から、車体課税・燃料課税を
含め総合的に検討し、見直しを行う。 

◎　屋外分煙施設等の整備促進
○ 　望まない受動喫煙対策の推進や今後の地方たばこ税の継続的かつ安定的な確保の観点から、駅前・商店街・公園等の場

所における屋外分煙施設等の整備について、地方公共団体がその重要性を認識し、地方たばこ税の活用を含め、民間事業
者への助成制度の創設その他の必要な予算措置を講ずるなど積極的に取り組むよう、各地方公共団体の整備方針や実施状
況等の把握を行いつつ、より一層促すこととする。
※ 加熱式たばこについて、国たばこ税の見直しに伴い、地方たばこ税においても所要の見直しを行う。

町 村 週 報（第三種郵便物認可）
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【
厚
生
労
働
省
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
】

令
和
7
年
度
の
厚
生
労
働
省
予
算
額

は
、
総
額
34
兆
2
，
9
0
4
億
円
で
、
う

ち
社
会
保
障
関
係
費
は
前
年
度
比
4
，
６

７
７
億
円
（
1
・
4
％
）
増
の
33
兆
9
，

７
２
３
億
円
と
な
っ
た
。

令
和
７
年
度
予
算
で
は
、少
子
高
齢
化
・

人
口
減
少
時
代
に
あ
っ
て
も
、
今
後
の
人

口
動
態
や
経
済
社
会
の
変
化
を
見
据
え
た

保
健
・
医
療
・
介
護
の
構
築
や
包
摂
社
会

を
実
現
す
る
と
と
も
に
、
持
続
的
・
構
造

的
な
賃
上
げ
に
向
け
た
三
位
一
体
の
労
働

市
場
改
革
の
推
進
と
多
様
な
人
材
の
活
躍

促
進
を
通
じ
て
国
民
一
人
ひ
と
り
が
安
心

し
て
生
涯
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現
に
向

け
、「
全
世
代
型
社
会
保
障
の
実
現
に
向

け
た
保
健
・
医
療
・
介
護
の
構
築
」、「
持

続
的
・
構
造
的
な
賃
上
げ
に
向
け
た
三
位

一
体
の
労
働
市
場
改
革
の
推
進
と
多
様
な

人
材
の
活
躍
促
進
」、「
一
人
一
人
が
生
き

が
い
や
役
割
を
持
つ
包
摂
的
な
社
会
の
実

現
」
を
柱
に
予
算
措
置
が
行
わ
れ
た
。

○�

全
世
代
型
社
会
保
障
の
実
現
に
向
け
た

保
健
・
医
療
・
介
護
の
構
築

「
創
薬
力
強
化
に
向
け
た
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
の
推
進
と
医
薬
品
等
の
安
定
供
給

確
保
」、「
医
療
・
介
護
に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
、

地
域
医
療
・
介
護
の
基
盤
強
化
の
推
進

等
」、「
国
際
保
健
へ
の
戦
略
的
取
組
、
感

染
症
対
策
の
体
制
強
化
」、「
予
防
･
重
症

化
予
防
、
女
性
の
健
康
づ
く
り
、
認
知
症

施
策
の
推
進
等
」
に
関
す
る
予
算
が
計
上

さ
れ
た
。
こ
の
う
ち
、
医
療
・
介
護
に
お

け
る
D
X
の
推
進
等
に
３
５
８
億
円
、
医

師
偏
在
対
策
・
地
域
医
療
構
想
・
か
か
り

つ
け
医
療
機
能
の
推
進
に
9
１
５
億
円
な

ど
D
X
推
進
等
に
よ
る
質
の
高
い
医
療
・

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
の
予
算

が
拡
充
さ
れ
て
い
る
。

○�

持
続
的
・
構
造
的
な
賃
上
げ
に
向
け
た

三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
の
推
進
と

多
様
な
人
材
の
活
躍
促
進

「
最
低
賃
金
・
賃
金
の
引
上
げ
に
向
け

た
支
援
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
へ
の
支
援

等
」、「
リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
、
ジ
ョ
ブ
型
人

事
（
職
務
給
）
の
導
入
、
労
働
移
動
の
円

滑
化
」、「
人
材
確
保
の
支
援
の
推
進
」、「
多

様
な
人
材
の
活
躍
促
進
と
職
場
環
境
改
善

に
向
け
た
取
組
」、「
女
性
の
活
躍
促
進
」

に
関
す
る
予
算
が
計
上
さ
れ
た
。

特
に
、
両
立
支
援
等
助
成
金
の
拡
充
や

共
働
き
・
共
育
て
推
進
の
た
め
の
給
付
の

創
設
等
、
仕
事
と
育
児
・
介
護
の
両
立
支

援
、
多
様
な
働
き
方
の
実
現
に
向
け
た
環

境
整
備
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

の
促
進
に
係
る
項
目
が
大
幅
に
拡
充
さ

れ
た
。

○�

一
人
一
人
が
生
き
が
い
や
役
割
を
持
つ

包
摂
的
な
社
会
の
実
現

「
地
域
共
生
社
会
の
実
現
等
」
と
し
て
、

相
談
支
援
・
地
域
づ
く
り
等
に
よ
る
重
層

的
支
援
体
制
の
整
備
の
促
進
、
生
活
困
窮

者
自
立
支
援
等
の
推
進
、
障
害
者
支
援
の

促
進
、
依
存
症
対
策
の
推
進
に
係
る
予
算

が
計
上
さ
れ
た
ほ
か
、「
戦
没
者
の
慰
霊
、

年
金
、
被
災
地
支
援
等
」
に
関
す
る
予
算

が
計
上
さ
れ
た
。

な
お
、
令
和
７
年
度
は
、
子
ど
も
・
子

育
て
支
援
、
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
体
制
改
革
、
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

の
支
給
等
の
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に

よ
る
「
社
会
保
障
の
充
実
」
に
２
兆
７
，

9
８
６
億
円
（
国
と
地
方
の
合
計
額
。
一

部
こ
ど
も
家
庭
庁
に
計
上
。
一
部
他
省
庁

分
を
含
む
）
の
予
算
が
充
て
ら
れ
た
。
ま

た
、
令
和
6
年
度
の
消
費
税
増
収
額
16
・

3
兆
円
（
国
と
地
方
の
合
計
額
）
の
使
途

は
、「
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
の
2
分

の
1
」
に
3
・
5
兆
円
、「
社
会
保
障
の

充
実
」
に
4
・
1
兆
円
、「
消
費
税
率
引

上
げ
に
伴
う
社
会
保
障
4
経
費
の
増
」
に

0
・
63
兆
円
、「
後
代
へ
の
負
担
の
つ
け

回
し
の
軽
減
」
に
7
・
5
兆
円
と
な
っ
て

い
る
。
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【
国
民
健
康
保
険
制
度
関
係
】

令
和
7
年
度
政
府
予
算
案
に
お
け
る
国

民
健
康
保
険
関
係
助
成
費
の
総
額
は
、
前

年
度
予
算
額
か
ら
８
３
５
億
円
減
の
3
兆

4
，
２
0
３
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

市
町
村
国
保
の
給
付
費
等
に
必
要
な
経

費
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
予
算
額
か
ら

７
9
4
億
円
減
の
3
兆
1
，
５
６
７
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。
こ
の
う
ち
、
医
療
保
険

給
付
諸
費
及
び
介
護
保
険
制
度
運
営
推
進

費
に
つ
い
て
、
前
年
度
予
算
額
か
ら

７
9
4
億
円
減
の
3
兆
1
，
4
３
５
億
円

が
計
上
さ
れ
た
ほ
か
、
健
康
増
進
対
策
費

に
つ
い
て
は
、
国
保
法
の
規
定
に
よ
り
、

市
町
村
が
行
う
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保

健
指
導
に
要
す
る
費
用
の
3
分
の
1
相
当

分
と
し
て
１
３
２
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

保
険
者
努
力
支
援
制
度
に
つ
い
て
は
、

更
に
予
防
・
健
康
づ
く
り
を
強
力
に
推
進

す
る
た
め
、
令
和
7
年
度
は
３
８
0
億
円

が
計
上
さ
れ
、「
社
会
保
障
の
充
実
」
関

係
経
費
の
う
ち
保
険
者
努
力
支
援
分

9
１
２
億
円
と
合
わ
せ
て
1
，
２
9
２
億

円
の
計
上
と
な
っ
た
。

ま
た
、
子
育
て
世
帯
へ
の
経
済
的
負
担

軽
減
の
観
点
か
ら
、
令
和
4
年
度
か
ら
実

施
さ
れ
た
未
就
学
児
に
係
る
保
険
料
の
均

等
割
額
の
軽
減
措
置
（
国
負
担
分
と
し
て

40
億
円
を
計
上
）
や
、
令
和
5
年
度
か
ら

実
施
さ
れ
た
出
産
す
る
被
保
険
者
に
係
る

産
前
産
後
期
間
相
当
分
の
均
等
割
保
険
料

及
び
所
得
割
保
険
料
の
免
除
（
国
負
担
分

と
し
て
8
億
円
を
計
上
）
に
加
え
、
令
和

6
年
度
か
ら
実
施
さ
れ
た
こ
ど
も
医
療
費

助
成
に
係
る
国
民
健
康
保
険
の
国
庫
負
担

の
減
額
調
整
措
置
の
廃
止
に
係
る
費
用
と

し
て
、
38
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

【
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
】

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
経
費
は
、

前
年
度
予
算
額
か
ら
1
，
0
５
３
億
円
増

の
6
兆
1
，4
８
9
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

内
訳
と
し
て
は
、
①
定
率
国
庫
負
担
、
高

額
医
療
費
に
対
す
る
国
の
負
担
及
び
財
政

安
定
化
基
金
へ
の
国
の
拠
出
分
が
4
兆
5
，

５
4
２
億
円
、
②
後
期
高
齢
者
医
療
財
政

調
整
交
付
金
が
1
兆
4
，
７
３
4
億
円
、

③
健
康
診
査
（
歯
科
健
診
含
む
）
及
び
特

別
高
額
医
療
費
共
同
事
業
に
つ
い
て
の
補

助
が
51
億
円
、
④
後
期
高
齢
者
医
療
広
域

連
合
電
算
処
理
シ
ス
テ
ム
の
保
守
管
理
等

に
係
る
国
民
健
康
保
険
団
体
連
合
会
及
び

国
民
健
康
保
険
中
央
会
向
け
の
補
助
が
9

億
円
、
⑤
東
電
福
島
原
発
事
故
の
旧
避
難
指

示
区
域
等
の
被
保
険
者
に
対
す
る
一
部
負
担

金
の
免
除
及
び
保
険
料
の
減
免
に
係
る
費
用

に
つ
い
て
の
補
助
が
3
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

【
老
人
保
健
福
祉
関
係
】

老
人
保
健
福
祉
関
係
予
算
は
、
前
年
度

予
算
比
70
億
円
（
0
・
２
％
）
増
の
３
兆

６
，
６
７
５
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
介
護
を
必
要
と
す
る
高
齢

者
の
増
加
に
伴
う
在
宅
・
施
設
等
介
護

サ
ー
ビ
ス
を
確
保
す
る
た
め
、
各
市
町
村

に
お
け
る
介
護
給
付
及
び
予
防
給
付
に
要

す
る
介
護
給
付
費
負
担
金
と
し
て
２
兆

4
，
３
８
３
億
円
が
予
算
措
置
さ
れ
た
。

調
整
交
付
金
６
，
６
１
9
億
円
、
第
２
号

保
険
料
国
庫
負
担
金
２
，
３
9
８
億
円
、

介
護
保
険
の
第
１
号
保
険
料
の
低
所
得

者
軽
減
措
置
５
9
５
億
円
を
計
上
し
て

い
る
。

ま
た
、
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
推

進
と
し
て
２
，
１
２
８
億
円
が
予
算
措
置

さ
れ
た
。
市
町
村
で
実
施
す
る
包
括
的
支

援
事
業
の
推
進
と
し
て
２
0
７
億
円
を
計

上
、
保
険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金
等
に

よ
る
保
険
者
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
推
進
と

し
て
３
0
１
億
円
を
計
上
、
介
護
予
防
・

日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
等
の
推
進
と
し

て
１
，
５
9
３
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

介
護
人
材
の
確
保
に
つ
い
て
は
１
0
0

億
円
を
計
上
。
訪
問
介
護
等
サ
ー
ビ
ス
提

供
体
制
確
保
支
援
、
介
護
人
材
確
保
の
た

め
の
福
祉
施
策
と
労
働
施
策
の
連
携
体
制

の
強
化
を
実
施
す
る
な
ど
、
介
護
人
材
の

「
参
入
促
進
」、「
資
質
の
向
上
」、「
労
働

環
境
・
処
遇
の
改
善
」
を
図
る
た
め
の
多

様
な
取
組
を
支
援
す
る
。

そ
し
て
、
介
護
情
報
基
盤
の
整
備
を
実

施
し
、介
護
情
報
等
を
保
険
者（
市
町
村
）、

介
護
事
業
所
等
で
活
用
す
る
環
境
を
整

え
、
業
務
の
効
率
化
や
介
護
サ
ー
ビ
ス
の

質
の
向
上
を
推
進
す
る
た
め
、
介
護
分
野

に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
・
科
学
的
介
護
の
推
進
、

生
産
性
向
上
の
取
組
を
通
じ
た
介
護
サ
ー

ビ
ス
の
質
の
向
上
等
と
し
て
27
億
円
を
計

上
し
て
い
る
。

加
え
て
、「
共
生
社
会
の
実
現
を
推
進

す
る
た
め
の
認
知
症
基
本
法
」
と
令
和
６

年
12
月
に
閣
議
決
定
し
た
「
認
知
症
施
策

推
進
基
本
計
画
」
に
基
づ
い
た
地
域
共
生

社
会
の
実
現
に
向
け
た
認
知
症
施
策
の

総
合
的
な
推
進
と
し
て
１
３
５
億
円
を

計
上
し
て
い
る
。

さ
ら
に
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の

整
備
、
防
災
・
減
災
対
策
の
推
進
と
し
て

２
６
4
億
円
を
計
上
、
地
域
密
着
型
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
等
の
地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス
施
設
の
整
備
費
や
、介
護
施
設
等（
広

域
型
を
含
む
）
の
開
設
準
備
経
費
、
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
に
お
け
る
多
床
室
の
プ

ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
た
め
の
改
修
等
に
必

要
な
経
費
に
つ
い
て
支
援
を
行
う
。
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（単位：億円）

区　　　　　　分
令和６年度
予　算　額
　  （Ａ）（※１）

令和７年度
予　算　額

（Ｂ）

増△減額
（Ｃ）

（Ｂ－Ａ）
増△減率

（Ｃ／Ａ）

一　　　般　　　会　　　計 338,189（※２） 342,904（※３） 4,715 1.4％

社会保障関係費（※４） 335,046 339,723 4,677（※５） 1.4％

その他の経費 3,144 3,181 38 1.2％

年 金 特 別 会 計 727,084 721,786 △ 5,298 △ 0.7％

労 働 保 険 特 別 会 計 32,412 33,158 746 2.3％
子ども・子育て支援特別会計
（育児休業等給付勘定）（※６） 9,312 10,616 1,303 14.0％

東日本大震災復興特別会計 76 82  6 8.0％

（※１）令和６年度予算額は当初予算額である。
（※２）令和６年度予算額の一般会計の額は、国土交通省及び環境省に移行する厚生労働省関係部局分1.4億円を除く。
（※３）年金スライド分2,200億円を含んでいる。
（※４）年金・医療・介護・雇用・福祉等の経費であり、義務的経費以外に裁量的経費も含まれる。
（※５）政府全体の社会保障関係費（こども家庭庁等の所管分を含む）の伸びは5,585億円。
（※６）�育児休業給付関係予算については、労働保険特別会計（雇用勘定）から子ども・子育て支援特別会計（育児休業等給付勘定）

に組替えて計上している。
（注）�各特別会計の額は、それぞれの勘定の歳出額の合計額から他会計・他勘定への繰入分を除いた純計額である。また、計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端

数において合計と合致しないものがある。

令和７年度 厚生労働省予算の全体像

（単位：億円）

事　項 事業内容 令和７年度
予　算　額

（参考）
令和６年度

予算額

子ども・子育て支援 子ども・子育て支援新制度の着実な実施・社会的養育の充実（注３） 前年同額 7,000
育児休業中の経済的支援の強化（注４） 前年同額 979

医
療
・
介
護

医療・介護サービス
の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等
・地域医療介護総合確保基金（医療分）
・診療報酬改定における消費税増収分等の活用分
　 うち令和６年度における看護職員、リハビリ専門職などの医療関係

職種の賃上げの一部
・医療情報化支援基金

909
1,615

［   466］
－

1,029
1,498

［   350］
172

地域包括ケアシステムの構築
・ 平成27年度介護報酬改定における消費税増収分等の活用分（介護職

員の処遇改善等）
・在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実
・地域医療介護総合確保基金（介護分）
・令和４年度における介護職員の処遇改善
・令和６年度における介護職員の処遇改善

前年同額

前年同額
前年同額
前年同額

689

1,196

414
524
752
517

医療・介護保険
制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充・子どもに係る国民
健康保険料等の均等割額の減額措置 前年同額 693

被用者保険の拠出金等に対する支援 前年同額 900
70歳未満の高額療養費制度の改正 前年同額 248
介護保険の第１号保険料の低所得者軽減強化 前年同額 1,190
介護保険保険者努力支援交付金 前年同額 200
国民健康保険への財政支援の拡充

（低所得者数に応じた財政支援、保険者努力支援制度等） 前年同額 3,816

国民健康保険の産前産後保険料の免除 前年同額 15
こども医療費助成に係る国民健康保険の減額調整措置の廃止 前年同額 47

難病・小児慢性
特定疾病への対応 難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用等 前年同額 2,089

年　金
年金受給資格期間の25年から10年への短縮 前年同額 644
年金生活者支援給付金の支給 前年同額 3,958
遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 108 106

合　計 27,986 27,987
（注１）�金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。
（注２）�消費税増収分（2.4兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（△�0.4兆円）を活用し、

上記の社会保障の充実（2.8兆円）の財源を確保。
（注３）「子ども・子育て支援新制度の着実な実施・社会的養育の充実」の国費分については全額こども家庭庁に計上。
（注４）「育児休業中の経済的支援の強化�」の国費分については他省庁分を含む。

令和７年度における「社会保障の充実」（概要）
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１．国民健康保険関係予算
（単位：億円）

項　　　　　　目 令和７年度 
予　算　額 備　　　　　　考

国民健康保険関係助成費総計 34,203 　
市町村等の国民健康保険助成に必要な経費 31,567 　
１．医療保険給付諸費 29,253 　

⑴国民健康保険療養給付費等負担金 15,960 　
・療養給付費負担金 13,667
・保険基盤安定等負担金 2,293

⑵国民健康保険後期高齢者医療費支援金負担金 5,020 　
⑶国民健康保険財政調整交付金 5,569 　
⑷ 国民健康保険後期高齢者医療費支援金財政調整交付金 1,412 　
⑸ 国民健康保険保険者努力支援交付金 1,292

２．介護保険制度運営推進費 2,182 　
⑴国民健康保険介護納付金負担金 1,703 　
⑵国民健康保険介護納付金財政調整交付金 479 　

３．健康増進対策費 132 　
⑴国民健康保険特定健康診査・保健指導負担金 132 　

国民健康保険団体に必要な経費 24 　
⑴国民健康保険団体連合会等補助金 16

⑵高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金 0 　
⑶国民健康保険制度関係業務事業費補助金 9

2．後期高齢者医療制度関係予算
（単位：億円）

項　　　　　　目 令和７年度 
予　算　額 備　　　　　　考

後期高齢者医療制度関係予算 61,489 　
一 般 会 計 61,486 　

⑴後期高齢者医療給付費等負担金 45,542 　
・後期高齢者医療給付費負担金 44,201 　
・高額医療費等負担金 1,341 ・ 高額医療費負担分　1,269.2億円（令和６年度1,213.5億円）

・財政安定化基金負担分　71.9億円（ 〃 71.9億円）
⑵後期高齢者医療財政調整交付金 14,734

⑶高齢者医療特別負担調整交付金 200 ・ 拠出金負担が重い健康保険組合等の対象を拡大し、拡
大分に該当する保険者の負担軽減を図るための経費

⑷後期高齢者医療制度事業費補助金 51 ・健康診査（歯科健診含む）に要する経費
 41.1億円 （令和６年度 40.3億円）
・特別高額医療費共同事業に要する経費
 10.0億円 （令和６年度 10.0億円）

⑸後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金 9 ・ 後期高齢者医療広域連合電算処理システムの保守管理
等に要する経費等（国民健康保険団体連合会・国民健
康保険中央会向け）

⑹高齢者医療制度円滑運営事業費補助金 0 ・ 後期高齢者医療広域連合電算処理システム改修経費
（国民健康保険中央会向け）

⑺高齢者医療運営円滑化等補助金 950 （高齢者医療支援金等負担金助成事業費）
・ 後期高齢者支援金等の拠出金負担が重い健康保険組合

等の負担緩和を図るための経費（健保組合等向け）
東日本大震災復興特別会計 3

⑴後期高齢者医療災害臨時特例補助金 3 ・ 一部負担金免除分　1.7億円 （令和６年度 3.0億円）
・保険料免除分　　　1.1億円（ 　　〃　   1.3億円）
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（単位：億円）

項　　　　　　目 令和７年度
予　算　額 備　　　　　　考

１ ．介護保険制度による介護サービスの確保等（一部
社会保障の充実）

　⑴介護保険制度による介護サービスの確保
　　・介護給付費負担金
　　・調整交付金
　　・第２号保険料国庫負担金
　⑵ 介護保険の１号保険料の低所得者軽減措置（社会

保障の充実）

34,063

33,400
24,383
6,619
2,398

595

・ 地域包括ケアシステムの実現に向け、介護を必要とす
る高齢者の増加に伴い、在宅サービス、施設サービス
等の提供に必要な経費を確保する。

２ ．地域包括ケアシステムの推進
　⑴地域支援事業の推進（一部社会保障の充実）
　　・ 介護予防・日常生活支援総合事業等の推進（一

部社会保障の充実）
　　・包括的支援事業の推進（社会保障の充実）
　⑵地域づくり加速化事業
　⑶ 保険者機能強化推進交付金等による保険者インセ

ンティブの推進（一部社会保障の充実）（一部新規）
　⑷ 保険者による自立支援、重度化防止、介護予防の

横展開（一部新規）
　⑸高齢者地域福祉推進事業（老人クラブへの助成）
　⑹全国健康福祉祭（ねんりんピック）事業
　⑺高齢者生きがい活動促進事業
　⑻在宅医療・介護連携推進支援事業（一部新規）
　⑼高齢者住まい・生活支援伴走支援事業
　⑽離島等サービス確保対策事業

2,128
1,800
1,593

207
0.78
301

0.61

23
1.0

0.17
0.43
0.25
0.10

・ 地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会
参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活
支援体制の整備、在宅生活を支える医療と介護の連携
及び認知症への支援等を一体的に推進する。

３ ．介護人材の確保
　⑴ 地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保分）

（社会保障の充実）
　⑵介護職員処遇改善加算等の取得促進支援事業

100
97

2.2
４ ．介護分野におけるDXの推進・科学的介護の推進、

生産性向上の取組を通じた介護サービスの質の向上等
　⑴科学的介護情報システム（LIFE）の運用等
　⑵科学的介護に向けた質の向上支援等事業
　⑶介護サービス情報公表システム整備等事業
　⑷ 介護テクノロジー開発等加速化事業（一部推進枠）

（推進枠）
　⑸ ケアプランデータ連携システム構築事業（一部推進枠）
　⑹介護事業所における生産性向上推進事業
　⑺電子申請届出サブシステムに係る伴走支援事業

27

4.2
0.4
1.2
3.2

1.7
1.3
0.6

・ 「経済財政運営と改革の基本方針2022（令和４年６月
７日閣議決定）」において、「医療（介護を含む）全般
にわたる情報について共有・交換できる全国的なプラ
ットフォームの取組を行政と関係業界が一丸となって
進める」とされた。この実現に向けて、介護情報を共
有できるよう、システム開発や基盤整備を行う。また、
介護関連のデータ利活用を可能とする基盤構築によ
り、保険者機能強化を実現する。

５ ．認知症施策の総合的な推進
　⑴認知症に係る地域支援事業の推進（再掲）
　⑵認知症施策の総合的な取組
　⑶ 共生社会の実現を推進するための認知症基本法に基づ

く都道府県・市町村の認知症施策推進計画の策定支援
　⑷認知症理解のための普及啓発等
　⑸ 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりの推進等
　⑹ 新たな権利擁護支援策構築に向けたモデル事業等

の実施
　⑺ 成年後見制度の担い手の確保や制度の利用に係る

費用の助成（地域医療介護総合確保基金）
　⑻認知症研究の推進（一部新規）（一部推進枠）

135
88億円の内数

22
0.3

0.45
9.4
0.8

97億円の内数

13.5

・ 「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」と
令和６年12月に閣議決定した「認知症施策推進基本計
画」に基づき、認知症になってからも、希望をもって
自分らしく暮らし続けることができる共生社会の実現
に向けて、「新しい認知症観」に立ち、認知症施策を
総合的かつ計画的に推進する。

６ ．介護サービス提供体制の整備,防災・減災対策の推進
　⑴ 地域医療介護総合確保基金（介護施設等の整備分）

（社会保障の充実）
　⑵介護施設等における防災・減災対策の推進

264
   252

    12

・ 地域密着型特別養護老人ホーム等の地域密着型サービ
ス施設の整備費や、介護施設等（広域型を含む）の開
設準備経費、特別養護老人ホームにおける多床室のプ
ライバシー保護のための改修等に必要な経費の助成を
行う。また、地域のニーズ等に即した地域密着型施設
から広域型施設への転換による受け皿の拡大、２施設
以上の施設の集約化・ダウンサイジング等に取り組む
施設への支援を充実させるとともに、令和６年度が終
期となっている事業の期限の撤廃や単価の上限額の引
き上げ等を行う。

７．その他
　⑴老人保健健康増進等事業
　⑵高齢者虐待への対応
　⑶高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業
　⑷ 自然災害等発生時の対応力強化推進事業（一部新

規）（推進枠） 
　⑸JRAT 体制整備事業（JRAT事務局）（新規）

47
22
1.2

0.24
0.15

0.39
８．復興特別会計 8

3．老人保健福祉関係予算
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【
こ
ど
も
家
庭
庁
関
係
予
算
の
概
要
】

令
和
７
年
度
の
こ
ど
も
家
庭
庁
予
算

は
、
総
額
（
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
合

計
）
７
・
３
兆
円
と
、
子
ど
も
・
子
育
て

支
援
特
別
会
計
の
設
置
に
伴
い
育
児
休
業

等
給
付
関
係
の
歳
出
が
移
管
さ
れ
る
こ
と

に
伴
う
増
を
除
い
た
実
質
ベ
ー
ス
で
、
前

年
度
比
１
・
１
兆
円
の
増
と
な
っ
た
。

「
こ
ど
も
未
来
戦
略
（
令
和
５
年
12
月

閣
議
決
定
）」
に
基
づ
く
こ
ど
も
・
子
育
て

政
策
の
強
化
を
本
格
的
に
実
行
し
、
こ
ど

も
や
若
者
、
そ
し
て
そ
の
サ
ポ
ー
ト
に
携

わ
る
方
々
の
た
め
に
、
質
の
高
い
こ
ど
も

政
策
に
取
り
組
む
予
算
と
な
っ
て
い
る
。

主
な
施
策
は
左
記
の
と
お
り
。

①
こ
ど
も
・
若
者
世
代
の
視
点
に
立
っ
た

政
策
推
進
と
Ｄ
Ｘ
の
強
化

　

こ
ど
も
・
若
者
世
代
の
視
点
に
立
っ
た

政
策
推
進
の
強
化
等
と
し
て
３
・
３
億
円

と
、
Ｄ
Ｘ
に
よ
る
政
策
を
届
け
る
力
と
現

場
負
担
の
軽
減
に
関
す
る
予
算
を
計
上
し

て
い
る
。
都
道
府
県
・
市
町
村
の
努
力
義

務
と
さ
れ
て
い
る
自
治
体
こ
ど
も
計
画
の

策
定
経
費
に
対
す
る
支
援
や
、
こ
ど
も
政

策
Ｄ
Ｘ
の
推
進
体
制
強
化
へ
の
支
援
を
行

う
。

②
若
い
世
代
の
ラ
イ
フ
デ
ザ
イ
ン
の
可
能
性

の
最
大
化
と
社
会
全
体
の
意
識
改
革
等

若
い
世
代
の
ラ
イ
フ
デ
ザ
イ
ン
設
計
へ

の
支
援
等
と
し
て
11
億
円
と
、
妊
娠
期
か

ら
子
育
て
期
の
包
括
的
な
切
れ
目
の
な
い

支
援
に
関
す
る
予
算
を
計
上
し
て
い
る
。

　

地
域
少
子
化
対
策
重
点
推
進
交
付
金
に

よ
り
、
地
方
公
共
団
体
が
行
う
結
婚
・
子

育
て
に
関
す
る
取
組
を
支
援
す
る
。
ま
た
、

妊
婦
の
た
め
の
支
援
給
付
を
子
ど
も
・
子

育
て
支
援
法
に
創
設
す
る
な
ど
妊
娠
・
出

産
時
に
お
け
る
支
援
の
充
実
を
図
る
ほ

か
、
産
後
ケ
ア
事
業
の
実
施
体
制
の
強
化

や
乳
幼
児
健
診
に
お
け
る
特
別
な
配
慮
を

要
す
る
こ
ど
も
の
支
援
を
実
施
す
る
。

③
よ
り
良
い
子
育
て
環
境
の
提
供

誰
で
も
無
理
な
く
安
心
し
て
子
育
て
が

で
き
る
社
会
へ
の
転
換
と
し
て
３
兆
２
，

８
４
５
億
円
の
内
数
を
計
上
し
て
い
る
。

児
童
手
当
の
拡
充
と
し
て
、
令
和
６
年

10
月
か
ら
実
施
し
て
い
る
所
得
制
限
の

撤
廃
や
高
校
生
ま
で
の
支
給
延
長
を
通

年
で
実
施
す
る
。
ま
た
、
両
親
が
と
も
に

14
日
間
以
上
の
育
児
休
業
を
取
っ
た
際
の

給
付
金
を
育
休
前
の
手
取
り
の
10
割
相
当

に
引
き
上
げ
る
ほ
か
、
夏
休
み
期
間
中
の

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
開
所
支
援
を
行

う
。
大
学
な
ど
の
高
等
教
育
で
は
、
３
人

以
上
の
多
子
世
帯
の
学
生
を
対
象
と
し
た

授
業
料
の
無
償
化
（
所
得
制
限
な
し
）
や

低
所
得
世
帯
・
ひ
と
り
親
家
庭
の
こ
ど
も

の
大
学
受
験
料
等
を
支
援
す
る
事
業
を
創

設
す
る
。

加
え
て
、
保
育
の
質
の
向
上
等
に
関
す

る
予
算
を
計
上
し
て
い
る
。
令
和
７
年
度

か
ら
制
度
化
す
る
親
の
就
労
の
有
無
を
問

わ
ず
保
育
所
を
利
用
で
き
る
こ
ど
も
誰
で

も
通
園
制
度
を
実
施
す
る
ほ
か
、
１
歳
児

に
対
す
る
保
育
士
の
配
置
を
国
の
基
準

よ
り
手
厚
く
す
る
施
設
を
対
象
に
運
営

費
の
加
算
措
置
を
導
入
す
る
。
保
育
士
の

処
遇
改
善
と
し
て
は
、
人
件
費
の
基
準
を

前
年
度
か
ら
過
去
最
大
の
10
・
７
％
引
き

上
げ
る
。

ま
た
、
こ
ど
も
居
場
所
づ
く
り
支
援
等

こ
ど
も
の
安
心
・
安
全
の
確
保
に
関
す
る

予
算
も
計
上
し
て
い
る
。

④
す
べ
て
の
こ
ど
も
の
健
や
か
な
成
長
の

保
障

こ
ど
も
の
貧
困
対
策
・
ひ
と
り
親
家
庭

の
自
立
促
進
等
に
関
す
る
予
算
を
計
上
し

て
い
る
。
児
童
扶
養
手
当
の
拡
充
に
つ
い

て
は
、
令
和
６
年
11
月
か
ら
実
施
し
て
い

る
所
得
限
度
額
お
よ
び
第
３
子
以
降
の
加

算
額
の
引
き
上
げ
を
通
年
で
実
施
す
る
。

ま
た
、
医
療
的
ケ
ア
児
等
の
一
時
預
か

り
事
業
を
創
設
す
る
ほ
か
、
発
達
障
害
が

疑
わ
れ
る
こ
ど
も
に
対
す
る
早
期
支
援
な

ど
障
害
児
支
援
・
医
療
的
ケ
ア
児
支
援
等

と
し
て
５
，
２
０
４
億
円
の
内
数
を
計
上

し
て
い
る
。
さ
ら
に
は
、児
童
虐
待
防
止
・

社
会
的
養
護
・
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
支
援
等

に
関
す
る
予
算
と
、
こ
ど
も
の
自
殺
対
策

緊
急
強
化
プ
ラ
ン
に
基
づ
く
取
組
の
推
進

に
関
す
る
予
算
も
計
上
し
て
い
る
。

※�

な
お
、
こ
ど
も
未
来
戦
略
の
「
加
速
化

プ
ラ
ン
」
を
実
現
し
、
少
子
化
対
策
を

抜
本
的
に
強
化
す
る
た
め
、
令
和
８
年

度
よ
り
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
金
の
徴

収
が
始
ま
る
が
、
令
和
７
年
度
は
支
援

金
の
不
足
分
を
賄
う
た
め
、
１
兆
１
，

３
９
７
億
円
の
子
ど
も
・
子
育
て
支
援

特
例
公
債
の
発
行
を
計
画
し
て
い
る
。

説説解解

こども家庭庁予算・施策の概要こども家庭庁予算・施策の概要

こ ど も 家 庭 庁こ ど も 家 庭 庁
⃝令和７年度 関係省庁予算 ⃝

2025年（令和 7年） 2月 3日　28第3308号

政　策

町 村 週 報（第三種郵便物認可）

p28-30 3308 政策_こども家庭庁.indd   28p28-30 3308 政策_こども家庭庁.indd   28 2025/01/30   17:14:152025/01/30   17:14:15



（単位：億円）

区分 令和７年度予算額（A） 令和６年度予算額（B） 対前年度比（A－B）

一般会計 42,367 41,457 ＋910

子ども・子育て
支援特別会計（注１） 30,903 20,750 ＋10,153

うち子ども・子育て支援勘定 20,216 11,375 ＋8,841

うち育児休業等給付勘定 10,687 （厚労省計上　9,375） ＋1,312

合計 73,270
62,207

（こ家庁計上　52,832）
（厚労省計上　9,375）

＋11,063

（注１）一般会計からの繰入れ等を除いた計数。
（注２）上記の金額にはデジタル庁一括計上予算は含まれていない。
（注３）計数整理の結果、異同を生じることがある。
（注４）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

令和７年度こども家庭庁関係予算

令和７年度こども家庭庁予算案の概要
（　）内は令和６年度予算額

１．こども・若者世代の視点に立った政策推進とDXの強化
（１）こども・若者世代の視点に立った政策推進の強化等　3.3億円（2.9億円）
・�こども・若者の意見聴取と政策への反映等
　－こども・若者意見反映推進事業
　－地方自治体におけるこども・若者意見反映の取組促進
　－こども基本法・児童の権利に関する条約の普及啓発
・�自治体こども計画策定支援

（２）DXによる政策を届ける力と現場負担の軽減　191億円の内数（171億円の内数）
・�こども政策DX加速のための基盤強化
・�DXによる政策を届ける力と現場負担の軽減

２．若い世代のライフデザインの可能性の最大化と社会全体の意識改革等
（１）若い世代のライフデザインの可能性の最大化　11億円（11億円）
・�若い世代によるライフデザインに関する情報発信等
・�地域における結婚支援事業等への支援強化（地域少子化対策重点推進交付金）
　－若い世代のライフデザイン設計への支援

（２）妊娠期から子育て期の包括的な切れ目のない支援　3,072億円の内数（2,860億円の内数）
・�妊娠・出産時における支援の充実
　－妊産婦への経済的支援の着実な実施（妊婦のための支援給付）
　－伴走型相談支援の推進（妊婦等包括相談支援事業）
・�産後ケア事業の体制強化
・�乳幼児健診等の推進
　－乳幼児健診における特別な配慮を要するこどもへの支援
　－新生児マススクリーニング検査の精度管理支援
・�不妊症・不育症や死産・流産等を経験された方への支援
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３．より良い子育て環境の提供
（１）誰でも無理なく安心して子育てができる社会への転換　３兆2,845億円の内数（２兆5,306億円の内数）
・�児童手当の拡充
・�地域の実情に応じた子ども・子育て支援
・�放課後児童クラブの整備推進
・�仕事と子育ての両立支援
・�高等教育費の負担軽減

（２）保育の質の向上等　２兆1,819億円の内数（２兆422億円の内数）
・�保育の質の向上等の推進
・�保育所整備費等の支援
・�子どものための教育・保育給付の拡充
・�１歳児に係る保育士等の職員配置の改善
・�保育士等の処遇改善
・�保育人材の確保
・�こども誰でも通園制度の制度化

（３）こどもの安心・安全の確保　2,165億円の内数（2,093億円の内数）
・�こどもの居場所づくり支援
・�子育て世帯訪問支援事業、児童育成支援拠点事業、親子関係形成支援事業

４．すべてのこどもの健やかな成長の保障
（１）こどもの自殺対策　0.6億円（0.6億円）
・�「こどもの自殺対策緊急強化プラン」に基づく取組の推進

（２）こどもの貧困対策・ひとり親家庭の自立促進等　1,939億円の内数（1,854億円の内数）
・児童扶養手当の拡充
・自立支援策（養育費確保等支援パッケージ等）の強化、相談支援体制の強化等
・こどもの学習支援の強化
・こどもの貧困対策の強化

（３）児童虐待防止・社会的養護・ヤングケアラー支援等　4,033億円の内数（3,829億円の内数）
・こども家庭センターの設置促進、児童相談所の体制強化等
・困難を抱える学生などのこども・若者に対する支援
・家庭養育環境を確保するための里親等委託の推進等
・社会的養護経験者等や家庭生活に支障が生じている特定妊婦への支援の強化
・児童養護施設等における職員の人材確保策の推進や養育機能の向上
・児童福祉施設等の着実な整備

（４）障害児支援・医療的ケア児支援等　5,204億円の内数（4,988億円の内数）
・地域における障害児支援体制の強化とインクルージョンの推進
・専門的支援が必要な障害児への支援の強化
・早期発見・早期支援等の強化

（注）デジタル庁一括計上予算を含む。
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【
国
土
交
通
省
予
算
の
概
要
】

国
土
交
通
省
の
令
和
７
年
度
一
般
会
計

予
算
の
総
額
は
、
５
兆
9
、
５
2
8
億
円

（
対
前
年
度
倍
率
1
・
00
）
と
な
っ
た
。

こ
の
う
ち
、
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

は
4
、
8
７
4 

億
円
（
同
0
・
96
）、
防

災
・
安
全
交
付
金
は
8
、4
７
0
億
円
（
同

0
・
97
）
が
そ
れ
ぞ
れ
計
上
さ
れ
た
。

【
道
路
局
関
係
】

道
路
局
関
係
予
算
は
、
2
兆
1
、

1
8
9
億
円
（
同
1
・
00
）
が
計
上
さ
れ
、

う
ち
、
直
轄
事
業
は
1
兆
5
、
9
５
9
億

円
（
同
1
・
00
）、
補
助
事
業
は
5
、
1

1
0
億
円
（
同
1
・
00
）、
有
料
道
路
事

業
等
は
1
2
0
億
円
（
同
1
・
00
）
と
な
っ

て
い
る
。

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
、
予
防
保

全
に
よ
る
老
朽
化
対
策
、
人
流
・
物
流
を

支
え
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
拠
点
の
整
備
、

道
路
空
間
の
安
全
・
安
心
や
賑
わ
い
の
創

出
、
道
路
シ
ス
テ
ム
の
Ｄ
Ｘ
、
Ｇ
Ｘ
の
推

進
に
よ
る
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
重
点
的

に
取
り
組
む
。

ま
た
、「
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化

の
た
め
の
５
か
年
加
速
化
対
策
」
に
基
づ

き
、
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
取
組

の
加
速
化
・
深
化
を
図
る
た
め
、
令
和
６

年
度
補
正
予
算
と
合
わ
せ
て
、
重
点
的
か

つ
集
中
的
に
対
策
を
講
じ
る
。

【
水
管
理
・
国
土
保
全
局
関
係
】

水
管
理
・
国
土
保
全
局
関
係
予
算
は
、

1
兆
７
1
2
億
円
（
同
1
・
02
）
が
計
上

さ
れ
、
う
ち
、
一
般
公
共
事
業
費
は
1
兆

4
0
2
億
円
（
同
1
・
03
）、
災
害
復
旧

関
係
費 

は
3
0
0
億
円
（
同
0
・
64
）

と
な
っ
て
い
る
。

令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
や
そ
の
後
の

豪
雨
等
に
よ
る
被
害
、
気
候
変
動
の
影
響

を
踏
ま
え
、
令
和
６
年
度
補
正
予
算
に
お

け
る
「
５
か
年
加
速
化
対
策
」
も
一
体
的

に
活
用
し
、ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
一
体
と
な
っ

た
流
域
治
水
の
取
組
を
加
速
化
・
深
化
さ

せ
る
と
と
も
に
、
流
域
治
水
・
水
利
用
・

流
域
環
境
の
一
体
的
な
取
組
を
進
め
る

「
流
域
総
合
水
管
理
」
を
推
進
す
る
。

ま
た
、
上
下
水
道
一
体
と
な
っ
た
地
震

対
策
等
の
取
組
の
推
進
に
よ
り
、
強
靱
で

持
続
可
能
な
上
下
水
道
シ
ス
テ
ム
構
築
を

図
る
。

【
国
土
政
策
局
関
係
】

国
土
政
策
局
関
係
予
算
は
、
７
4
６
億

円
（
同
0
・
98
）
が
計
上
さ
れ
た
。

新
た
な
国
土
計
画
の
推
進
と
し
て
、
行

政
経
費
1
・
09
億
円
（
同
0
・
77
）、
公
共

事
業
関
係
費
3
・
31
億
円
（
同
1
・
00
）

が
計
上
さ
れ
た
。
二
地
域
居
住
等
に
係
る

地
方
公
共
団
体
や
民
間
事
業
者
な
ど
地
域

の
多
様
な
主
体
が
連
携
し
た
先
導
的
な
取

組
の
推
進
や
、
担
い
手
と
な
る
地
域
経
営

主
体
の
育
成
を
図
り
、
将
来
に
向
か
っ
て

自
立
可
能
な
事
業
を
構
築
す
る
「
地
域
生

活
圏
」
の
形
成
の
推
進
を
は
じ
め
と
す
る

新
た
な
国
土
形
成
計
画
の
実
装
を
進
め

る
。
ま
た
、
第
六
次
国
土
利
用
計
画
で
掲

げ
た
「
持
続
可
能
で
自
然
と
共
生
し
た
国

土
利
用
・
管
理
」
の
実
現
に
向
け
て
、
人

口
減
少
・
高
齢
化
等
を
背
景
と
し
た
国
土

の
管
理
水
準
の
低
下
等
に
対
応
し
て
い
く

た
め
、「
国
土
の
管
理
構
想
」
に
よ
る
最
適

な
国
土
利
用
・
管
理
の
取
組
を
推
進
す
る
。

ま
た
、
防
災
・
減
災
へ
の
機
動
的
な
対

応
と
し
て
、
公
共
事
業
関
係
費
1
3
8
・

9
億
円
（
同
1
・
00
）
が
計
上
さ
れ
、
気

候
変
動
の
影
響
等
に
よ
り
豪
雨
等
の
自
然

災
害
が
激
甚
化
・
頻
発
化
し
て
い
る
状
況

説説解解

国土交通等関係予算・施策の概要国土交通等関係予算・施策の概要
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を
踏
ま
え
、
よ
り
一
層
国
民
の
安
全
・
安

心
の
確
保
を
図
る
た
め
、
年
度
途
中
に
緊

急
的
か
つ
機
動
的
に
予
算
を
配
分
し
、
災

害
対
策
事
業
等
を
実
施
す
る
な
ど
防
災
・

減
災
対
策
等
を
強
化
す
る
。

【
空
き
家
・
所
有
者
不
明
土
地
関
係
】

住
宅
局
関
係
予
算
に
お
い
て
、
空
き
家

対
策
総
合
支
援
事
業
に
59
億
円
（
同
1
・

00
）
が
計
上
さ
れ
、
空
き
家
の
除
却
・
活

用
促
進
へ
の
支
援
等
に
取
り
組
む
。

ま
た
、
不
動
産
・
建
設
経
済
局
関
係
予

算
に
お
い
て
、
所
有
者
不
明
土
地
・
空
き

地
の
円
滑
な
利
活
用
や
適
正
管
理
の
推
進

と
し
て
0
・
6
億
円
（
同
1
・
04
）
が
計

上
さ
れ
、
所
有
者
不
明
土
地
や
空
き
地
の

利
用
の
円
滑
化
、
管
理
の
適
正
化
を
図
る

た
め
、
市
町
村
や
民
間
事
業
者
等
が
実
施

す
る
所
有
者
不
明
土
地
等
対
策
や
、
所
有

者
不
明
土
地
利
用
円
滑
化
等
推
進
法
人
の

指
定
の
円
滑
化
及
び
空
き
地
の
利
活
用
等

に
資
す
る
先
導
的
取
組
を
支
援
す
る
。
ま

た
、
空
き
家
等
の
流
通
・
活
用
と
し
て
令

和
６
年
度
補
正
予
算
と
合
わ
せ
て
0
・
2

億
円
が
計
上
さ
れ
、
全
国
版
空
き
家
・
空

き
地
バ
ン
ク
を
活
用
し
た
空
き
家
等
の
流

通
の
促
進
を
図
る
た
め
、
地
域
の
不
動
産

業
者
と
自
治
体
の
連
携
強
化
に
よ
る
空
き

家
等
流
通
の
取
組
支
援
や
、
低
廉
空
き
家

等
の
流
通
業
務
に
係
る
取
組
の
実
態
調
査

等
を
行
う
。

【
地
域
公
共
交
通
関
係
】

総
合
政
策
局
関
係
予
算
に
お
い
て
、「
交

通
空
白
」
の
解
消
等
に
向
け
た
地
域
交
通

の
リ
・
デ
ザ
イ
ン
の
全
面
展
開
と
し
て
、

令
和
６
年
度
補
正
予
算
と
合
わ
せ
て

５
3
５
億
円
（
同
2
・
50
）
が
計
上
さ
れ
、

喫
緊
の
課
題
で
あ
る
「
交
通
空
白
」
の
早

期
解
消
等
に
向
け
た
公
共
／
日
本
版
ラ
イ

ド
シ
ェ
ア
導
入
等
の
総
合
的
な
後
押
し
や

地
域
の
多
様
な
主
体
の
連
携
・
協
働
に
よ

る
「
共
創
」
実
証
運
行
、
M
a
a
S
の
広

域
化
等
へ
の
支
援
等
に
取
り
組
む
。ま
た
、

生
活
の
基
盤
と
な
る
地
域
公
共
交
通
の
維

持
確
保
等
の
た
め
、
離
島
航
路
、
離
島
航

空
路
、
幹
線
・
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統

の
運
行
費
等
に
対
す
る
支
援
等
を
行
う
。

こ
れ
ら
の
予
算
に
加
え
、
社
会
資
本
整
備

総
合
交
付
金
に
よ
り
地
域
公
共
交
通
再
構

築
事
業
を
行
う
。

【
観
光
地
協
議
会
関
係
】

観
光
庁
の
令
和
７
年
度
予
算
の
総
額

は
、
５
3
0
億
円
（
同
1
・
05
）
と
な
っ

た
。
こ
の
う
ち
、
国
際
観
光
旅
客
税
財
源

充
当
額
は
4
4
1
億
円
で
あ
る
。

持
続
可
能
な
観
光
地
域
づ
く
り
に
は
54

億
円
（
同
1
・
05
）
が
計
上
さ
れ
、

I
C
T
等
を
活
用
し
た
観
光
地
の
イ
ン
バ

ウ
ン
ド
受
入
環
境
整
備
の
高
度
化
や
全
国

の
観
光
地
・
観
光
産
業
に
お
け
る
観
光

D
X
推
進
等
を
支
援
す
る
。

地
方
を
中
心
と
し
た
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
誘

客
の
戦
略
的
取
組
に
は
4
６
4
億
円
（
同

1
・
06
）
が
計
上
さ
れ
、
新
た
な
イ
ン
バ

ウ
ン
ド
層
の
誘
致
の
た
め
の
コ
ン
テ
ン
ツ

強
化
や
文
化
資
源
を
活
用
し
た
イ
ン
バ
ウ

ン
ド
の
た
め
の
環
境
整
備
等
を
支
援
す

る
。国

内
交
流
拡
大
に
は
4
億
円
（
同
0
・

61
）
が
計
上
さ
れ
、
こ
れ
ま
で
横
ば
い
傾

向
で
あ
っ
た
国
内
旅
行
市
場
に
つ
い
て
、

新
た
な
交
流
市
場
・
観
光
資
源
の
創
出
等

に
対
し
支
援
を
行
う
。

な
お
、
令
和
６
年
度
補
正
予
算
に
お
い

て
は
、
地
方
誘
客
促
進
に
よ
る
イ
ン
バ
ウ

ン
ド
拡
大
、
観
光
地
・
観
光
産
業
の
再
生
・

高
付
加
価
値
化
、
オ
ー
バ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム

対
策
等
の
受
入
環
境
整
備
、
能
登
半
島
地

震
の
観
光
再
生
支
援
と
し
て
５
4
3
億
円

を
計
上
し
て
い
る
。

【
半
島
協
議
会
関
係
】

半
島
振
興
関
係
予
算
の
う
ち
、
半
島
地

域
振
興
対
策
事
業
経
費
と
し
て
0
・
7
億

円
（
前
年
度
同
額
）
が
措
置
さ
れ
た
。
こ

の
う
ち
、
半
島
地
域
の
自
立
的
発
展
に
向

け
た
交
流
・
定
住
促
進
、
産
業
振
興
を
図

る
た
め
、様
々
な
主
体
の
取
組
を
道
府
県
、

市
町
村
等
が
パ
ッ
ケ
ー
ジ
化
し
て
一
体

的
・
広
域
的
に
推
進
す
る
ソ
フ
ト
施
策
の

支
援
を
行
う
半
島
振
興
広
域
連
携
促
進
事

業
に
つ
い
て
、
対
象
事
業
に
防
災
・
物
流

強
化
を
図
る
取
組
が
追
加
さ
れ
た
。

ま
た
、
令
和
６
年
度
補
正
予
算
に
お
い

て
、
条
件
不
利
地
域
に
お
け
る
地
方
活
性

化
の
う
ち
、
半
島
関
連
予
算
と
し
て
2
・

3
億
円
（
前
年
度
1
・
2
億
円
）
が
計
上

さ
れ
た
。
半
島
地
域
の
認
知
度
向
上
に
係

る
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
実
施
や
、
Ｅ
Ｃ
サ

イ
ト
や
ふ
る
さ
と
納
税
サ
イ
ト
、
外
食
等

を
活
用
し
た
販
売
促
進
に
よ
り
、
半
島
地

域
の
活
性
化
を
目
指
す
と
と
も
に
、
半
島

振
興
法
の
延
長
を
見
据
え
、
自
治
体
に
よ

る
半
島
振
興
計
画
の
見
直
し
に
向
け
た
調

査
検
討
を
実
施
す
る
。
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令和７年度国土交通省関係予算国費総括表
（単位：百万円）

項　　　　目 令和７年度
（A）

令和６年度
（B） 備　　　　　考

対前年度
倍　　率
（A）／（B）

治 山 治 水 892,209 1.01 884,407 １．�本表は、内閣府計上の沖縄振興予算のう
ち、国土交通省関係分を含み、国土交通
省計上の北海道開発予算、離島振興予算、
奄美群島振興開発予算等のうち、他省庁
関係分を含まない国土交通省関係予算の
総括表である。

２．�本表から内閣府計上の国土交通省関係分
を除き、国土交通省計上の他省庁関係分
等を加えた国土交通省所管の予算額は、
6兆719億円である。

３．推進費等の内訳は、� � �
　　防災・減災対策等強化事業推進費
� 13,886百万円
　　官民連携基盤整備推進調査費
� 331百万円
　　北海道特定特別総合開発事業推進費
� 4,325百万円
　　社会資本整備円滑化地籍整備事業費
� 1,900百万円
　　である。
４．�行政経費には、一般会計から自動車安全
特別会計への繰戻し6,500百万円を含む。

５．�前年度予算額は、令和７年度との比較対
照のため組み替えて掲記してある。

６．�本表のほか、
　　�委託者の負担に基づいて行う附帯・受託
工事費� 49,475百万円

　　�国土交通省所管の政府情報システムのデ
ジタル庁一括計上分� 32,945百万円

　　東日本大震災復興特別会計（復旧・復興）
�　　　　　　　　　　　　61,426百万円

　　がある。
７．�公共工事等の実施時期の平準化等を図
るため、２か年以上の国債（国庫債務負
担行為）784,362百万円及びゼロ国債
169,715百万円を設定している。

８．�防災・減災、国土強靱化のための５か年
加速化対策に基づく事業等について計画
的かつ円滑な事業執行を図るため、事業
加速円滑化国債196,253百万円を設定し
ている。

９．�公共事業関係計の下段［　］書きは、内
閣府計上の新しい地方経済・生活環境創
生交付金のうち、国土交通省関係事業も
対象となる公共事業関係費（59,777百万
円）を含んだ場合の再計である。

10．�計数は、それぞれ四捨五入しているため
端数において合計とは一致しない場合が
ある。

11．計数は、整理の結果異動することがある。

治 水 859,986 1.01 852,184

海 岸 32,223 1.00 32,223

道 路 整 備 1,672,077 1.00 1,671,492

港 湾 空 港 鉄 道 等 413,580 1.02 403,734

港 湾 245,603 1.00 244,903

空 港 39,614 1.28 30,925

都 市・ 幹 線 鉄 道 22,822 1.00 22,822

新 幹 線 80,372 1.00 80,372

船 舶 交通安全基盤 25,169 1.02 24,712

住 宅 都 市 環 境 整 備 730,158 1.00 730,304

住 宅 対 策 156,060 1.00 156,106

都 市 環 境 整 備 574,098 1.00 574,198

市 街 地 整 備 102,416 1.00 102,516

道 路 環 境 整 備 446,808 1.00 446,808

都 市 水 環 境 整 備 24,874 1.00 24,874

公園水道廃棄物処理等 170,807 1.18 145,161

上 下 水 道 138,375 1.23 112,775

上 下 水 道 6,409 2.07 3,100

水 道 20,269 1.18 17,133

下 水 道 111,697 1.21 92,542

国 営 公 園 等 32,432 1.00 32,386

社 会 資 本 総 合 整 備 1,334,365 0.97 1,377,105

社会資本整備総合交付金 487,410 0.96 506,453

防 災・ 安 全 交 付 金 846,955 0.97 870,652

小　　　　計 5,213,196 1.00 5,212,203

推 進 費 等 20,442 1.03 19,942

一般公共事業計 5,233,638 1.00 5,232,145

災 害 復 旧 等 41,642 0.72 57,949

公共事業関係計 5,275,280 1.00 5,290,094
新しい地方経済・生活環境創生交付金
（59,777百万円）を含んだ場合の再計 5,335,057 1.01

そ の 他 施 設 58,443 1.03 56,947

行 政 経 費 619,039 1.02 606,632

合　　　　計 5,952,762 1.00 5,953,673
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）第0000号 2024年（令和 6年） 0月00日　12

●全国町村会館へのアクセス
・有楽町線・半蔵門線・南北線「永田町駅」
　3番出口徒歩1分
・丸の内線・銀座線「赤坂見附駅」徒歩8分
・タクシー東京駅から約7分

TEL.03（3581）0471
〒100-0014 東京都千代田区永田町1丁目11番35号
ホームページアドレス　https://www.zck.or.jp/kaikan/

3番出口

内
案
ご
の
室
客
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1.　道路局関係予算総括表
（単位：億円）

項　　　　　目 令和７年度決定額�
（A）

令和６年度�
（B）

対前年度倍率�
（A）／（B）

直 轄 事 業 15,959 15,958 1.00

改 築 そ の 他 10,217 10,357 0.99

維 持 修 繕 4,634 4,504 1.03

諸 費 等 1,108 1,096 1.01

補 助 事 業 5,110 5,106 1.00

高規格道路、IC等アクセス道路その他 2,555 2,589 0.99

道 路 メ ン テ ナ ン ス 事 業 2,282 2,260 1.01

道 路 盛 土 の り 面 防 災 対 策 事 業 4 - 皆増

除 雪 133 131 1.02

補 助 率 差 額 136 126 1.08

有 料 道 路 事 業 等 120 120 1.00

合　　計 21,189 21,183 1.00

注１．�道路関係予算合計には、社会資本整備総合交付金からの移行分が含まれており、社会資本整備総合交付金からの移行分を含
まない場合は国費21,185億円［対前年度比1.00］である。

注２．直轄事業の国費には、地方公共団体の直轄事業負担金（2,893億円）を含む。
注３．四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。
※上記の他に、防災・安全交付金（国費8,470億円［対前年度比0.97］）、社会資本整備総合交付金（国費4,874億円［対前年度比
0.96］）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。
※上記の他に、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として、令和７年度予算において社会資本整備総合交付金（国費260億円［対
前年度比1.61］）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。
※上記の他に、直轄道路（権限代行区間を含む）に係る災害復旧事業費（国費85億円）等がある。
※上記の他に、行政部費（国費７億円）およびデジタル庁一括計上分（国費10億円）がある。

2.　水管理・国土保全局関係予算
（単位：億円）

項　　　目 令 和 ７ 年 度
（A）

令 和 ６ 年 度
（B）

対 前 年 度 倍 率
（A）／（B）

一 般 公 共 事 業 費 10,402 10,068 1.03

治 山 治 水 8,770 8,692 1.01

治 水 8,600 8,522 1.01

海 岸 170 170 1.00

住 宅 都 市 環 境 整 備 249 249 1.00

都 市 水 環 境 整 備 249 249 1.00

上　 下　 水　 道 64 31 2.07

水 　 　 　 　 　 道 203 171 1.18

下 水 道 1,117 925 1.21

災 害 復 旧 関 係 費 ＜372＞
300

＜536＞
466

0.69
0.64

公 共 事 業 関 係 10,702 10,535 1.02

行 政 経 費 10 10 0.99

合　　　　計 10,712 10,545 1.02

※１�上記計数には、� �
（1）デジタル庁一括計上分を含まない。� �
（2）個別補助化に伴う増分328�億円を含む。

※２�＜＞書きは、水管理・国土保全局以外の災害復旧関係費の直轄代行分を含む。� �
（上記以外に、省全体で社会資本整備総合交付金4,874億円、防災・安全交付金8,470億円がある。）
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3.　国土政策局関係予算

項　　　　　目 令和７年度�
（A）

令和６年度
（B）

対前年度倍率�
（A）／（B）

Ⅰ．行政経費

１．新たな国土計画の推進（※１）

　⑴新たな国土形成計画の実装

　うち　・二地域居住等の促進・地域生活圏の形成

　⑵国土利用計画の推進

　うち　・市町村管理構想・地域管理構想の策定推進

２．半島、離島、奄美群島、小笠原諸島、豪雪地帯の振興支援（※２）

　うち　・半島地域振興施策の推進

　　　　・離島活性化交付金

　　　　・スマートアイランド

　　　　・奄美群島振興への支援

　　　　・小笠原諸島振興開発施策の推進

　　　　・豪雪地帯対策の推進

３．その他

109

90

38

19

19

4,665

72

1,006

111

2,368

1,039

69

229

141

115

0

26

19

4,730

72

1,011

139

2,380

1,044

84

220

0.77

0.78

皆増

0.73

1.00

0.99

1.00

1.00

0.80

1.00

1.00

0.82

1.04

行　政　経　費　　　計 5,002 5,090 0.98

Ⅱ．公共事業関係費

○推進費等

　　　　・官民連携基盤整備推進調査費

　　　　・防災・減災対策等強化事業推進費

○離島振興及び奄美振興〈一括計上分〉

　　　　・離島振興事業

　　　　・奄美群島振興開発事業

14,217

331

13,886

55,416

37,469

17,947

14,217

331

13,886

56,472

38,288

18,184

1.00

1.00

1.00

0.98

0.98

0.99

公共事業関係費　　　計 69,633 70,689 0.99

合　　　　　　計 74,635 75,779 0.98

（注）１．本表のほか、社会資本整備総合交付金（広域連携事業※１、離島広域活性化事業※２）487,410百万円の内数がある。
　　 ２．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

（単位：百万円）
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令
和
７
年
度
の
農
林
水
産
関
係
当
初
予

算
（
以
下
当
初
予
算
）
は
２
兆
２
、
７
０

６
億
円
（
前
年
度
比
20
億
円
増
）、
令
和

６
年
度
補
正
予
算
（
以
下
６
年
度
補
正
）

は
８
、
６
７
８
億
円
と
な
り
、
合
わ
せ
て

３
兆
１
、
３
８
４
億
円
（
前
年
度
比
５
１

６
億
円
増
）
と
な
っ
た
。

農
林
水
産
省
は
、
改
正
食
料
・
農
業
・

農
村
基
本
法
を
踏
ま
え
、
食
料
の
安
定
供

給
の
確
保
に
向
け
た
構
造
転
換
、
地
域
計

画
を
核
と
し
た
施
策
の
構
築
、
農
村
の
振

興
、
環
境
負
荷
低
減
と
高
い
生
産
性
を
両

立
す
る
新
品
種
・
技
術
の
開
発
、
多
面
的

機
能
の
発
揮
の
た
め
の
経
費
を
計
上
し

た
。
ま
た
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の

実
現
等
に
向
け
た
森
林
・
林
業
・
木
材
産

業
総
合
対
策
、
水
産
資
源
の
適
切
な
管
理

と
水
産
業
の
成
長
産
業
化
等
を
実
施
す
る
。

公
共
事
業
費
は
６
、
９
６
６
億
円
（
前

年
度
比
20
億
円
減
）、
６
年
度
補
正
で
３
、

９
１
７
億
円
が
計
上
さ
れ
、
農
地
の
大
区

画
化
や
汎
用
化
、
治
山
や
森
林
整
備
、
水

産
基
盤
整
備
等
に
充
て
ら
れ
る
。

【
農
業
関
係
】

令
和
７
年
度
の
農
業
関
係
予
算
の
主
な

内
容
は
４
項
目
。

食
料
安
全
保
障
の
強
化
に
つ
い
て
は
、

主
食
用
米
の
需
要
が
減
少
す
る
な
か
、
野

菜
や
麦
・
大
豆
等
の
需
要
の
あ
る
畑
作
物

に
つ
い
て
畑
作
で
の
本
作
化
を
進
め
る
た

め
、
当
初
予
算
で
23
億
円
、
６
年
度
補
正

で
７
２
５
億
円
を
計
上
し
た
。
ま
た
、
畑

地
化
の
進
展
に
伴
い
令
和
７
年
産
に
お
け

る
交
付
対
象
水
田
が
減
少
す
る
こ
と
に
加

え
、
飼
料
用
米
の
一
般
品
種
の
支
援
単
価

が
令
和
６
年
度
に
引
き
続
い
て
段
階
的
に

引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と
等
を
予
算
額
に
反

映
し
、
水
田
活
用
の
直
接
支
払
交
付
金
等

に
お
け
る
当
初
予
算
は
前
年
度
比
１
４
５

億
円
の
減
と
な
る
２
、
８
７
０
億
円
と

な
っ
た
。
さ
ら
に
、
農
林
水
産
物
の
輸
出

促
進
に
つ
い
て
、
生
産
か
ら
現
地
販
売
ま

で
の
一
気
通
貫
し
た
新
た
な
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
の
構
築
に
向
け
た
取
組
、
認
定

品
目
団
体
等
と
連
携
し
た
現
地
市
場
の
開

拓
、
輸
出
先
国
の
規
制
や
ニ
ー
ズ
に
対
応

し
た
大
規
模
輸
出
産
地
の
形
成
等
を
推
進

し
、
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
額
を
５

兆
円
と
す
る
目
標
を
達
成
す
る
た
め
、
当

初
予
算
で
１
２
４
億
円
、
６
年
度
補
正
で

３
９
１
億
円
を
計
上
し
た
。
そ
し
て
、
畜

産
・
酪
農
の
生
産
基
盤
の
維
持
・
強
化
を

図
り
安
定
的
な
供
給
を
確
保
す
る
た
め
、

当
初
予
算
で
12
億
円
、
６
年
度
補
正
で
１

２
３
億
円
を
計
上
。
食
肉
処
理
施
設
・
乳

製
品
加
工
施
設
等
の
再
編
集
約
・
合
理
化
、

産
地
に
お
け
る
自
給
飼
料
の
生
産
に
係
る

取
組
等
を
支
援
す
る
ほ
か
、
物
価
高
騰
等

に
よ
る
和
牛
肉
の
需
要
減
少
に
対
応
す
る

た
め
の
取
組
を
支
援
す
る
。
最
後
に
、
持

続
的
な
食
料
の
供
給
が
可
能
と
な
る
よ

う
、
合
理
的
な
価
格
の
形
成
に
向
け
た
コ

ス
ト
構
造
等
に
関
す
る
調
査
や
コ
ス
ト
指

標
の
作
成
の
促
進
、
消
費
者
等
の
理
解
醸

成
を
図
る
取
組
等
を
支
援
す
る
た
め
、
当

初
予
算
で
１
億
円
、
６
年
度
補
正
で
６
億

円
を
計
上
し
た
。

環
境
と
調
和
の
と
れ
た
食
料
シ
ス
テ
ム

の
確
立
に
つ
い
て
は
、
有
機
農
業
を
は
じ

め
と
す
る
環
境
負
荷
低
減
の
取
組
に
加

え
、
生
産
力
の
向
上
や
気
候
変
動
へ
の
対

応
を
可
能
と
す
る
品
種
改
良
を
支
援
す
る

た
め
、「
環
境
保
全
型
農
業
直
接
支
払
交

付
金
」
に
当
初
予
算
で
28
億
円
、「
み
ど

り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
実
現
技
術
開

発
・
社
会
実
装
促
進
事
業
」
に
当
初
予
算

で
17
億
円
、
６
年
度
補
正
で
10
億
円
を
そ

れ
ぞ
れ
計
上
し
た
。

農
業
の
持
続
的
な
発
展
に
つ
い
て
は
、

地
域
計
画
に
よ
り
明
ら
か
に
な
っ
た
地
域

農
業
の
将
来
像
の
実
現
に
向
け
、
老
朽
化

し
た
共
同
利
用
施
設
に
つ
い
て
次
な
る
修

繕
・
更
新
等
に
係
る
積
立
計
画
の
作
成
を

要
件
に
再
編
集
約
・
合
理
化
を
支
援
し
、

生
産
性
向
上
等
に
よ
る
農
業
の
構
造
転
換

を
推
進
す
る
た
め
、
当
初
予
算
で
２
０
０

億
円
、
６
年
度
補
正
で
４
０
０
億
円
を
計

上
し
た
。
ま
た
、
生
産
性
・
収
益
性
等
の

向
上
や
ス
マ
ー
ト
農
業
の
導
入
に
向
け

て
、
農
業
農
村
整
備
事
業
等
に
よ
る
農
地

の
大
区
画
化
等
を
一
層
推
進
す
べ
く
基
盤

整
備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
国
土
強
靱
化

の
た
め
の
農
業
水
利
施
設
の
更
新
・
長
寿

命
化
を
支
援
す
る
た
め
、当
初
予
算
で
４
、

４
６
４
億
円
、
６
年
度
補
正
で
２
、
０
３
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７
億
円
を
計
上
し
た
。
さ
ら
に
、
農
業
者

の
急
減
が
想
定
さ
れ
る
中
で
こ
れ
か
ら
の

農
業
を
担
う
人
材
を
確
保
し
て
い
く
た

め
、
就
農
に
あ
た
っ
て
の
資
金
交
付
や
初

期
投
資
支
援
、
地
域
に
お
け
る
新
規
就
農

者
の
誘
致
や
就
労
条
件
等
の
労
働
環
境
の

整
備
等
を
支
援
す
る
た
め
、
当
初
予
算
で

１
４
０
億
円
、
６
年
度
補
正
で
67
億
円
を

計
上
し
た
。
最
後
に
、
将
来
像
が
明
確
化

さ
れ
た
地
域
計
画
の
早
期
実
現
を
後
押
し

す
る
た
め
、
地
域
の
中
核
と
な
る
担
い
手

の
農
地
引
受
力
の
向
上
等
に
必
要
な
ス

マ
ー
ト
農
機
を
含
む
農
業
用
機
械
・
施
設

の
購
入
・
リ
ー
ス
導
入
を
支
援
す
る
た
め
、

当
初
予
算
で
20
億
円
、
６
年
度
補
正
で
27

億
円
を
計
上
し
た
。

農
村
の
振
興
に
つ
い
て
は
、
高
齢
化
や

人
口
減
少
に
よ
る
中
山
間
地
域
等
の
機
能

低
下
、
荒
廃
農
地
の
増
大
、
鳥
獣
被
害
の

発
生
等
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、「
多

面
的
機
能
支
払
交
付
金
」に
５
０
０
億
円
、

「
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金
」
に

２
８
５
億
円
を
計
上
。
農
林
水
産
業
に
関

わ
る
地
域
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持
、
農

山
漁
村
の
活
性
化
・
自
立
化
、
鳥
獣
被
害

の
防
止
に
資
す
る
取
組
等
を
支
援
す
る
。

【
林
業
予
算
】

林
業
関
係
予
算
は
経
常
分
３
、
０
６
８

億
円
で
、
前
年
比
65
億
円
増
と
な
っ
た
。

更
に
、令
和
６
年
度
補
正
予
算
と
し
て
１
、

４
１
６
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。
林
野
関

係
公
共
予
算
事
業
の
う
ち
、「
治
山
事
業
」

は
当
初
予
算
６
２
５
億
円
（
前
年
度
比
１

億
円
増
）
に
加
え
、
補
正
予
算
で
３
１
０

億
円
を
計
上
し
た
。
同
事
業
で
は
、豪
雨
・

地
震
等
に
起
因
す
る
山
地
災
害
か
ら
国
民

の
生
命
・
財
産
を
守
る
た
め
、
避
難
路
等

を
保
全
す
る
治
山
対
策
の
強
化
な
ど
、
国

土
強
靱
化
に
向
け
た
取
組
等
を
推
進
す

る
。「
森
林
整
備
事
業
」
で
は
、
１
、
２

５
６
億
円
（
前
年
度
比
２
億
円
増
）
と
補

正
予
算
に
よ
る
５
０
６
億
円
を
確
保
し

た
。
同
事
業
で
は
、
森
林
吸
収
源
の
機
能

強
化
・
国
土
強
靱
化
に
向
け
た
、
間
伐
、

主
伐
後
の
再
造
林
、
幹
線
と
な
る
林
道
の

開
設
・
改
良
等
の
推
進
に
加
え
、
花
粉
症

発
生
源
対
策
と
し
て
伐
採
・
植
替
え
、
路

網
整
備
等
を
推
進
す
る
。

非
公
共
分
野
で
は
、「
林
業
・
木
材
産

業
循
環
成
長
対
策
」
で
62
億
円
を
計
上
し

た
。
同
対
策
で
は
、
路
網
の
整
備
・
機
能

強
化
、
搬
出
間
伐
の
実
施
、
再
造
林
の
低

コ
ス
ト
化
、
エ
リ
ー
ト
ツ
リ
ー
の
安
定
供

給
、
高
性
能
林
業
機
械
の
導
入
と
と
も
に
、

木
材
加
工
流
通
施
設
の
整
備
や
木
造
公
共

建
築
物
の
整
備
、森
林
由
来
Ｊ

－

ク
レ
ジ
ッ

ト
等
森
林
価
値
の
活
用
等
を
支
援
す
る
。

最
後
に
、「
森
林
の
集
約
化
モ
デ
ル
地

域
実
証
事
業
」
と
し
て
新
た
に
５
億
円
を

計
上
し
た
。市
町
村
、都
道
府
県
、森
林
保

有
者
、
森
林
組
合
、
林
業
経
営
体
、
川
中
・

川
下
事
業
者
等
の
関
係
者
が
、
所
有
者
不

明
森
林
を
含
め
、
循
環
利
用
に
取
り
組
む

経
営
体
へ
森
林
の
集
積
・
集
約
化
を
進
め

る
た
め
の
、
地
域
の
森
林
の
将
来
像
の
作

成
・
共
有
、境
界
確
定
、関
係
者
間
で
の
デ

ジ
タ
ル
森
林
情
報
の
共
有
等
を
支
援
す
る
。

【
水
産
関
係
】

水
産
関
係
当
初
予
算
の
総
額
は
１
、
８

５
９
億
円（
前
年
度
比
50
億
円
減
）と
な
っ

た
。
６
年
度
補
正
で
は
１
、
３
２
４
億
円

を
計
上
し
て
お
り
、
当
初
予
算
と
６
年
度

補
正
の
合
計
は
３
、
１
８
３
億
円
で
、
前

年
度
比
13
億
円
増
と
な
っ
た
。

水
産
関
係
公
共
事
業
の
「
水
産
基
盤
整

備
事
業
」は
、当
初
予
算
で
７
３
１
億
円（
前

年
度
比
１
億
円
増
）、
６
年
度
補
正
で
３
２

０
億
円
を
計
上
し
、
拠
点
漁
港
等
の
流
通

機
能
強
化
と
養
殖
拠
点
整
備
に
よ
る
水
産

業
の
成
長
産
業
化
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、

環
境
変
化
に
対
応
し
た
漁
場
整
備
や
藻
場
・

干
潟
の
保
全
・
創
造
、
C
O
２
排
出
抑
制
・

固
定
化
に
資
す
る
漁
港
・
漁
場
の
整
備
、

漁
港
施
設
の
耐
震
・
耐
津
波
化
や
長
寿
命

化
等
に
よ
る
漁
業
地
域
の
防
災
・
減
災
・

国
土
強
靱
化
対
策
、
漁
港
利
用
促
進
の
た

め
の
環
境
整
備
等
の
推
進
を
行
う
。

漁
業
経
営
安
定
対
策
と
し
て
、「
漁
業

収
入
安
定
対
策
事
業
」
は
当
初
予
算
で
１

６
０
億
円
、
６
年
度
補
正
で
２
２
５
億
円

を
計
上
。
漁
獲
変
動
等
に
伴
う
減
収
を
補

填
す
る
漁
業
収
入
安
定
対
策
（
積
立
ぷ
ら

す
）
等
を
実
施
す
る
。「
漁
業
経
営
セ
ー

フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
構
築
事
業
」
に
は
、
当

初
予
算
で
８
億
円
、
６
年
度
補
正
で
３
２

１
億
円
を
計
上
し
、
燃
油
・
配
合
飼
料
の

価
格
が
一
定
の
基
準
を
超
え
て
上
昇
し
た

場
合
の
補
填
金
を
交
付
し
、
漁
業
者
の
減

収
補
填
を
図
る
。

食
料
安
全
保
障
の
強
化
に
向
け
た
構
造

転
換
対
策
等
に
関
し
て
は
、「
持
続
的
な

食
料
シ
ス
テ
ム
確
立
緊
急
対
策
事
業
」
に

６
年
度
補
正
予
算
で
47
億
円
を
計
上
し

た
。
食
品
製
造
業
者
に
よ
る
産
地
連
携
の

強
化
に
向
け
た
機
械
等
の
貸
与
や
国
産
原

材
料
の
取
扱
量
増
加
に
伴
う
機
会
の
導
入

等
を
支
援
す
る
。

資
源
調
査
・
評
価
の
充
実
と
新
た
な
資

源
管
理
の
着
実
な
推
進
に
は
当
初
予
算
で

88
億
円
（
前
年
度
比
30
億
円
増
）
を
計
上
。

海
洋
環
境
の
変
化
を
踏
ま
え
た
高
度
な
資

源
評
価
の
実
現
に
向
け
、
新
た
な
技
術
を

活
用
し
た
調
査
船
調
査
や
漁
船
活
用
調
査

等
を
実
施
し
、
資
源
調
査
・
評
価
の
体
制

を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
最
大
持
続
生
産

量
（
M
S
Y
）
を
ベ
ー
ス
と
す
る
資
源
評

価
の
精
度
向
上
等
を
推
進
す
る
。

増
大
す
る
リ
ス
ク
も
踏
ま
え
た
水
産
業

の
成
長
産
業
化
の
実
現
と
し
て
、
漁
船
等

の
リ
ー
ス
方
式
に
よ
る
導
入
支
援
に
当
初

予
算
で
30
億
円
を
計
上
。
併
せ
て
、「
漁

業
構
造
改
革
総
合
対
策
事
業
（
も
う
か
る

漁
業
）」
に
は
当
初
予
算
で
12
億
円
（
前

年
度
比
１
億
円
減
）
を
計
上
し
、
漁
業
所

得
の
向
上
を
目
指
す
漁
業
者
の
取
組
を
支

援
す
る
。
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

令和７年度 農林水産関係予算の骨子
総括表

（単位：億円）

区　　　　分 令和６年度
予算額

令和７年度
概算決定額

令和６年度
補正追加額

農 林 水 産 予 算 総 額 22,686 22,706 8,678
（対前年度比） － 100.1%

1.　 公 共 事 業 費 6,986 6,966 3,917
（対前年度比） － 99.7%

　　 一 般 公 共 事 業 費 6,784 6,786 3,201
（対前年度比） － 100.0%

　　 災 害 復 旧 等 事 業 費 202 180 716
（対前年度比） － 89.1%

2.　 非 公 共 事 業 費 15,700 15,741 4,761
（対前年度比） － 100.3%

（注）１　�⾦額は関係ベース。
　　�２　計数整理の結果、異動を生じることがある。
　　�３　計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。

公共事業費一覧
（単位：億円）

区　　　　分 令和６年度
予算額

令和７年度
概算決定額

令和６年度
追加額

農 業 農 村 整 備 3,326 3,331 2,037
（対前年度比） 100.2%

林 野 公 共 1,877 1,880 817
（対前年度比） 100.2%

治 山 624 625 310
（対前年度比） 100.2%

森 林 整 備 1,254 1,256 506
（対前年度比） 100.2%

水 産 基 盤 整 備 730 731 320
（対前年度比） 100.2%

海 岸 81 81 28
（対前年度比） 100.0%

農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金 770 762 -
（対前年度比） 99.0%

一 般 公 共 事 業 費 計 6,784 6,786 3,201
（対前年度比） 100.0%

災 害 復 旧 等 202 180 716
（対前年度比） 89.1%

公 共 事 業 費 計 6,986 6,966 3,917
（対前年度比） 99.7%

（注）��１　⾦額は、関係ベース。� �
２　計数整理の結果、異動を生じることがある。� �
３　計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。� �
４　農業農村整備事業関係予算は、6,500億円。その内訳は以下のとおり。

� ・�農業農村整備事業　3,331億円
� ・�農山漁村地域整備交付⾦のうち農業農村整備分　584億円
� ・�非公共の農業農村整備関連事業　548億円�

（農地耕作条件改善事業、畑作等促進整備事業、農業水路等長寿命化・防災減災事業、農山漁村振興交付⾦）
� ・�６年度補正額（農業農村整備事業）　2,037億円
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

令和 ７ 年度農林水産関係予算の重点事項

７年度当初予算　　２兆2,706億円（２兆2,686億円）
〔このほか（独）農畜産業振興機構による特別対策 100億円〕

６年度補正予算　8,678億円

（※）各事項の下段（　）内は、令和６年度当初予算額

Ⅰ　食料安全保障の強化

１ 食料の安定供給の確保に向けた構造転換
◎　海外依存度の高い品目の生産拡大の推進

【７年度当初】 【６年度補正】
・水田活用の直接支払交付金等 2,870億円（ 3,015億円）

（水田活用の直接支払交付金）2,760億円の内数（2,905億円の内数） （畑作物産地形成促進事業） 160億円
（コメ新市場開拓等促進事業） 110億円 （　110億円）
（畑地化促進助成） 2,760億円の内数（2,905億円の内数） （畑地化促進事業） 450億円

・水田農業の高収益化の推進＜一部公共＞ （畑地化促進助成） 2,760億円の内数（2,905億円の内数） （農業農村整備事業） 2,037億円の内数

（持続的生産強化対策事業） 142億円の内数（1４８億円の内数）
（強い農業づくり総合支援交付金） 120億円の内数（121億円の内数）
（農業農村整備事業） 3,331億円の内数（3,326億円の内数）

・小麦・大豆の国産化の推進＜一部公共＞ （国産小麦・大豆供給力強化総合対策） 0.4億円（　 １億円） （国産小麦・大豆供給力強化総合対策） 50億円
（持続的生産強化対策事業） 142億円の内数（148億円の内数） （新基本計画実装・農業構造転換支援事業） 

400億円の内数

（共同利用施設の整備等） 200億円の内数（121億円の内数） （産地生産基盤パワーアップ事業） 110億円の内数

（農業農村整備事業）3,331億円の内数（3,326億円の内数） （農業農村整備事業） ４61億円の内数

（畑作等促進整備事業） 22億円（　 22億円）
（農地耕作条件改善事業） 198億円の内数（198億円の内数）

・米粉の需要創出・利用促進対策 20億円

◎　農業の生産基盤の強化
【７年度当初】 【６年度補正】

・持続的生産強化対策事業 1４2億円 （　1４８億円） （国産野菜サプライチェーン連携強化緊急対策事業）
６億円

　ア　加工・業務用野菜の国産シェア奪還 ４億円（　 ８億円）
　イ　果樹の生産増大対策 53億円（　 51億円）
　ウ　花き支援対策 ７億円（　 ７億円）
　エ　茶・薬用作物等支援対策 12億円（　 11億円）
・共同利用施設の整備等 200億円 （　121億円） （新基本計画実装・農業構造転換支援事業）

400億円
（強い農業づくり総合支援交付金） 120億円（　121億円） （産地生産基盤パワーアップ事業） 110億円
（新基本計画実装・農業構造転換支援事業） 80億円（ 　 －　  ）

・米穀周年供給・需要拡大支援事業 50億円 （　 50億円）
・畑作物産地生産体制確立・強化緊急対策事業 58億円
・甘味資源作物生産支援対策 106億円 （　107億円） 60億円
・加工施設再編等緊急対策事業 15億円
・協同農業普及事業交付金 2４億円 （　 2４億円）
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

◎　畜産・酪農の生産基盤の強化
【７年度当初】 【６年度補正】

・畜産クラスター等による生産基盤の維持・強化 （畜産クラスター事業等）
（所要額）371億円

（畜産生産性向上等緊急支援対策）
6４億円の内数

・和牛肉需要拡大緊急対策 170億円
・国産牛乳乳製品需要拡大・競争力強化対策 （所要額）103億円
・畜産生産体制の強化 ８億円（　 ８億円） 50億円
・畜産・酪農における環境負荷低減等の取組の推進 （飼料生産基盤立脚型酪農・肉用牛産地支援）

56億円（ 　 －　  ）
（農山漁村地域整備交付） 762億円の内数（770億円の内数）

（持続可能性配慮型畜産推進事業） １億円（　 １億円）
・家畜・食肉等の流通体制の強化 12億円（　 2４億円） 123億円
・養蜂支援対策 ２億円（　 ２億円）
・肉用牛緊急特別対策 ［ALIC事業で実施］100億円

◎　安定的な輸入及び備蓄の確保
【７年度当初】 【６年度補正】

・食料・生産資材の安定的なサプライチェーンの確保 0.3億円（　 0.3億円） ３億円
・国際協力の推進 27億円（　 27億円） ７億円
・不測時に備えた食料供給体制強化対策 １億円（　 １億円） ７億円

２ 生産資材の確保・安定供給
◎　肥料の国産化・安定供給

【７年度当初】 【６年度補正】
0.3億円（　 0.3億円） 6４億円

◎　国産飼料の生産・利用拡大、飼料の安定供給
【７年度当初】 【６年度補正】

・国産飼料の生産・利用拡大 （飼料生産基盤立脚型酪農・肉用牛産地支援）
56億円（ 　 －　  ）

（所要額）133億円

・草地関連基盤整備＜公共＞ 3,331億円の内数（3,326億円の内数） 760億円の内数

・飼料の安定供給 （飼料備蓄・増産流通合理化事業）
18億円の内数（1８億円の内数）

◎　その他の生産資材の国内代替転換等
【７年度当初】 【６年度補正】

・燃油・資材の森林由来資源への転換等対策 （林業・木材産業循環成長対策のうち木質バイオマス・特用林産物関係）
62億円（　 65億円）

17億円

・養殖業における飼料原材料の転換等対策 ３億円（　 ３億円） 16億円

３ 合理的な価格の形成
【７年度当初】 【６年度補正】

１億円（　 0.3億円） ６億円

４ 円滑な食品アクセスの確保
◎　物流革新に向けた取組の推進

【７年度当初】 【６年度補正】
（持続可能な食品等流通対策事業） １億円（　 ２億円） 30億円
（強い農業づくり総合支援交付金） 120億円の内数（121億円の内数）

（持続的生産強化対策事業） 142億円の内数（1４８億円の内数）

◎　買物困難者、経済的に困窮している者の食品アクセスの確保
【７年度当初】 【６年度補正】

（食品アクセス総合対策事業） １億円（　 １億円） （食品アクセス確保緊急支援事業）５億円
（持続可能な食品等流通対策事業） １億円の内数（２億円の内数） （持続可能な食品等流通緊急対策事業）

30億円の内数

2025年（令和 7年） 2月 3日　40第3308号

p38-45 3308 政策-農林水産省-図表.indd   40p38-45 3308 政策-農林水産省-図表.indd   40 2025/01/28   10:21:522025/01/28   10:21:52
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政　策

５ 農産物・食品の輸出の促進
◎　輸出産地の形成・供給体制の強化

【７年度当初】 【６年度補正】
・輸出産地・事業者の育成・展開 6８億円（　 ４４億円） 295億円
・輸出促進に向けた環境整備 （輸出環境整備推進事業） 13億円（　 13億円） （輸出環境整備緊急対策事業）10億円

（輸出物流構築緊急対策事業）５億円

◎　戦略的な輸出の体制の整備・強化
【７年度当初】 【６年度補正】

・海外での輸出支援体制の確立 ２億円（　 ２億円） 13億円
・オールジャパンでのマーケットイン輸出の取組強化 2４億円（　 26億円） 63億円

◎　知的財産の保護・活用の強化
【７年度当初】 【６年度補正】

・知的財産の実効的な保護・活用と海外流出の防止 ５億円（　 ５億円） （輸出環境整備緊急対策事業）10億円の内数

・地理的表示活用推進支援事業 １億円（　 １億円）

６ 国民理解の醸成
【７年度当初】 【６年度補正】

（消費者理解醸成・行動変容推進事業） 0.5億円（　0.5億円）
（農山漁村振興交付金） 74億円の内数（８４億円の内数）

（消費・安全対策交付金等）22億円の内数（20億円の内数）
（みどりの食料システム戦略推進総合対策） ６億円の内数（７億円の内数）

７ 食品産業（食品製造業、外食産業、食品関連流通業）の持続的な発展
◎　農業と食品産業の連携強化

【７年度当初】 【６年度補正】
１億円（　 　-　　　　） ４7億円

◎　食品産業における持続可能性に配慮した取組の促進
【７年度当初】 【６年度補正】

・サステナビリティ課題解決支援 １億円（　 　-　　　　）
・食品ロス削減・プラスチック資源循環対策 １億円（　 １億円） ３億円
・フードテックなどの新技術の活用 １億円（　 １億円） ３億円

Ⅱ　農業の持続的な発展

１ 地域計画を核とした施策の構築
◎　地域計画実現総合対策

【７年度当初】 【６年度補正】
384億円

・強い農業づくり総合支援交付金
・ 新基本計画実装・農業構造転換

支援事業
・新規就農者育成総合対策
・農地利用効率化等支援交付金

等

664億円
・ 新基本計画実装・農業構造転換支援事業
・ スマート農業・農業支援サービス事業

導入総合サポート緊急対策事業
・ 機構集積協力金交付緊急対策事業
・新規就農者確保緊急円滑化対策
・担い手確保・経営強化支援事業

等
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政　策

◎　地域の農業を担う者の事業展開の促進
【７年度当初】 【６年度補正】

・意欲ある農業者の経営発展の促進 （農地利用効率化等支援交付金） 20億円（　 11億円） （担い手確保・経営強化支援事業） 27億円
（担い手経営発展支援金融対策事業） 69億円

・集落営農連携促進等事業 ２億円（　 ３億円）
・農業経営・就農支援体制整備推進事業 ６億円（　 ５億円）

◎　農地の集積・集約の取組の加速化
【７年度当初】 【６年度補正】

・農地中間管理機構を活用した農地の集約化の推進 ４3億円（　 ４6億円） 80億円
・農業委員会による農地利用の最適化の推進 122億円（　126億円）
・所有者不明農地の発生防止・活用 １億円（　 　-　　　　）
・ スマート農業技術等の活用の促進に資する基盤

整備の推進
（農業農村整備事業） 3,331億円の内数（3,326億円の内数）（農業農村整備事業）2,037億円の内数

（農地耕作条件改善事業） 198億円の内数（198億円の内数）
（農山漁村振興交付金） 74億円の内数（84億円の内数）

◎　農業人材の育成・確保
【７年度当初】 【６年度補正】

・農業支援サービス事業体の育成・確保 0.3億円（　 0.5億円） 100億円の内数

・新規就農者の育成 107億円（　 96億円） 54億円
・農業労働力等の確保 32億円（　 2８億円） 13億円の内数

・女性の活躍推進 １億円（　 １億円） 13億円の内数

・多様な農業人材の意欲的な取組の推進 （持続的生産強化対策事業） 142億円の内数（148億円の内数）
（農業支援サービス事業体の育成・確保） 0.3億円（  0.5億円）
（多面的機能支払交付金） 500億円の内数（486億円の内数）
（中山間地域等直接支払交付金） 285億円の内数（261億円の内数）
（農山漁村振興交付金） 74億円の内数（84億円の内数）
（新規就農者育成総合対策）107億円の内数（96億円の内数）
（農業経営・就農支援体制整備推進事業） ６億円（　 ５億円）

（集落営農連携促進等事業） ２億円（　 ３億円）
等

（農業支援サービス事業体の育成・確保）
100億円の内数

（新規就農者確保緊急円滑化対策）
54億円の内数

（中山間地域等対策）14億円の内数

等

２ 生産性の向上に資するスマート農業の実用化等の推進
【７年度当初】 【６年度補正】

・スマート農業技術活用促進集中支援プログラム 182億円
・ スマート農業技術活用促進総合

対策
・強い農業づくり総合支援交付金
・農地利用効率化等支援交付金

等

278億円
・ スマート農業技術開発・供給加

速化緊急総合対策
・ スマート農業・農業支援サービ

ス事業導入総合サポート緊急対
策事業

等
・スマート農業技術・革新的新品種の開発・供給 52億円（　 ４４億円） 63億円
・スマート農業技術・サービス事業の導入の加速化 0.3億円（　 0.5億円） 100億円

３ 農業生産基盤の整備・保全
【７年度当初】 【６年度補正】

・農業農村整備事業＜公共＞ 3,331億円 （ 3,326億円） 2,037億円
・農地耕作条件改善事業 19８億円 （　19８億円）
・農業水路等長寿命化・防災減災事業 2８2億円 （　2８2億円）
・畑作等促進整備事業 22億円（　 22億円）
・農山漁村地域整備交付金＜公共＞ 762億円 （　770億円）
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４ 経営安定対策の充実
【７年度当初】 【６年度補正】

・畑作物の直接支払交付金 （所要額） 2,024億円 （ 1,992億円）
・収入減少影響緩和対策交付金 （所要額） 446億円 （　４19億円）
・収入保険制度の実施 399億円（　348億円）

うち事務費負担金及び収入保険加入支援事業
30億円（　 29億円）

・農業共済事業の実施 （所要額） 801億円 （　８1４億円）
うち事務費負担金 336億円（　335億円）

・野菜価格安定対策事業 （所要額） 156億円 （　156億円）
・施設園芸等燃料価格高騰対策 29億円
・畜産・酪農経営安定対策 （所要額） 2,303億円 （ 2,296億円）

５ 家畜伝染病、病害虫等への対応強化
【７年度当初】 【６年度補正】

・家畜衛生等総合対策 77億円（　 ８８億円） ８４億円
・消費・安全対策交付金 19億円（　 17億円） 11億円
・総合防除の推進 （消費・安全対策交付金等） 20億円の内数（18億円の内数） （みどりの食料システム戦略緊急対策事業）

38億円の内数

（みどりの食料システム戦略推進総合対策） ６億円の内数（７億円の内数）

Ⅲ　農村の振興（農村の活性化）

１ 「しごと」「くらし」「活力」「土地利用」に着目した農村の振興
【７年度当初】 【６年度補正】

・農山漁村振興交付金 7４億円（　 ８４億円） 13億円
・農業農村整備事業＜公共＞（再掲） 3,331億円 （ 3,326億円） 2,037億円
・中山間地農業ルネッサンス事業＜一部公共＞ ４12億円 （　４11億円）
・中山間地域等対策 14億円

このほか関係中山間地域優先枠
95億円

２ 鳥獣被害防止対策等
【７年度当初】 【６年度補正】

・鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 100億円（　100億円） 55億円
・特殊自然災害対策施設緊急整備事業 ３億円（　 ３億円）

３ 有明海再生対策
【７年度当初】 【６年度補正】

・有明海再生加速化対策交付金 10億円（ 　 －　  ）
・調査・技術開発・実証の実施 1８億円（　 1８億円）

Ⅳ　みどりの食料システム戦略による環境負荷低減に向けた取組強化

１ 環境負荷低減と高い生産性を両立する新品種・技術の開発
【７年度当初】 【６年度補正】

・ みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装
促進事業

17億円（　 1８億円） 10億円

・ムーンショット型農林水産研究開発事業 １億円（　 １億円） 20億円
・「知」の集積と活用の場によるイノベーションの創出 2８億円（　 29億円） ４億円
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２ 環境負荷低減の取組の推進と関係者の行動変容の促進、理解醸成
【７年度当初】 【６年度補正】

・環境保全型農業直接支払交付金 2８億円（　 26億円）
・みどりの食料システム戦略推進総合対策 ６億円（　 ７億円） 3８億円
・ 強い農業づくり総合支援交付金、農地利用効率

化等支援交付金
139億円の内数（131億円の内数）

・畜産・酪農における環境負荷低減の取組の推進 （飼料生産基盤立脚型酪農・肉用牛産地支援） 56億円（　 　-　　　　）
（農山漁村地域整備交付金） 762億円の内数（770億円の内数）

・食品産業における持続可能性に配慮した取組の促進 ２億円（　 １億円） ６億円
・森林・林業・木材産業によるグリーン成長の実現 1４４億円 （　1４４億円） 459億円
・水産業における持続可能性の確保 15億円（　 1４億円） 222億円

Ⅴ　多面的機能の発揮

【７年度当初】 【６年度補正】
・多面的機能支払交付金 500億円 （　４８6億円）
・中山間地域等直接支払交付金 2８5億円 （　261億円）
・環境保全型農業直接支払交付金（再掲） 2８億円（　 26億円）

Ⅵ　カーボンニュートラルの実現・花粉症解決に向けた森林・林業・木材産業総合対策

【７年度当初】 【６年度補正】
・森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 1４４億円 （　1４４億円） （林業・木材産業国際競争力強化総合対策）

459億円
（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策）

56億円
　ア　森林の集約化モデル地域実証事業 ５億円（　 　-　　　　）
　イ　林業・木材産業循環成長対策 62億円（　 65億円） 116億円
　ウ　林業デジタル・イノベーション総合対策 ３億円（　 ４億円） ５億円
　エ　建築用木材供給・利用強化対策 10億円（　 10億円） 24億円
　オ　木材需要の創出・輸出力強化対策 ３億円（　 ３億円） ４億円
　カ　森林・林業担い手育成総合対策 ４7億円（　 ４7億円） ６億円
　キ　林業・木材産業金融対策 ４億円（　 ４億円）
　ク　森林・山村地域活性化振興対策 10億円（　 ９億円）
・花粉症解決に向けた緊急総合対策＜一部公共＞ 57億円

（林業・木材産業国際競争力強化総合対策）
459億円の内数

・森林整備事業＜公共＞ 1,256億円 （ 1,254億円） 506億円
・治山事業＜公共＞ 625億円 （　62４億円） 310億円
・農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 762億円 （　770億円）

Ⅶ　水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化

◎　海洋環境の変化も踏まえた水産資源管理の着実な実施
【７年度当初】 【６年度補正】

・漁業経営安定対策の着実な実施
　ア　漁業収入安定対策事業 160億円 （　202億円） 225億円
　イ　漁業経営セーフティーネット構築事業 ８億円（　 1８億円） 321億円
・資源調査・評価の充実と新たな資源管理の着実な推進 ８1億円（　 59億円の内数） ７億円
・漁業取締・密漁監視体制の強化等 1４9億円 （　155億円） 74億円
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

◎　増大するリスクも踏まえた水産業の成長産業化の実現
【７年度当初】 【６年度補正】

・沿岸漁業の競争力強化 30億円（　 30億円） （水産業競争力強化緊急事業）
うち漁船導入緊急支援事業 70億円
うち機器等導入緊急対策事業 20億円

・沖合・遠洋漁業の競争力強化 1８億円（　 17億円） （水産業競争力強化緊急事業）
うち漁業構造改革総合対策事業 70億円

・養殖業の成長産業化 （養殖業成長産業化推進事業） ３億円（　 ３億円） １億円
（漁業構造改革総合対策事業） 12億円の内数（11億円の内数） （水産業競争力強化緊急事業）

うち漁業構造改革総合対策事業 70億円の内数

・不漁に対応した操業体制緊急構築実証事業 ５億円
・内水面及びさけ・ます等栽培資源総合対策 13億円（　 1４億円）
・漁業・漁村を支える人材の確保・育成 ４億円（　 ５億円） ５億円
・水産業のスマート化の推進 ２億円の内数（　 ２億円の内数） ３億円の内数

５億円の内数

・漁協系統組織の経営の健全化・基盤強化等 ３億円（　 ３億円） （水産業競争力強化緊急事業）
うち広域浜プラン緊急対策事業 10億円

・ 水産物の持続的・安定的な供給に向けた持続可
能な加工・流通システムの推進

６億円（　 ６億円） ７億円
（特定水産物供給平準化事業）

・捕鯨対策 （所要額） 51億円（　 51億円）

◎　地域を支える漁村の活性化の推進、安全・安心の確保
【７年度当初】 【６年度補正】

・浜の活力再生・成長促進交付金 20億円（　 20億円） （水産業競争力強化緊急事業）
うち緊急施設整備事業 45億円

・水産多面的機能の発揮等 35億円（　 3８億円） ７億円
・海業の全国的な展開 ３億円（ 　 －　  ） ２億円
・赤潮対策 20億円

◎　水産基盤の整備、漁港機能の再編・集約化と強靱化の推進
【７年度当初】 【６年度補正】

・水産基盤整備事業＜公共＞ 731億円 （　730億円） 320億円
・漁港の機能増進 （漁港機能増進事業） ２億円（　 ５億円） （水産業競争力強化緊急事業）

うち緊急施設整備事業 ５億円
（浜の活力再生・成長促進交付金） 20億円の内数（20億円の内数） （水産業競争力強化緊急事業）

うち緊急施設整備事業 45億円の内数

・農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 762億円の内数（770億円の内数）

Ⅷ　防災・減災、国土強靱化と災害復旧等の推進   

◎　防災・減災、国土強靱化の推進
【７年度当初】 【６年度補正】

・農業水利施設、ため池等の対策＜公共＞ 1,116億円
・治山施設の設置等による対策＜公共＞ 310億円
・森林整備による対策＜公共＞ 201億円
・漁業地域の対策＜公共＞ 280億円
・海岸堤防等の対策＜公共＞ 28億円
・卸売市場施設の対策 ２億円
・園芸産地における対策 ３億円

◎　災害被害の復旧・復興
【７年度当初】 【６年度補正】

・災害復旧等事業＜公共＞ 1８0億円 （　202億円） 716億円
・ 令和６年能登半島地震及び令和６年９月の豪雨

への対応
（農地利用効率化等支援交付金のうち 
被災農業者支援タイプ） ２億円

　ア　 農業機械・施設等の再建、営農再開に向け
た支援

（持続的生産強化対策事業のうち 
産地緊急支援対策） ７億円

　イ　被災木材加工流通施設等緊急復旧対策 １億円
　ウ　水産業共同利用施設、漁船等の復旧 ５億円
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【
文
部
科
学
省
関
係
予
算
の
概
要
】

令
和
７
年
度
の
文
部
科
学
省
予
算
案

は
、
総
額
５
兆
4
，
0
2
9
億
円
で
、
前

年
度
比
６
４
５
億
円
の
増
額
と
な
っ
た
。

主
な
内
容
と
し
て
、
学
校
に
お
け
る
働

き
方
改
革
の
更
な
る
加
速
化
、
教
師
の
処

遇
改
善
、
学
校
の
指
導
・
運
営
体
制
の
充

実
、教
師
の
育
成
支
援
の
一
体
的
な
推
進
、

G
I
G
A
ス
ク
ー
ル
構
想
の
着
実
な
推

進
と
学
校
D
X
の
加
速
、
誰
一
人
取
り

残
さ
れ
な
い
学
び
の
保
障
に
向
け
た
不

登
校
、
い
じ
め
対
策
等
の
推
進
を
掲
げ
て

い
る
。

具
体
的
な
内
容
は
以
下
の
と
お
り
で

あ
る
。

○
質
の
高
い
公
教
育
の
再
生

「
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
」
に
は
１

兆
６
，
2
１
0
億
円
が
計
上
。
教
科
指
導

の
専
門
性
を
持
っ
た
教
師
に
よ
る
小
学
校

高
学
年
の
教
科
担
任
制
の
推
進
や
、
小
学

校
に
お
け
る
35
人
学
級
の
推
進
と
し
て
令

和
７
年
度
は
第
６
学
年
の
学
級
編
成
の
標

準
を
35
人
に
引
き
下
げ
る
な
ど
、
義
務
教

育
9
年
間
を
見
通
し
た
指
導
体
制
に
よ
る

質
の
高
い
教
育
の
実
現
を
図
る
。

ま
た
、
教
師
の
処
遇
改
善
と
し
て
、
教

職
調
整
額
の
水
準
を
令
和
７
年
度
に
５
％

に
引
き
上
げ
、
令
和
12
年
度
ま
で
に
10
％

ま
で
段
階
的
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
て

い
る
。
そ
の
他
、
校
長
・
教
頭
等
の
本
給

の
改
善
、
学
級
担
任
の
職
務
の
重
要
性
や

負
荷
を
踏
ま
え
た
義
務
教
育
等
教
員
特
別

手
当
の
見
直
し
、
産
休
・
育
休
代
替
教
職

員
の
安
定
的
な
確
保
の
た
め
の
国
庫
負
担

金
算
定
の
見
直
し
を
行
う
。

教
職
員
定
数
に
つ
い
て
は
、
＋
５
，
８

2
７
人
の
定
数
改
善
を
行
う
。
小
学
校
に

お
け
る
教
科
担
任
制
や
中
学
校
に
お
け
る

生
徒
指
導
担
当
、
貧
困
や
離
島
・
過
疎
地

域
な
ど
個
々
の
学
校
が
抱
え
る
課
題
へ
の

対
応
等
に
充
て
ら
れ
る
。

「
G
I
G
A
ス
ク
ー
ル
構
想
支
援
体
制

整
備
事
業
」
に
は
５
億
円
を
計
上
。
１
人

１
台
端
末
の
日
常
的
な
利
活
用
が
進
む

中
、
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
速
度
の
改
善
や

学
校
D
X
の
た
め
の
基
盤
構
築
な
ど
、
各

自
治
体
の
課
題
や
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
支
援

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

「
部
活
動
の
地
域
連
携
や
地
域
ク
ラ
ブ

活
動
移
行
」
に
は
37
億
円
を
計
上
。
地
域

ク
ラ
ブ
活
動
へ
の
移
行
に
向
け
た
実
証
事

業
や
部
活
動
改
革
を
推
進
し
て
い
く
う
え

で
必
要
な
部
活
動
指
導
員
の
配
置
支
援
、

地
域
に
お
け
る
新
た
な
ス
ポ
ー
ツ
環
境
の

構
築
に
充
て
ら
れ
る
。

な
お
、
部
活
動
の
地
域
連
携
や
地
域
ク

ラ
ブ
活
動
へ
の
移
行
の
改
革
推
進
期
間

は
令
和
７
年
度
ま
で
と
な
っ
て
お
り
、
今

後
の
部
活
動
の
在
り
方
に
つ
い
て
現
在
検

討
が
行
わ
れ
て
い
る
。

○
新
し
い
時
代
の
学
び
の
実
現
に
向
け
た

学
校
施
設
の
整
備
等

「
公
立
学
校
施
設
の
整
備
」
に
は
６
８

１
億
円
を
計
上
。
こ
ど
も
た
ち
の
多
様
な

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
教
育
環
境
の
向
上
と
老

朽
化
対
策
の
一
体
的
整
備
、
避
難
所
と
し

て
の
防
災
機
能
強
化
、
学
校
施
設
の
Ｚ
Ｅ

Ｂ
化
等
を
目
指
す
。
具
体
的
な
支
援
策
と

し
て
、
標
準
仕
様
の
抜
本
的
見
直
し
や
物

価
変
動
の
反
映
等
に
よ
る
対
前
年
度
比

10
・
0
％
増
の
単
価
改
定
を
行
う
。

ま
た
、
特
別
支
援
学
校
の
教
室
不
足
解

消
に
向
け
た
環
境
整
備
等
の
た
め
の
改
修

等
の
補
助
率
引
上
げ（
１
／
３
→
１
／
2
）

の
時
限
延
長
（
令
和
9
年
度
ま
で
）
や
、

屋
外
教
育
環
境
の
整
備
に
関
す
る
事
業
の

補
助
時
限
の
延
長
（
令
和
11
年
度
ま
で
）

が
盛
り
込
ま
れ
た
。

○
誰
も
が
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
機
会
の
保
障

「
誰
一
人
取
り
残
さ
れ
な
い
学
び
の
保

障
に
向
け
た
不
登
校
・
い
じ
め
対
策
等
の

推
進
」
に
は
94
億
円
を
計
上
。
不
登
校
児

童
生
徒
の
学
び
の
場
の
確
保
を
推
進
す
る

た
め
、学
び
の
多
様
化
学
校
の
設
置
準
備
・

設
置
後
の
運
営
支
援
、
校
内
教
育
支
援
セ

ン
タ
ー
支
援
員
の
配
置
を
新
た
に
盛
り
込

ん
だ
。

「
特
別
支
援
教
育
の
充
実
」
に
は
51
億

円
を
計
上
。
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児
童

生
徒
等
へ
の
支
援
と
し
て
、
医
療
的
ケ
ア

看
護
職
員
の
配
置
拡
充
を
行
う
。

「
日
本
語
教
育
・
外
国
人
児
童
生
徒
等

へ
の
教
育
等
の
充
実
」
に
は
31
億
円
を

計
上
。
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生

徒
数
の
増
加
や
育
成
就
労
制
度
の
創
設

に
よ
り
在
留
外
国
人
の
更
な
る
増
加
が

見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
日
本
語
教
育
・

外
国
人
児
童
生
徒
等
の
教
育
等
の
充
実

を
図
る
。
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１．質の高い公教育の再生　（　）内は令和６年度予算額。　【　】内は令和６年度補正予算額。

学校における働き方改革の更なる加速化、教師の処遇改善、学校の指導・運営体制の充実、教師の育成支援の
一体的な推進
・�教職調整額の改善､学級担任への手当の充実、小学校教科担任制の拡充・新規採用教師支援､中学校生徒指導担当教師の配置拡充、小学校
35人学級の計画的な整備等� １兆6,210億円（１兆5,627億円）【633億円】

・�学校における働き方改革の推進のための支援スタッフの充実等� 122億円（122億円）【２億円】
・�教師人材の確保強化� ５億円（５億円）

GIGAスクール構想の着実な推進と学校DXの加速
・�通信ネットワークの改善、次世代校務DX環境の整備や自治体への伴走支援の強化等� ６億円（８億円）【62億円】
・�１人１台端末の着実な更新� ３億円（新規）【234億円】
・�生成AIを含む先端技術・教育データの利活用の推進� ４億円（４億円）【６億円】
・�小中学校等における英語等のデジタル教科書の導入・活用促進� 17億円（17億円）
・�AIの活用等による英語教育の抜本強化� ２億円（３億円）【６億円】
・�教育DXを支える基盤的ツールの整備・活用、教育データの利活用の推進� 11億円（10億円）【６億円】

幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上
・�自治体の「幼保小の架け橋プログラム」の促進､質を支える環境整備支援等� 22億円（23億円）【40億円】

高等学校改革の推進
・�DXハイスクールによるデジタル等成長分野を支える人材育成、探究・STEAM教育の推進､職業教育の充実､柔軟で質の高い学びの推進等
� ８億円（８億円）【74億円】

部活動の地域連携や地域クラブ活動移行
・�地域クラブ活動への移行に向けた実証、部活動指導員の配置支援等� 37億円（33億円）【29億円】

現代的健康課題に対応するための健康教育の推進
・�学校保健の推進、学校給食・食育の充実� ７億円（７億円）【0.5億円】

道徳教育の充実
・�よりよい生き方を実践する力を育む道徳教育の推進等� 43億円（43億円）

２．新しい時代の学びの実現に向けた学校施設の整備等

教育環境の向上と老朽化対策の一体的整備、キャンパスの共創拠点化、防災機能強化、脱炭素化など学校施設
等の整備の推進、D

ディーエスト

-ESTの構築
・�公立学校施設の整備� 681億円（683億円）【2,076億円】
・�国立大学・高専等施設の整備� 364億円（363億円）【624億円】
・�私立学校施設等の整備� 91億円（93億円）【129億円】
※被災地学び支援派遣等枠組み（D-EST）の構築は、令和６年度補正予算に0.5億円を計上

（単位：億円）令和７年度文部科学省関係予算のポイント
区　　　　分 令和６年度予算額 令和７年度予算額（案） 比較増△減額 備　　考

一　般　会　計 53,384 54,029 645 対前年度1.2%増

エネルギー対策特別会計 1,085 1,084 △�0.3 対前年度0.0%減
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３．高等教育機関の多様なミッションの実現

持続可能な教育研究機能の強化に向けた基盤的経費の十分な確保、改革インセンティブとなる重点配分の徹底、
高専の高度化・国際化の推進
・�国立大学改革の推進� １兆836億円（１兆835億円）【180億円】
・�高等専門学校の高度化・国際化の推進� 630億円（629億円）【83億円】
・�私立大学等の改革の推進等� 3,993億円（3,990億円）【14億円】

日本人学生の留学派遣、外国人留学生の受入れ・定着、教育の国際化の推進
・�日本人の留学促進、G7やグローバル・サウス等の外国人留学生の受入れや留学モビリティ促進、大学の国際化、初等中等教育段階の英語
教育や国際連携・交流等の充実� 716億円（703億円）【21億円】

高度専門人材の育成等の推進
◎「博士人材活躍プラン」に基づく取組の拡充� 総額250億円（247億円）
　－未来を先導する世界トップレベル大学院教育拠点創出事業� 19億円（新規）
　※研究開発マネジメント体制の整備（新規）を含む
・�成長分野を支える半導体人材の育成拠点の形成� ６億円（新規）【10億円】
・�数理・データサイエンス・AI人材育成の推進� 22億円（23億円）
・�高度医療人材養成の推進� 34億円（35億円）【50億円】

４．誰もが学ぶことができる機会の保障

誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校、いじめ対策等の推進
・�校内教育支援センター支援員の配置、校外教育支援センターの機能強化、学びの多様化学校の設置促進、いじめ対策の推進、スクールカ
ウンセラーやスクールソーシャルワーカー等相談体制の充実� 94億円（88億円）【４億円】
・�夜間中学の設置促進等� １億円（１億円）

生涯を通じた障害者の学びの推進、特異な才能のある児童生徒への支援
・�特別支援教育の充実� 51億円（46億円）
・�大学等や学校卒業後における障害者の生涯学習の推進� ２億円（２億円）【0.1億円】
・�特定分野に特異な才能のある児童生徒への支援の推進� １億円（１億円）

日本語教育・外国人児童生徒等への教育等の充実
・�外国人等に対する日本語教育の推進� 16億円（16億円）【５億円】
・�学校等における日本語指導体制等の充実や外国人の子供の就学促進等� 15億円（13億円）【0.2億円】

海外で学ぶ日本人児童生徒の教育機会の充実
・�在外教育施設の機能強化（教師派遣等）� 191億円（180億円）【５億円】

地域と学校等の連携・協働による地域の教育力の向上や体験活動の充実、学校安全体制の整備
・�コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な取組の推進、体験活動や読書活動の推進、家庭教育支援、キャリア教育の推進等��
� 77億円（78億円）【１億円】
・�学校安全体制の整備� ５億円（６億円）【１億円】

リ・スキリングを含めたリカレント教育等社会人の学び直しの機会の拡充
・�社会人向けの実践的なプログラムの開発・拡充等� 85億円（88億円）【21億円】

各教育段階の負担軽減による学びのセーフティネットの構築
・�高等学校等就学支援金制度の着実な実施等� 4,083億円（4,097億円）
・�高校生等奨学給付金の充実� 147億円（147億円）
・�高等教育の修学支援の充実（こども家庭庁計上分含む）� 7,494億円（6,412億円）
※多子世帯の学生等について授業料・入学料を所得制限なく無償化。
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経
済
産
業
省
の
令
和
７
年
度
予
算
は
、

一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合
わ
せ
た
総
額

で
、
２
兆
５
２
４
億
円
（
前
年
度
1
兆
９
、

０
７
２
億
円
）と
な
っ
た
。一
般
会
計
で
は
、

前
年
度
か
ら
１
・
５
%
減
の
３
、
５
２
５

億
円
（
前
年
度
３
、
５
８
０
億
円
※
エ
ネ

ル
ギ
ー
対
策
特
別
会
計
繰
入
を
除
く
）
を

計
上
。
内
訳
は
、
中
小
企
業
対
策
費
が
１
、

０
８
０
億
円
（
同
１
、
０
８
２
億
円
）、
科

学
技
術
振
興
費
が
１
、
１
４
３
億
円
。
特

別
会
計
は
、
Ｇ
Ｘ
推
進
対
策
費
を
除
く
エ

ネ
ル
ギ
ー
特
別
会
計
が
７
、
１
８
３
億
円

（
同
７
、
５
４
２
億
円
）、
脱
炭
素
社
会
の

実
現
に
向
け
た
Ｇ
Ｘ
推
進
対
策
費
は
前
年

度
か
ら
６
・
４
%
増
の
６
、８
３
９
億
円（
同

６
、
４
２
９
億
円
）
と
な
っ
た
。
昨
年
12

月
に
決
定
し
た
令
和
６
年
度
補
正
予
算

４
・
４
兆
円
（
以
下
、
６
年
度
補
正
）
と

合
わ
せ
、
６
・
４
兆
円
を
計
上
し
た
。

６
年
度
補
正
で
は
、
中
小
企
業
の
持
続

的
な
賃
上
げ
環
境
の
実
現
や
新
た
な
地
方

創
生
施
策
の
展
開
等
に
２
・
８
兆
円
、
物

価
高
に
対
す
る
対
応
と
し
て
、
燃
料
油
価

格
激
変
緩
和
対
策
事
業
（
１
兆
３
２
４
億

円
）
や
電
気
・
ガ
ス
料
金
負
担
軽
減
支
援

事
業
（
３
、１
９
４
億
円
）
を
盛
り
込
ん
だ
。

一
般
会
計
の
う
ち
、
中
小
企
業
対
策
費

に
つ
い
て
は
、
価
格
転
嫁
対
策
の
推
進
、

経
営
改
善
・
事
業
承
継
等
に
係
る
支
援
体

制
の
整
備
な
ど
、
持
続
的
な
賃
上
げ
に
向

け
た
環
境
整
備
等
に
必
要
な
予
算
を
７
年

度
予
算
で
計
上
す
る
と
と
も
に
、
６
年
度

補
正
に
お
い
て
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業

の
生
産
性
向
上
を
実
現
す
べ
く
中
小
企
業

生
産
性
革
命
推
進
事
業
に
３
、
４
０
０
億

円
、
中
堅
・
中
小
企
業
の
賃
上
げ
に
向
け

た
省
力
化
等
の
大
規
模
成
長
投
資
補
助
金

と
し
て
１
、
４
０
０
億
円
を
措
置
し
た
。

ま
た
、
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
で
は
、

Ｇ
Ｘ
２
０
４
０
ビ
ジ
ョ
ン
及
び
エ
ネ
ル

ギ
ー
基
本
計
画
の
改
定
に
際
し
、再
エ
ネ
、

原
子
力
な
ど
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
向
上
に

資
す
る
脱
炭
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
供
給
を
拡

大
す
る
た
め
７
年
度
予
算
で
１
兆
28
億
円

を
計
上
し
、
環
境
整
備
等
を
目
指
す
。

【
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
関
係
】

価
格
転
嫁
対
策
の
推
進
、
経
営
改
善
・

事
業
承
継
等
に
係
る
支
援
体
制
の
整
備
な

ど
、
持
続
的
な
賃
上
げ
に
向
け
た
環
境
整

備
等
に
必
要
な
予
算
が
計
上
さ
れ
た
。

中
小
企
業
取
引
対
策
事
業
は
、
当
初
予

算
で
29
億
円
、
６
年
度
補
正
で
８
億
円
計

上
し
、
適
切
な
価
格
転
嫁
の
た
め
、
下
請

G
メ
ン
に
よ
る
取
引
実
態
の
把
握
・
活
用

や
指
導
の
徹
底
等
に
よ
る
下
請
法
の
厳
正

な
執
行
や
、各
都
道
府
県
に
設
置
し
た「
下

請
か
け
こ
み
寺
」
に
お
け
る
相
談
対
応
等

を
実
施
す
る
。

中
小
企
業
活
性
化
・
事
業
承
継
総
合
支

援
事
業
で
は
、「
中
小
企
業
活
性
化
協
議

会
」
に
お
け
る
収
益
力
改
善
や
事
業
再
生

等
の
支
援
、「
事
業
承
継
・
引
継
ぎ
支
援

セ
ン
タ
ー
」
に
お
け
る
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

等
を
実
施
す
る
た
め
、
当
初
予
算
で
１
４

４
億
円
、６
年
度
補
正
で
61
億
円
を
計
上
。

ま
た
、
中
小
企
業
が
大
学
・
公
設
試
験

研
究
機
関
等
と
連
携
し
て
行
う
研
究
開
発

の
支
援
等
を
す
る
、
成
長
型
中
小
企
業
等

研
究
開
発
支
援
事
業
（
Ｇ
ｏ

－

Ｔ
ｅ
ｃ
ｈ

事
業
）
で
は
、
当
初
予
算
で
１
２
３
億
円

計
上
し
た
。

独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基
盤
整
備
機

構
運
営
費
交
付
金
は
、
新
市
場
開
拓
、
事

業
承
継
等
の
推
進
、
支
援
機
関
を
通
じ
た

支
援
の
拡
大
、
経
営
環
境
変
化
対
応
へ
の

支
援
等
を
実
施
す
る
た
め
、
当
初
予
算
で

１
８
４
億
円
を
計
上
し
た
。

さ
ら
に
、
資
金
繰
り
支
援
と
し
て
、
日
本

政
策
金
融
公
庫
に
よ
る
低
利
融
資
・
資
本

性
劣
後
ロ
ー
ン
、
信
用
保
証
協
会
に
よ
る
保

証
等
を
通
じ
て
事
業
者
の
資
金
繰
り
を
支

援
す
る
た
め
、
財
務
省
計
上
分
と
合
わ
せ

て
当
初
予
算
で
８
２
３
億
円
計
上
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
６
年
度
補
正
に
お
け
る
主

な
中
小
企
業
対
策
と
し
て
、
地
域
の
雇
用

を
支
え
る
中
堅
・
中
小
企
業
が
、
足
元
の

人
手
不
足
等
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
に

行
う
工
場
等
の
拠
点
の
新
設
等
の
大
規
模

投
資
等
の
支
援
を
実
施
す
る
た
め
、「
中

堅
・
中
小
企
業
の
賃
上
げ
に
向
け
た
省
力

化
等
の
大
規
模
成
長
投
資
補
助
金
」を
１
、

４
０
０
億
円
、
革
新
的
な
製
品
・
サ
ー
ビ
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ス
の
開
発
、
Ｉ
Ｔ
ツ
ー
ル
の
導
入
、
事
業

承
継
・
Ｍ
＆
Ａ
時
の
専
門
家
活
用
、
小
規

模
事
業
者
の
販
路
開
拓
等
の
支
援
を
実
施

す
る
た
め
、「
中
小
企
業
生
産
性
革
命
推

進
事
業
」
を
３
、４
０
０
億
円
計
上
し
た
。

【
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
】

政
府
は
今
年
度
内
に
次
期
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本
計
画
の
改
定
と
長
期
的
な
脱
炭
素
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
体
制
を
確
保
す
る

た
め
の
投
資
促
進
戦
略
「
G
X
（
グ
リ
ー

ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）
２
０

４
０
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
策
定
を
目
指
す
。
こ

う
し
た
中
、
令
和
７
年
度
予
算
は
G
X
・

脱
炭
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
に
１
兆
28
億

円
を
計
上
し
た
。

こ
の
う
ち
、
再
エ
ネ
等
、
脱
炭
素
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
供
給
拡
大
に
向
け
、「
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
主
力
電
源
化
の
切
り
札
」

と
期
待
さ
れ
て
い
る
洋
上
風
力
発
電
の
導

入
促
進
に
向
け
た
採
算
性
分
析
の
た
め
の

基
礎
調
査
に
91
億
円
（
前
年
度
65
億
円
）、

自
然
条
件
に
よ
ら
ず
安
定
的
発
電
が
可
能

な
ベ
ー
ス
ロ
ー
ド
電
源
で
あ
る
地
熱
発
電

の
開
発
促
進
に
向
け
た
資
源
量
調
査
・
理

解
促
進
事
業
に
１
２
１
億
円
（
同
１
２
０

億
円
）、
地
熱
資
源
開
発
等
事
業
に
１
３

８
億
円
（
同
１
４
１
億
円
）
を
措
置
。
ま

た
、
昨
年
、
水
素
社
会
推
進
法
が
施
行
さ

れ
た
こ
と
を
受
け
、
水
素
関
連
技
術
の
開

発
支
援
や
実
証
事
業
に
新
規
で
２
１
７
億

円
を
盛
り
込
み
、
大
幅
に
拡
充
す
る
と
と

も
に
、
優
れ
た
安
定
供
給
性
を
持
ち
、
長

期
的
に
活
用
可
能
な
再
エ
ネ
で
あ
る
水
力

発
電
に
つ
い
て
は
、
そ
の
導
入
加
速
化
事

業
に
23
億
円
（
同
29
億
円
）
を
措
置
し
た
。

加
え
て
、
昨
年
11
月
に
閣
議
決
定
さ
れ

た
総
合
経
済
対
策
で
「
早
期
の
事
業
化
を

支
援
す
る
」
と
明
記
さ
れ
た
中
小
水
力
発

電
の
導
入
拡
大
に
向
け
、
令
和
６
年
度
補

正
予
算
で
「
中
小
水
力
発
電
に
係
る
自
治

体
主
導
型
案
件
創
出
支
援
等
事
業
」
と
し

て
20
億
円
を
充
て
る
。
自
治
体
が
主
導
し

て
行
う
流
量
調
査
や
地
形
測
定
、
事
業
性

評
価
等
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
全
国
を

対
象
に
、
中
小
水
力
発
電
の
未
開
発
地
点

の
調
査
を
行
う
。
こ
の
他
、
電
源
立
地
の

円
滑
化
や
発
電
所
所
在
地
域
の
公
共
施
設

整
備
等
を
目
的
と
し
た
電
源
立
地
地
域
対

策
交
付
金
（
７
７
７
億
円
）
の
う
ち
、
水

力
発
電
施
設
周
辺
地
域
交
付
金
相
当
部
分

（
水
力
交
付
金
）
に
つ
い
て
は
、
令
和
６

年
度
と
同
額
の
53
・
５
億
円
を
確
保
。

ま
た
、
再
エ
ネ
の
大
量
導
入
に
向
け
て

は
、
電
力
網
（
系
統
）
の
安
定
化
対
策
に

向
け
た
取
組
が
不
可
欠
で
あ
り
、「
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
大
量
導
入
に
向
け
た

次
世
代
型
の
電
力
制
御
技
術
開
発
事
業
」

に
72
億
円
、「
需
要
家
主
導
型
太
陽
光
発

電
及
び
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源
併
設

型
蓄
電
池
導
入
支
援
事
業
」に
98
億
円（
同

１
０
０
億
円
）
を
充
て
る
。

令和７年度経済産業省関係予算の概要
〈一般会計〉� （単位：億円）

令 和 ６ 年 度
当 初 （ A ）

令 和 ７ 年 度
予 算 （ B ）

対前年増減額
（B）－（A） 増　減　率

一般会計 8,６95 8,50６ △ 189 △ 2.2%
科学技術振興費 1,194 1,143 △ 51 △ 4.3%
中小企業対策費 1,082 1,080 △ 2 △ 0.2%
その他 1,304 1,301 △ 3 △ 0.2%

上記合計 3,580 3,525 △ 55 △ 1.5%
エネルギー対策特会への繰入 5,115 4,981 △ 134 △ 2.６%
エネルギー需給勘定 3,493 3,392 △ 101 △ 2.9%
電源開発促進勘定 1,６22 1,589 △ 33 △ 2.0%

〈東日本大震災復興特別会計〉�
令 和 ６ 年 度
当 初 （ A ）

令 和 ７ 年 度
予 算 （ B ）

対前年増減額
（B）－（A） 増　減　率

復興特会（経産省関連） 342 320 △ 22 △６.3%

〈エネルギー対策特別会計〉
令 和 ６ 年 度
当 初 （ A ）

令 和 ７ 年 度
予 算 （ B ）

対前年増減額
（B）－（A） 増　減　率

GX ６,429 ６,839 410 ６.4%
AI・半導体 － 3,328 3,328 皆増
燃料安定供給対策 3,100 2,513 △ 58７ △18.9%
エネルギー需給構造高度化対策 2,６７3 2,52７ △145 △5.4%
電源立地対策 1,5７4 1,599 25 1.６%
電源利用対策 149 113 △35 △23.７%
原子力損害賠償支援対策 4６ 430 385 843.2%
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【
環
境
省
予
算
の
概
要
】

環
境
省
の
令
和
７
年
度
予
算
は
、
一
般

会
計
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
、
東
日
本
大
震

災
復
興
の
両
特
別
会
計
の
総
額
で
5
、

9
4
6
億
円
（
前
年
度
5
、8
4
７
億
円
）

が
計
上
さ
れ
た
。
内
訳
に
つ
い
て
は
、
一

般
会
計
1
、
4
6
７
億
円
（
前
年
度
1
、

4
8
0
億
円
、
対
前
年
度
比
99
％
）、
エ

ネ
ル
ギ
ー
対
策
特
別
会
計
1
、
9
6
9
億

円
（
前
年
度
1
、
8
9
9
億
円
、
対
前
年

度
比
1
0
4
％
）、
東
日
本
大
震
災
復
興

特
別
会
計
2
、
5
0
9
億
円
（
前
年
度

2
、
4
6
8
億
円
、
対
前
年
度
比

1
0
2
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

気
候
変
動
、
生
物
多
様
性
の
損
失
、
汚

染
と
い
う
３
つ
の
世
界
的
危
機
の
克
服
を

最
重
要
課
題
と
し
て
捉
え
、
持
続
可
能
な

社
会
に
向
け
て
、
経
済
社
会
シ
ス
テ
ム
を

ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
（
脱
炭
素
）
で
、
循
環
型

で
、
ネ
イ
チ
ャ
ー
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
（
自
然
再

興
）
な
も
の
へ
と
転
換
す
る
総
合
的
ア
プ

ロ
ー
チ
を
行
い
、
環
境
政
策
が
目
指
す
べ

き
社
会
の
姿
と
し
て
「
ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン

グ
／
高
い
生
活
の
質
」
が
実
現
で
き
る
循

環
共
生
型
社
会
の
構
築
を
目
指
す
。

【
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
関
係
予
算
】

2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

の
実
現
に
向
け
、
地
域
脱
炭
素
推
進
交
付

金
に
つ
い
て
は
、
３
8
5
億
円
（
前
年
度

当
初
予
算
額
4
2
5
億
円
、
補
正
予
算
額

３
6
5
億
円
）
を
措
置
。
2
0
３
0
年
度

ま
で
に
少
な
く
と
も
1
0
0
か
所
の
脱
炭

素
先
行
地
域
を
選
定
す
る
と
と
も
に
、
重

点
対
策
と
し
て
、
再
エ
ネ
発
電
設
備
を
一

定
以
上
導
入
す
る
地
方
公
共
団
体
に
対
し

て
支
援
を
行
い
、
全
国
で
脱
炭
素
地
域
社

会
の
早
期
実
現
を
目
指
す
。

ま
た
、
住
宅
・
建
築
物
等
の
脱
炭
素
化

の
取
組
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
住
み

や
す
く
、
暮
ら
し
や
す
い
自
立
・
分
散
型

の
地
域
の
実
現
を
目
指
す
こ
と
と
し
、
建

築
物
等
の
Z
E
B
化
・
省
C
O
2
化
普
及

加
速
事
業
と
し
て
38
億
円
（
前
年
度
当
初

予
算
額
47
億
円
、
補
正
予
算
額
48
億
円
）

を
計
上
。
Z
E
B
化
・
省
C
O
2
化
の
普

及
加
速
に
資
す
る
高
効
率
設
備
導
入
等
の

取
組
を
支
援
す
る
。

加
え
て
、「
デ
コ
活
」（
脱
炭
素
に
つ
な

が
る
新
し
い
豊
か
な
暮
ら
し
を
創
る
国
民

運
動
）
を
全
国
に
展
開
す
る
こ
と
で
グ

リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
対
す
る
国
民

等
の
意
識
の
向
上
・
行
動
変
容
を
促
進
す

る
た
め
、「
デ
コ
活
」
推
進
事
業
と
し
て
、

31
億
円
（
前
年
度
当
初
予
算
額
36
億
円
、

補
正
予
算
額
2
億
円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

【
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
等
関
係
予
算
】

市
町
村
が
廃
棄
物
の
３
R
（
リ
デ
ュ
ー

ス
、
リ
ユ
ー
ス
、
リ
サ
イ
ク
ル
）
を
総
合

的
に
推
進
す
る
た
め
、
一
般
廃
棄
物
処
理

施
設
の
整
備
と
し
て
5
2
6
億
円
（
前
年

度
当
初
予
算
額
4
9
5
億
円
、
補
正
予
算

額
1
、
0
0
6
億
円
）
を
計
上
し
、
市
町

村
に
よ
る
自
主
性
と
創
意
工
夫
を
活
か
し

た
広
域
的
か
つ
総
合
的
な
廃
棄
物
処
理
・

リ
サ
イ
ク
ル
施
設
の
整
備
等
を
支
援
す

る
。ま

た
、
全
国
で
未
だ
に
約
8
8
３
0
万

人
い
る
生
活
排
水
未
処
理
人
口
の
早
期
解

消
に
向
け
、
合
併
処
理
浄
化
槽
の
整
備
を

加
速
化
す
る
た
め
、
循
環
型
社
会
形
成
推

進
交
付
金
（
浄
化
槽
分
）
で
86
億
円
（
前

年
度
当
初
予
算
額
同
額
、
補
正
予
算
額
5

億
円
）
が
措
置
さ
れ
た
。

〇
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
・
創
生

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
・
創
生
に

つ
い
て
は
、
中
間
貯
蔵
施
設
の
整
備
等
に

1
、
0
4
5
億
円
（
前
年
度
1
、
0
0
8

億
円
）
を
計
上
。
こ
れ
ま
で
の
技
術
開
発

等
の
成
果
を
踏
ま
え
て
、
除
去
土
壌
の
再

生
利
用
や
全
国
で
の
理
解
醸
成
活
動
等
の

取
組
を
進
め
る
。
こ
の
ほ
か
、
帰
還
困
難

区
域
の
復
興
・
再
生
を
推
進
す
る
た
め
、

特
定
復
興
再
生
拠
点
整
備
事
業
に
1
9
9

億
円
（
前
年
度
３
７
0
億
円
）、
特
定
帰

還
居
住
区
域
整
備
事
業
と
し
て
6
2
0
億

円
（
前
年
度
4
5
0
億
円
）
が
計
上
さ
れ

た
。

○
能
登
半
島
地
震
か
ら
の
創
造
的
復
興

令
和
6
年
能
登
半
島
地
震
や
9
月
の
豪

雨
災
害
か
ら
の
創
造
的
復
興
に
向
け
、
公

費
解
体
を
は
じ
め
と
し
た
災
害
廃
物
処
理

の
円
滑
か
つ
迅
速
な
処
理
を
支
援
す
る
た

め
、
令
和
6
年
度
補
正
予
算
に
お
い
て

３
9
4
億
円
が
措
置
さ
れ
た
。

説説解解

環 境 省環 境 省
エネルギー・廃棄物・エネルギー・廃棄物・

リサイクル対策等関係予算の概要リサイクル対策等関係予算の概要
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令和７年度 環境省予算の概要

１．歳出予算

令和 ６ 年度
当初予算額

令和 ６ 年度
補正予算額

令和 7 年度

当初予算 対前年度比

一 般 政 策 経 費 等 １,480 １,６04 １,4６7 99％

一般会計

令和 ６ 年度
当初予算額

令和 ６ 年度
補正予算額

令和 7 年度

当初予算 対前年度比

エネルギー対策特別会計 １,899 3,03６ １,9６9 １04％

う ち Ｇ Ｘ 推 進 対 策 費 204 2,377 4１9 205％

エネルギー対策特別会計

令和 ６ 年度
当初予算額

令和 ６ 年度
補正予算額

令和 7 年度

当初予算 対前年度比

一般会計＋エネルギー対策特別会計 3,379 4,６39 3,437 １02％

小　　計

令和 ６ 年度
当初予算額

令和 ６ 年度
補正予算額

令和 7 年度

当初予算 対前年度比

東日本大震災復興特別会計 2,4６8 １ 2,509 １02％

東日本大震災復興特別会計

令和 ６ 年度
当初予算額

令和 ６ 年度
補正予算額

令和 7 年度

当初予算 対前年度比

合　　　　　　計 5,847 4,６40 5,94６ １02％

合　　計

※観光庁計上の国際観光旅客税を充当する環境省分の施策は、令和６年度 51.0 億円→令和７年度 58.6 億円。
※デジタル庁計上の政府情報システム予算は、令和６年度 43.1 億円→令和７年度 36.0 億円。
※一般政策経費等は、新庁舎移転経費等の特殊要因として令和６年度 16.3 億円→令和７年度 8.8 億円を含む。
※四捨五入等の理由により、計数が合致しない場合がある。

令和 ６ 年度
当初予算額

令和 ６ 年度
補正予算額

令和 7 年度

当初予算 対前年度比

財 政 投 融 資
（産業投資及び政府保証の合計額） ６00 ― ６00 １00％

２．財政投融資

（単位：億円）

2025年（令和 7年） 2月 3日　52第3308号
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伊
南
地
域
に
対
面
と
オ
ン
ラ
イ
ン
診
療
併
用
の

医
療
機
関
、
新
年
度
開
設
へ
　
過
疎
地
域
の
新

モ
デ
ル
構
築
目
指
す�

（
福
島
県
南
会
津
町
）　

福
島
県
南
会
津
町
伊
南
地
域
の
町
有
診
療
施
設

に
新
年
度
、
対
面
と
オ
ン
ラ
イ
ン
診
療
を
併
用
し

た
医
療
機
関
が
開
設
さ
れ
る
見
通
し
と
な
っ
た
。

町
が
恩
田
メ
デ
ィ
カ
ル
プ
ラ
ザ
（
東
京
都
）
を
営

む
恩
田
泰
光
医
師（
44
）と「
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
フ
ァ

ミ
リ
ー
ク
リ
ニ
ッ
ク
南
会
津
町
」
を
開
業
す
る
こ

と
で
合
意
し
た
。
オ
ン
ラ
イ
ン
で
在
宅
診
療
な
ど

に
当
た
り
、
過
疎
地
域
で
の
新
た
な
診
療
モ
デ
ル

構
築
を
目
指
す
。
伊
南
地
域
で
は
昨
年
３
月
に
唯

一
の
医
療
機
関
が
閉
じ
た
。
県
に
よ
る
と
、
医
療

機
関
が
な
く
な
っ
た
過
疎
地
域
で
オ
ン
ラ
イ
ン
併

用
の
医
療
提
供
が
始
ま
る
の
は
県
内
初
。

町
に
よ
る
と
、
恩
田
医
師
が
隔
週
で
対
面
に
よ

る
診
察
日
を
設
け
、
そ
れ
以
外
は
オ
ン
ラ
イ
ン
で

対
応
す
る
。
診
療
科
目
は
脳
神
経
外
科
、
内
科
、

外
科
、
小
児
科
の
予
定
。
初
診
は
対
面
で
行
い
、

患
者
の
状
態
に
合
わ
せ
て
オ
ン
ラ
イ
ン
で
診
察
す

る
。
在
宅
の
場
合
、
看
護
師
ら
が
患
者
宅
を
訪
問

し
て
機
器
の
操
作
を
支
援
す
る
。

町
有
診
療
施
設
で
開
業
医
が
長
年
診
療
を
続
け

て
い
た
が
、
昨
年
３
月
に
閉
院
。
近
隣
の
医
療
機

関
ま
で
約
15
キ
ロ
あ
り
、
町
は
患
者
の
た
め
に
デ

マ
ン
ド
タ
ク
シ
ー
を
運
行
し
て
い
る
。
地
域
の
人

口
は
約
１
１
０
０
人
で
、
高
齢
化
率
は
54
・
２
％
。

町
は
県
医
師
会
の
医
業
承
継
バ
ン
ク
に
登
録

し
、
恩
田
医
師
が
申
し
込
ん
だ
。
施
設
改
修
費
な

ど
を
新
年
度
予
算
案
に
計
上
す
る
予
定
で
、
秋
ご

ろ
の
開
業
を
目
指
す
。
23
日
に
福
島
市
で
基
本
合

意
締
結
式
を
行
う
。

町
は
「
オ
ン
ラ
イ
ン
を
活
用
し
、
住
民
の
医
療

環
境
を
確
保
し
た
い
」
と
し
て
い
る
。

�

（
福
島
民
報
・
２
０
２
５
年
１
月
22
日
）

メ
デ
ィ
ア
適
正
活
用
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
　

子
ど
も
の
ネ
ッ
ト
被
害
防
止

群
馬
・
中
之
条
町
と
群
大�

（
群
馬
県
中
之
条
町
）　

子
ど
も
た
ち
を
「
ネ
ッ
ト
い
じ
め
」
や
健
康
被

害
な
ど
か
ら
守
る
た
め
、
群
馬
県
中
之
条
町
と
町

教
委
、
群
馬
大
の
教
授
を
中
心
と
す
る
研
究
団
体

は
、
メ
デ
ィ
ア
の
適
正
活
用
に
向
け
た
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
や
授
業
方
法
を
開
発
す
る
。
3
者
は

２
０
２
１
年
か
ら
連
携
し
て
お
り
、
従
来
の
取
り

組
み
を
継
続
・
発
展
さ
せ
る
た
め
、
16
日
に
改
め

て
協
定
を
結
ん
だ
。
後
期
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し

て
、
メ
デ
ィ
ア
の
危
険
性
に
つ
い
て
子
ど
も
を
啓

発
す
る
た
め
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
な
ど
を
新
た
に
作

り
、
行
動
変
容
を
詳
し
く
調
べ
る
。

電
子
メ
デ
ィ
ア
の
普
及
に
よ
り
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
上
で
個
人
を
攻
撃
す
る
い
じ
め
の
発
生
や

交
流
サ
イ
ト
（
S
N
S
）
を
介
し
た
凶
悪
犯
罪
、

ネ
ッ
ト
の
過
剰
利
用
に
よ
る
健
康
被
害
が
指
摘
さ

れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
町
は
以
前
か
ら
、
町
内

の
子
ど
も
ら
を
対
象
に
電
子
メ
デ
ィ
ア
の
過
度
な

使
用
を
防
止
す
る
「
ア
ウ
ト
メ
デ
ィ
ア
」
に
取
り

組
み
、
21
年
に
同
大
情
報
学
部
の
伊
藤
賢
一
教
授

を
中
心
と
す
る
研
究
団
体
と
協
定
を
締
結
。
24
年

ま
で
を
前
期
事
業
と
し
て
啓
発
や
教
員
研
修
な
ど

を
進
め
て
き
た
。

後
期
は
現
場
の
教
員
に
加
え
、
発
達
段
階
に

よ
っ
て
は
子
ど
も
と
も
関
わ
り
な
が
ら
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
を
作
り
替
え
る
。
行
動
変
容
を
よ
り
正
確
に

つ
か
む
た
め
、
メ
デ
ィ
ア
の
危
険
性
の
伝
え
方
と

端
末
の
使
用
頻
度
と
の
関
連
な
ど
を
調
べ
る
。
保

護
者
へ
の
啓
発
も
継
続
す
る
。

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
と
教
材
、得
ら
れ
た
デ
ー
タ
は
、

次
期
学
習
指
導
要
領
の
策
定
に
向
け
、
26
年
ま
で

に
中
央
教
育
審
議
会
（
中
教
審
）
に
提
案
す
る
こ

と
を
目
指
す
。

こ
の
日
、前
橋
市
の
群
馬
大
で
開
い
た
会
見
で
、

外
丸
茂
樹
町
長
は
「
電
子
メ
デ
ィ
ア
の
利
便
性
の

裏
に
潜
む
危
険
性
を
、
子
ど
も
た
ち
が
理
解
し
た

上
で
活
用
し
て
い
く
教
育
環
境
を
町
と
し
て
つ
く

る
必
要
が
あ
る
」
と
述
べ
た
。
伊
藤
教
授
は
「
教

育
現
場
の
生
の
声
を
聞
か
せ
て
も
ら
え
る
の
は
研

究
の
発
展
上
あ
り
が
た
い
」と
意
義
を
強
調
し
た
。

�

（
上
毛
新
聞
・
２
０
２
５
年
１
月
17
日
）

「
お
い
く
ら
」
と
岐
阜
・
輪
之
内
町
連
携
　

ご
み
減
量
向
け
リ
ユ
ー
ス
促
す

�

（
岐
阜
県
輪
之
内
町
）　

岐
阜
県
安
八
郡
輪
之
内
町
は
、
不
要
な
家
財
道

具
な
ど
の
一
括
価
格
査
定
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
「
お
い

く
ら
」
を
運
営
す
る
マ
ー
ケ
ッ
ト
エ
ン
タ
ー
プ
ラ

イ
ズ
（
東
京
都
）
と
連
携
協
定
を
結
ん
だ
。
地
域

住
民
に
不
要
品
の
再
利
用
を
促
し
、
ご
み
の
減
量

と
循
環
型
社
会
の
実
現
を
目
指
す
。

「
お
い
く
ら
」
は
不
要
品
を
売
り
た
い
人
が
査
定

を
依
頼
す
る
と
、
加
盟
す
る
全
国
の
リ
サ
イ
ク
ル

シ
ョ
ッ
プ
の
買
い
取
り
価
格
を
比
較
で
き
る
サ
ー

ビ
ス
。
町
で
は
ご
み
処
理
費
用
の
高
騰
が
課
題
と

な
っ
て
お
り
、
サ
ー
ビ
ス
活
用
で
解
決
を
目
指
す
。

町
の
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
「
お
い
く
ら
」
の

リ
ン
ク
を
掲
載
し
、
気
軽
に
不
要
品
を
査
定
で
き

る
よ
う
に
な
っ
た
。
町
の
担
当
者
は
「
捨
て
る
前

に
リ
ユ
ー
ス
で
き
な
い
か
考
え
て
」
と
話
し
た
。

（
西
垣
剛
大
）

�

（
岐
阜
新
聞
・
２
０
２
５
年
１
月
23
日
）

広
島
県
大
崎
上
島
町
、「
ス
マ
ー
ト
海
上
バ
ス
」

試
験
運
航
　
自
律
航
行
船
で
夜
間
早
朝
に

一
般
客
輸
送�

（
広
島
県
大
崎
上
島
町
）　

広
島
県
大
崎
上
島
町
は
、
自
律
航
行
船
で
旅
客

を
運
ぶ
「
ス
マ
ー
ト
海
上
バ
ス
」
の
試
験
運
航
を

始
め
た
。
フ
ェ
リ
ー
の
運
航
が
な
い
夜
間
と
早
朝

に
曜
日
限
定
で
同
町
と
竹
原
市
を
結
び
、
初
め
て

一
般
客
を
乗
せ
る
。
離
島
の
同
町
で
は
同
時
間
帯

の
移
動
手
段
の
確
保
が
課
題
で
、
住
民
の
利
便
性

ア
ッ
プ
に
向
け
て
効
果
を
確
か
め
る
。

試
験
運
航
は
自
律
航
行
技
術
開
発
の
エ
イ
ト

ノ
ッ
ト
（
堺
市
）
に
委
託
し
、
同
社
の
シ
ス
テ
ム

を
搭
載
し
た
民
間
船
（
19
ト
ン
）
を
使
用
。
カ
メ

ラ
や
セ
ン
サ
ー
で
障
害
物
を
検
知
し
、
衛
星
利
用

測
位
シ
ス
テ
ム
（
G
P
S
）
と
人
工
知
能
（
A
I
）

で
最
適
な
ル
ー
ト
を
自
動
で
進
む
。定
員
は
12
人
。

安
全
確
保
の
た
め
ス
タ
ッ
フ
も
乗
る
。

夜
間
便
は
、
金
、
土
、
日
曜
の
午
後
10
時
10
分

に
竹
原
港
を
出
航
し
、
い
ず
れ
も
同
町
の
白
水
、

福
浦
、
鮴
崎
（
め
ば
る
ざ
き
）
の
各
港
に
順
番
に

寄
り
、
竹
原
港
に
戻
る
。
各
港
間
の
移
動
時
間
は

約
20
～
40
分
。
早
朝
便
は
月
曜
日
午
前
4
時
45
分

に
福
浦
港
を
出
発
し
、
白
水
港
を
経
て
竹
原
港
に

到
着
す
る
。

同
町
で
は
同
社
が
２
０
２
１
年
度
に
自
律
航
行

船
で
の
実
験
を
始
め
、
22
年
度
か
ら
町
や
同
社
な
ど

に
よ
る
協
議
会
が
人
や
荷
物
を
運
ぶ
た
め
の
検
証

を
進
め
て
き
た
。
今
回
は
町
単
独
事
業
で
、
宅
配

サ
ー
ビ
ス
の
試
験
も
同
時
に
実
施
。
無
人
航
行
が
実

現
す
れ
ば
、
船
員
不
足
な
ど
の
問
題
解
決
が
期
待
で

き
る
。
町
企
画
課
は
「
い
つ
で
も
気
軽
に
本
土
に
行

け
る
環
境
づ
く
り
を
進
め
た
い
」
と
す
る
。

試
験
運
航
は
3
月
31
日
ま
で
。
住
民
以
外
も
利

用
で
き
る
。
運
賃
は
1
人
千
円
。
ウ
ェ
ブ
か
電
話

で
申
し
込
む
。
同
社
０
7
０
（
9
２
５
１
）

9
9
8
9
。（
渡
部
公
揮
）

�

（
中
国
新
聞
・
２
０
２
５
年
１
月
20
日
）

https://47gyosei.jp/

本
コ
ー
ナ
ー
の
記
事
は
施
策
立
案
に

も
役
立
つ
　
「
４７
行
政
ジ
ャ
ー
ナ
ル
」の

許
諾
を
受
け
て
掲
載
し
て
い
ま
す
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　地方公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を図るため、総務省と地方公共団体
金融機構の共同事業として実施している「地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業」について令和７
年度も支援分野を拡充して実施します。ぜひご活用ください。

① アドバイザーの謝金・ 旅費は、地方公共団体金融機構が負担し、直接支払います。
② �アドバイザーは、自治体職員・OB、公認会計士、医師、学識経験者等の専門的人材が務め、それぞれの団体が選択
します。

　ご活用いただいた団体からは、�「予算措置なしでアドバイスを受けられることはありがたい」�「標準化 PMOへの入力
を予定より早いスケジュールで進めることができ、時間に制約がある標準化に向けた作業が大幅に進み助かった」といっ
た声をいただいています。それぞれのニーズに応じて、ぜひご活用ください。

● 令和７年度も切れ目なく申請を受け付けます。
● �支援決定は４回（４月・７月・10 月・１月）を予定し
ています。

※�派遣日程等は、申請受付後でも変更可能です（活用が見込まれる場合には、
計画ベースで申請を行っていただいて差し支えありません。）。

　�支援決定前でも、申請内容について確認ができたものは、内示を行うこと
で、事業実施可能です。

● �JFMホームページにおいて、
「実施の手引き」など、関係
資料を掲載中！

● �活用事例も紹介しています。
ぜひご確認ください。

※�申請に際しては、本事業のWebシステムをご利用いただきます。
使い方等については、下記HPで公表しているマニュアルを参考
にしてください。

▼　地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業

経営・財務マネジメント強化事業 検索

https://www.jfm.go.jp/support/development/keieizaimu.html

令和７年度　地方公共団体の経営・財務
マネジメント強化事業を拡充します！

お問い合わせ先

（１）支援分野　※⑧は啓発・研修事業のみで実施

アドバイザーを派遣する支援分野
① 公営企業・第三セクター等の経営改革に関すること
　・DX・GXの取組　
　・経営戦略の改定・経営改善
　・公立病院経営強化プランの改定・経営強化の取組　等
② 公営企業会計の適用に関すること
③ 地方公会計の整備・活用に関すること
④ �公共施設等総合管理計画の見直し・実行に関すること（公共
施設マネジメント）

⑤ 地方公共団体のDXに関すること
　・消防防災 DX
　・情報システムの標準化　
　・共通化・ＤＸの機運醸成
　・外部デジタル人材の確保　等
⑥ 地方公共団体のGXに関すること
　・地域共生・地域裨益型再エネの立地
　・脱炭素型まちづくり　等
⑦ 地方公共団体間の広域連携（拡充）
　・公共施設の集約化等　・専門人材の確保
　・事務の共同実施　
⑧ 首長・管理者向けトップセミナー

（２）支援の方法
市区町村・公営企業・都道府県に対して派遣

課題対応
アドバイス
事業

市区町村・公営企業・都道府県が直面する課題
に対して、当該課題の克服等、財政運営・経営
の改善に向けたアドバイスを必要とする場合に
団体の要請に応じて派遣

課題達成
支援事業

政策テーマの実施に当たり、知識・ノウハウが
不足するために達成が困難な市区町村・公営企
業・都道府県に、技術的・専門的な支援を行う
ために派遣

都道府県に対して派遣
啓発・
�研修事業

都道府県が市区町村・公営企業の啓発のため、
支援分野の研修を行う場合に派遣

本事業のポイント

活用団体の声

１

２

事業概要

申請期間（２月末～ １２月末）

☎ 地方支援部 調査企画課：03-3539-2676   　📧 chihoushien@jfm.go.jp 

２

１

3
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て
る
た
ま
キ
ン
グ

て
る
た
ま
キ
ン
グ

町 村 週 報8　令和0年0月0日 （第三種郵便物認可） 第0000号

ご当地自慢のおいしいものや伝統行事を身にまとい、
体を張ってPRしているご当地キャラたちを紹介するコーナーです。
今回は、西ブロック（中国・四国・九州・沖縄）からピックアップ。

特産品だけじゃない！
文化・歴史を身にまとって観光大使 !!

　
2
0
1
4
年
に
福
智
町
の
公
式
マ
ス
コ
ッ
ト

キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
を
公
募
し
、
町
内
外
か
ら
の
応

募
総
数
5
5
2
点
の
中
か
ら
デ
ザ
イ
ン
を
決
定

し
ま
し
た
。
翌
年
愛
称
を
町
内
で
募
集
。
福
智

山
に
住
む「
福
」を
も
た
ら
す
神
様
と
し
て「
福

天
」
と
名
付
け
ら
れ
、
同
年
8
月
に
は
着
ぐ
る

み
も
お
披
露
目
さ
れ
ま
し
た
。
頭
に
は
「
上
野

焼
の
抹
茶
茶
碗
」、
耳
は
「
四
つ
葉
の
ク
ロ
ー

バ
ー
」、
お
へ
そ
は
「
金
の
赤
池
梨
」、「
迎こ
う

接じ
ょ
う

の
藤
」
が
あ
し
ら
わ
れ
た
「
金
の
打
ち
出
の
小

づ
ち
」
を
持
ち
、「
金
の
わ
ら
じ
」
を
履
い
て

い
ま
す
。
背
中
の
マ
ン
ト
に
は
、「
白
糸
の
滝
」

を
表
す
ブ
ル
ー
ラ
イ
ン
と
白
糸
の
滝
龍
伝
説

「
金
の
の
ぼ
り
龍
」「
金
の
の
ぼ
り
鯉
」
が
描
か

れ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、尻
尾
に
は
「
虎
尾
桜
」

が
咲
き
誇
り
、
め
く
る
と
ラ
ッ
キ
ー
ア
イ
テ
ム

が
隠
さ
れ
て
い
る
「
福
の
前
掛
け
」
も
つ
け
て

い
ま
す
。筑
豊
弁
を
し
ゃ
べ
る
相
棒
の
青
い
鳥
・

ル
リ
ち
ゃ
ん
と
一
緒
に
、
福
智
町
の
P
R
活
動

に
励
ん
で
い
ま
す
。

　「
て
る
た
ま
キ
ン
グ
」
は
、村
特
産
品
の
「
た

ま
ね
ぎ
」
を
モ
チ
ー
フ
に
し
た
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー

で
、
2
0
1
5
年
5
月
に
「
広
報
い
へ
や
」
で

お
披
露
目
さ
れ
ま
し
た
。
伊
平
屋
島
が
「
て

る
し
の
（
太
陽
神
）
の
島
」
と
い
わ
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
、「
て
る
し
の
」
の
「
て
る
」、
宝
物

の
意
味
で
あ
る
珠
玉
の
「
た
ま
」、
そ
し
て
、

伊
平
屋
村
が
第
一
尚
氏
の
発
祥
の
地
で
あ
る

こ
と
を
誇
り
に
思
い
、
王
冠
を
の
せ
て
い
る
こ

と
か
ら
、「
て
る
た
ま
キ
ン
グ
」
と
名
付
け
ら

れ
ま
し
た
。
伊
平
屋
村
の
魅
力
を
村
内
外
に

伝
え
る
た
め
、
日
々
活
躍
し
て
い
る
「
て
る
た

ま
キ
ン
グ
」。
ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー
ク
の「
ウ
ェ

ル
カ
ム
イ
ベ
ン
ト
」
や
7
月
の
「
い
へ
や
ま
つ

り
」、
10
月
の
「
伊
平
屋
ム
ー
ン
ラ
イ
ト
マ
ラ

ソ
ン
」、11
月
の
「
離
島
フ
ェ
ア
」、2
月
の
「
伊

平
屋
観
光
・
物
産
フ
ェ
ア
」
等
に
積
極
的
に
参

加
し
、
伊
平
屋
村
観
光
大
使
と
し
て
活
動
を

続
け
て
い
ま
す
。

たまねぎのような甘味と辛味を持ち合わせた心優
しい男の子。伊平屋島のこどもたちの夢の中から
誕生。身長はたまねぎ5個分（ときどき大きくな
る）、体重はたまねぎ3個分（ときどき重くなる）。
話す時は語尾に「たま～」をつける。

杉太くん（写真右）：曲がったことが大
嫌い。特技は杉玉づくり。「森林セラピー
弁当」が好物。趣味は日光浴。好きな
言葉は「木を見て森を見ず」。紅子ちゃ
ん（写真左）：しっかりものの節約上手。
特技はどうだんつつじの栽培。「柿の葉
寿司」が好物。趣味は天体観測。

3
月
6
日
生
ま
れ
。
シ
ャ
イ
だ
け
ど
お
お
ら
か
で
、
楽
天
家
。
趣

味
は
、
金
の
打
ち
出
の
小
づ
ち
を
振
っ
て
開
運
招
福
す
る
こ
と
、

福
智
の
キ
ラ
リ
と
光
る
魅
力
を
P
R
す
る
こ
と
、
小
づ
ち
占
い
。

語
尾
に
「
プ
ク
」
と
つ
け
る
の
が
口
ぐ
せ
。

　
智
頭
町
を
全
国
に
ア
ピ
ー
ル
す
る
こ
と
を

目
的
に
マ
ス
コ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
を
募
集

し
、
応
募
総
数
1
6
2
作
品
の
中
か
ら
選
ば

れ
た
デ
ザ
イ
ン
に
、
町
民
か
ら
の
応
募
作
品

の
中
か
ら
名
付
け
ら
れ
、
2
0
0
7
年
に
誕

生
し
た
の
が
、「
杉
太
く
ん
」と「
紅
子
ち
ゃ
ん
」

で
す
。「
杉
太
く
ん
」
は
、
智
頭
町
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■共済契約できる物件

■共済掛金と共済金額

確かな安心を！　いつでも申し込み可能！

町村生協の火災共済

●共済契約者の所有する居住用建物およびその建物内にある動産
●共済契約者の配偶者が所有する居住用建物およびその建物内にある動産
●共済契約者と同一世帯に属する親族が所有し、かつ、共済契約者が現に居住する建物およびその建物内にある動産

共済掛金（年額）は共済契約1口（10万円）につき60円です。
契約額の最高限度は600口（建物400口・動産200口）で、6,000万円（風水雪害は450万円）を限度に補償します。

■こんな事故に共済金を支払います
共済金に加算して臨時費用・残存物取片づけ費用・失火見舞費用の各費用共済金を支払います。

※加入の申込、お問い合わせはお近くの都道府県支部までご連絡ください。

建物のみの場合

動産のみの場合

建物と動産を併せた場合

火　災 落　雷 破裂・爆発 地震・噴火・津波建物外部からの
物体の落下・衝突など 風水雪害

400口
200口
600口

4,000万円
2,000万円
6,000万円

24,000円
12,000円
36,000円

共済掛金額（年額）

口　数 共済金額 共済掛金

※水廻り・鍵開けでお困りの際に専門業者を手配し、水漏れを止めたり、開錠作業を行う等の応急処置をする
サービス（ホームアシスタンスサービス）を実施しています。〈詳細につきましては、町村生協ホームページをご覧ください。〉

風水雪害特約制度

全国町村職員生活協同組合のご案内　（https://www.zcss.jp/）

区　分

◎火災共済契約に任意で付加することができる特約制度です。風水雪害による損害に共済金を支払います。
◎この特約を付加することで、火災共済契約の風水雪害共済金に加算して、損害額の50％または火災共済契約額の50％のいずれか少ない額を
限度に、風水雪害特約共済金が支払われます。（ただし、風水雪害共済金と特約共済金の支払合計額が3,000万円を超える場合、3,000万円
が限度となります。）
◎特約共済掛金は、１口（10万円）につき50円です。（火災共済契約の契約口数と同口数を付加していただきます。）

●この組合は町村等職員であればどなたでも組合員になることができます。
●火災と自動車の共済事業を行っており、町村等職員の安定した生活に寄与してまいりました。
●協同組合ですので、営利を目的としておりません。掛金は低く設定しており、さらに決算時に剰余金が発生した際には、割戻金としてお返しいたします。
●組合員になるためには出資金が必要です。組合員は退職後も共済事業を終身利用できます。
●組合員が亡くなられた際は、配偶者が契約を承継することができます。
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